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１ 研究テーマ 

「教員の多忙化解消について」 

２ 研究の背景（国の動向等） 

○ 社会や経済の急速な変化等に伴い、いじめ・不登校など生徒指導上の課題

や特別な配慮を必要とする児童生徒への対応など、学校の抱える課題が複雑

化・多様化している中で、保護者への対応や地域との連携など、学校に求め

られる役割も拡大しており、教員の多忙化が問題となっている。 

○ 平成１８年度に文部科学省が実施した教員の勤務実態に関する調査結果

によると、教員の１月当たりの平均残業時間は平日・休日を合わせて約４２

時間で、昭和４１年度調査と比較して約５倍となった。 

○ また、ＯＥＣＤが平成２６年６月に公表した国際教員指導環境調査（ＴＡ

ＬＩＳ）の結果によると、日本の中学校教員の１週間当たりの平均勤務時間

は５３.９時間（平均３８.３時間）で、調査に参加した国・地域の中で最も

長くなるなど、教員の多忙な実態を示す結果となっている。 

○ 時代の変化に合わせた授業改善等、学校教育の質的向上が求められる中、

教員の多忙化を解消し、これまで以上に子どもたちと向き合う時間を確保す

ると同時に、健康でやりがいをもって自らの能力を十分に発揮できる環境の

整備が急務となっている。 

○ こうした中、文部科学省は、教育委員会における業務改善の一層の推進に

向け、平成２７年７月、「学校現場における業務改善のためのガイドライン」

を作成した。ガイドラインでは、教育委員会が今後学校現場の業務改善に対

する支援を行う上での基本的な考え方、改善の方向性、留意すべきポイント

を５つの観点から示したほか、全国の先進事例も紹介し、これらを参考とし

て学校現場の業務改善推進に向けた積極的な支援に取り組むよう教育委員

会に要請した。 

Ⅰ はじめに 
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○ また、文部科学省は、平成２７年１２月に取りまとめられた中央教育審議

会の３つの答申を具体化すべく、平成２８年１月に「『次世代の学校・地域』

創生プラン」を策定するとともに、省内に設置した「タスクフォース」にお

いて、同プランに掲げる「次世代の学校」構築のための学校現場の業務改善

や指導体制の在り方について検討を行い、平成２８年６月～７月にその検討

のまとめを公表した。 

○ タスクフォースの検討のまとめでは、①学校指導体制の整備と業務改善の

取組を両輪として一体的に推進することで、教員の担うべき業務に専念でき

る環境を確保すること、②部活動の負担を大胆に軽減すること、③勤務時間

管理の適正化や教員の意識改革により長時間労働という働き方を改善する

こと、及び④国や教育委員会の支援体制を強化すること、の４つの柱に基づ

き、業務改善に向けた方策が提案されている。 

 

３ 研究の趣旨 

○ 全国都道府県教育長協議会では、平成２０年度に、「教員が子ども一人一

人に向き合える環境づくりに向けて～学校支援体制の在り方と学校現場の

負担軽減について～」をテーマとした研究を行った。どのような取組、支援

策が現場の負担軽減に効果があるのかを分析する中で、先進的な事例の共有

化を図り、その後の国への要望活動に活かすとともに、各都道府県における

施策・事業の検討の参考としていただいたところである。 

○ その研究から７年以上が経過したが、教員の多忙化が依然として課題とな

っている現状を踏まえ、平成２０年度と現在との経年比較を行うことで、取

組、支援策の効果や進捗状況等をより一層明らかにすることができるのでは

ないかと考え、今回の研究を実施した。 

 

４ 研究の方法 

○ 全国の都道府県教育委員会に対してアンケート調査を実施し回答結果を

分析した。アンケート調査は平成２０年８月に全国都道府県教育長協議会第

３部会・第４部会が合同で発出したアンケートを基に作成したものである。

アンケートの概要は次頁のとおりである。 
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■ 調査時点 平成２８年８月 

■ 調査対象 全国４７都道府県教育委員会 

■ 調査項目 

 １ 都道府県教育委員会の取組検討状況に関する項目 

 （１）検討会議等の設置状況に関する項目 

   【問１】    検討会議等の設置状況 

   【問１－１】 検討会議等の設置時期 

   【問１－２】 検討会議等の構成員 

   【問１－３】 検討会議等の対象分野 

 （２）指針等の策定状況に関する項目 

   【問２】     指針等の策定状況 

   【問２－１】 指針等の策定時期 

   【問２－２】 指針等に定める取組の実施主体 

   【問２－３】 指針等における具体的な目標設定の状況 

 （３）教育現場の実態把握に関する項目 

   【問３】ア 「勤務時間・業務の負担等、教員の勤務実態調査」の実施状

況 

   【問３】イ 「学校に対する照会・調査等の状況に係る実態調査」の実施

状況 

 ２ 都道府県教育委員会の具体的取組に関する項目 

   【問４】   ３６項目の具体的取組（支援策）の実施状況 

   【問４－１】 ３６項目以外の具体的取組があればその内容及び実施効果 

   【問４－２】 実施効果が高かった具体的取組の内容 

   【問５】   期待する効果が大きいが未実施である具体的取組の有無 

   【問５－１】 期待する効果が大きいが未実施である具体的取組の未実施

理由 

   【問６】   未実施である具体的取組のうち、国の支援によっては実施

したい取組の有無 

   【問６－１】 未実施である具体的取組のうち、国の支援によっては実施

したい取組の内容及び必要な国の支援の内容 
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   【問７】   国の動きを受け、今年度から新たに実施した具体的取組の

有無 

   【問７－１】 国の動きを受け、今年度から新たに実施した具体的取組の

内容 

   【問７－２】 国の動きを受け、検討中の具体的取組の内容 

 

■ 回収率   １００％ 

■ 有効回答率 １００％ 

 

 ※本文中では以下のような略称を用いる。 

  「県」…都道府県を指す。  

「市立」または「市立学校」…市区町村立学校を指す。 

「県立」または「県立学校」…都道府県立学校を指す。 
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１ 都道府県教育委員会の取組検討状況 

（１）検討会議等の有無と検討対象分野 

○ 図１は検討会議の設置状況と設置都道府県の設置年度を示したもので

ある。３３県が、教員の多忙化を解消し、教員が子ども一人一人に向き合

える環境づくりに向けた検討会議等（以下「検討会議等」とする）を設置

している。これに過去に設置していたと回答した５県をあわせると３８県

が検討会議等を設置したことになる。 

 

図１ 検討会議等の設置状況と設置年度 

 

○ 図２は検討会議等における検討分野の採用率について示したものである。

ここからは各県がどのような分野を教員の多忙化における課題と捉えてい

るかを読み取ることができる。今回調査結果では検討会議等設置都道府県の

うち、９７.０％（３２県/３３県）の都道府県が、「事務的業務」を検討対

象分野として挙げており、続いて「部活動指導（９０.９％：３０県/３３県）」、

「保護者対応（７５.８％：２５県/３３県）」となっている。 

○ また図２において今回調査結果と平成２０年度調査結果とを比較すると、

平成２０年度調査時点では「事務的業務」中心であった検討分野が多様化し

ていることが分かる。特に採用率の増加が大きい検討対象分野は「部活動指

設置中 33

県

過去に設置

5県

予定 3県
予定無し

6県 H20以前 7

県

H21  3県

H22  4県

H23  2県

H24  3

県H25  2県

H26  3県

H27  5県

H28  4県

 

Ⅱ 都道府県教育委員会の取組の分析 

 

設置 

３３県中 
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導（採用率３０.２ポイント増）」「成績処理（採用率２１.３ポイント増）」「保

護者対応（採用率２２.２ポイント増）」の３分野である。 

 

図２ 検討会議等実施都道府県における各検討対象分野の採用率 

Ｈ２０調査結果（２８県中）         今回調査結果（３３県中） 

 

 

（１）―１ 検討対象分野の妥当性 

○ 図２では各県がどのような分野を教員の多忙化における課題と捉えて

いるかをみたところだが、ではこれらの課題認識は教育現場の実態に即し

たものとなっているだろうか。 

○ そこで次に図２を踏まえた上で、国が平成２６年１１月に実施した「教

職員の業務実態調査」の結果を参照してみたい。以下は文部科学省が平成

２７年７月に策定した『学校現場における業務改善のためのガイドライン

～子供と向き合う時間の確保を目指して～（概要）』からの引用である。 

 

文部科学省『学校現場における業務改善のためのガイドライン～子供と向き合う

時間の確保を目指して～（概要）』より 
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（１）学校現場における教職員の業務実態調査 

○ 学校における各種業務についての教職員の従事状況や負担感の状況等を把握 

○ 主担当となる業務が多い副校長・教頭、教諭に焦点を当て、詳細な実態を把握 

＜副校長・教頭、教諭の業務ごとの負担感率の状況＞ 

○ 副校長・教頭、教諭について、従事率（※１）５０％以上の業務に対する負担感率（※

２）５０％以上の業務は次頁のとおり 
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※１【従事率】従事状況に係る設問に関して、「主担当として従事している」「一部従事している」

と回答した数の和の全有効回答数に対する割合 

※２【負担感率】負担感に係る設問に関して、「負担である」「どちらかと言えば負担である」と

回答した数の和の全有効回答数に対する割合 
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○ ここに挙げられている教職員の従事率及び負担感率５０％以上の業務を、

先に分析した検討会議採用率の増加が大きい３分野及びこれに採用率が最

も高い事務的業務を加えた４分野で分類すると表１のようになり、ほとん

どの業務（１８／２２：８１.８％）がこの４分野に含まれていることが分

かる。 

 

表１ 国の調査結果を検討会議採用率の高い４分野で分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 以上のことから検討会議実施都道府県の検討対象分野（＝課題認識）には、

概ね妥当性があったことが分かる。３分野の採用率の増加は、各都道府県教

育委員会が教育現場の課題を適切に把握し対策を講じていることを示して

いると言えるだろう。 

 

 

検討対象分野区分 
「教職員の業務実態調査」の業

務区分番号 

部活動指導 （２４），（２５） 

成績処理 ８，２３， 

保護者対応 ４８，５２ 

事務的業務 
２６，２９，４１，４５，４７，５５，５６，

５７，５８，５９，６０，６６ 

それ以外の業務 ９，１１，２８，５０ 

注）部活動指導に関する業務（「２４ 部活動の活動計画の作成」「２５ 部活動の技術的

な指導、各種大会（運動部・文化部）への引率等」）は引用グラフにはないが、中学校教

諭のみでみると（ガイドライン８ページによる）、ともに従事率５０％以上であり、負担

感率はそれぞれ業務２４が７８.０％、業務２５が９１.３％とかなり高い数値を示して

いる。 
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（１）―２ 検討対象分野と具体的取組との関連性 

○ 次に検討会議において、特定の分野が検討されることがその分野に関連

する具体的な取組の実施に繋がるのか（つまりは検討会議設置の有効性に

ついて）を検証したい。ただし各都道府県からご提供いただいた具体的取

組の実施率等は母数を４７県としているため、関連性を見る場合に（１）

－１の図２（母数が検討会議実施都道府県となっている）を根拠として用

いることはできない。そこで母数を揃えるため、図３において母数を全都

道府県とした場合の各分野の採用率（４７県のうち検討会議を設置しかつ

各対象分野を採用した都道府県の割合）を示す。 

 

図３ ４７県中検討会議等を実施しかつ各検討対象分野を採用した県の割合 

Ｈ２０調査結果（４７県中）         今回調査結果（４７県中） 

 

 

○ 図３のように分母を４７県とした場合でも、部活動指導（採用率２７.

７ポイント増）、成績処理（採用率１９.１ポイント増）、保護者対応（採

用率２１.３ポイント増）の３分野ともに採用率の増加が大きいことが確

認できる。これを基に、これら３分野に関連する具体的取組の実施率等の

推移を、以下アからウにかけて見てみる。平成２０年度調査時点から関連

する具体的取組の実施率等が増加していれば、検討会議等の有効性を示す

ことができると考えるためである。 
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0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

事務的業務

保護者対応

成績処理

部活動指導

学習指導

生徒指導

- 9 -



ア 「部活動指導」に関連する具体的取組 

○ 表２－１、２－２は「部活動指導」に関連する具体的取組の調査結果で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－１ 「部活動指導」に関連する具体的取組（市立対象）の調査結果 

 

表２－２ 「部活動指導」に関連する具体的取組（県立対象）の調査結果 

 

○ 「部活動指導」に関連する２つの具体的取組については、市立対象、県

立対象を問わず、今回調査結果の実施率が約９０％とかなり高いことが分

かる。 

○ 表２－１を見ると、市立対象の具体的取組「ヘ」については効果変動値

がややマイナスになっているものの、実施変動値は１２.８ポイント増で

ある。市立学校への取組が広がっていることが分かる。 

今回調査結果 Ｈ２０調査結果

今回追加項目

効果

変動値

－

-0.4

部活動の指導体制や活動内容の見直し

ヘ 部活動外部指導者（部活動指導員）等の活用 89.4% 85.7% 76.6% 86.1% 12.8

テ

項目
記号 実施 効果 実施 効果

91.5% 46.5% －

実施

変動値
市立対象の具体的取組の項目名

今回調査結果 Ｈ２０調査結果

今回追加項目

効果

変動値

－

4.3

－

ヘ 部活動外部指導者（部活動指導員）等の活用 91.5% 88.4% 93.6% 84.1% -2.1

実施 効果

テ 部活動の指導体制や活動内容の見直し 87.2% 51.2%

項目
記号

県立対象の具体的取組の項目名
実施

変動値実施 効果

注）表２－１、２－２の説明（表３－１～表４－２、表６－１、表６－２も同じ） 

・「実施」欄は４７県のうち当該具体的取組を実施した県の割合を示す。 

 →これを「実施率」と定義する。 

「効果」欄は当該具体的取組実施都道府県のうち、実施効果を「非常に大きな効果がある」または

「大きな効果がある」と回答した県の割合を示す。 

 →これを「効果認識率」と定義する。 

・「実施変動値」＝今回調査結果の「実施率」－Ｈ２０調査結果の「実施率」 

・「効果変動値」＝今回調査結果の「効果認識率」－Ｈ２０調査結果の「効果認識率」 
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○ 表２－２を見ると、県立対象の具体的取組「ヘ」については実施変動値

がややマイナスになっているものの、効果変動値は４.３ポイント増であ

る。県立対象の具体的取組「ヘ」は平成２０年度調査時点で実施率がすで

に９３.６％となっていたため、実施変動値への影響が小さいものと思わ

れる。一方で効果認識率の差をみると８４.１％と元々高かった効果認識

率がさらに増加していることから、県立学校対象の取組については、その

精度が高まっていると考えられる。 

 

イ 「成績処理」に関連する具体的取組 

○ 表３－１、３－２は「成績処理」に関連する具体的取組の調査結果であ 

る。 

表３－１ 「成績処理」に関連する具体的取組（市立対象）の調査結果 

 
 

表３－２ 「成績処理」に関連する具体的取組（県立対象）の調査結果 

 

○ 表３－１を見ると、市立対象の３つの具体的取組はいずれも実施変動値

が１０ポイント以上増となっている。効果変動値は具体的取組「キ」で３

１.３ポイント増と特に高い数値を示している。市立学校への取組は広が

りかつ精度も高まっていると考えられる。 

サ 校務支援システムの整備 31.9% 66.7% 21.3% 60.0% 10.6 6.7

キ 教職員への一人一台パソコンの配置 34.8% 81.3% 13.5 31.3

ケ 成績処理等の様式など文書の標準化・電子化 38.3% 66.7% 25.5% 66.7% 12.8 0

21.3% 50.0%

項目
記号

市立対象の具体的取組の項目名
今回調査結果 Ｈ２０調査結果 実施

変動値

効果

変動値実施 効果 実施 効果

サ 校務支援システムの整備 72.3% 79.4% 46.8% 63.6% 25.5 15.8

キ 教職員への一人一台パソコンの配置 83.0% 87.2% 53.2% 76.0% 29.8 11.2

ケ 成績処理等の様式など文書の標準化・電子化 68.1% 68.8% 29.8% 30.3% 38.3 38.5

項目
記号

県立対象の具体的取組の項目名
今回調査結果 Ｈ２０調査結果 実施

変動値

効果

変動値実施 効果 実施 効果
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○ 表３－２を見ると、県立対象の具体的取組は３つとも実施変動値が２５

ポイント以上増となっている。効果変動値もいずれも１０ポイント以上増

となり、具体的取組「ケ」で３８.５ポイント増と特に高い数値を示して

いる。県立学校への取組は広がりかつ精度も高まっていると考えられる。 

 

ウ「保護者対応」に関連する具体的取組 

○ 表４－１、４－２は「保護者対応」に関連する具体的取組の調査結果で

ある。 

表４－１ 「保護者対応」に関連する具体的取組（市立対象）の調査結果 

 

表４－２ 「保護者対応」に関連する具体的取組（県立対象）の調査結果 

 

○ 「保護者対応」に関連する具体的取組は２つとも、市立対象、県立対象

ともに実施変動値が２０ポイント以上増となり、取組が大きく広がってい

ると考えられる。 

○ しかし効果変動値をみると具体的取組２つとも市立対象、県立対象とも

にマイナスとなっている。「保護者対応」に関連する具体的取組について

は、必ずしも取組の精度が高まっているとは言えないようである。 

 

 

 

 

項目
記号

市立対象の具体的取組の項目名
今回調査結果 Ｈ２０調査結果 実施

変動値

効果

変動値実施 効果 実施 効果

チ 苦情対応事例集・対応マニュアルの整備 46.8% 50.0% 25.5% 58.3% 21.3 -8.3

ツ 保護者対応等の研修の充実 61.7% 51.7% 34.0% 56.3% 27.7 -4.6

項目
記号

県立対象の具体的取組の項目名
今回調査結果 Ｈ２０調査結果 実施

変動値

効果

変動値実施 効果 実施 効果

チ 苦情対応事例集・対応マニュアルの整備 48.9% 43.5% 25.5% 50.0% 23.4 -6.5

ツ 保護者対応等の研修の充実 55.3% 50.0% 34.0% 62.0% 21.3 -12

- 12 -



（１）―３ 検討会議等の有効性 

○ 検討会議等での採用率の増加がおよそ２０ポイント以上増となった３

つの検討対象分野と、それに関連する具体的取組の実施変動値、効果変動

値の関係を見てきた。 

○ 実施変動値については、平成２０年度調査時点ですでに実施率が９０％

以上であった具体的取組を除けば、すべての具体的取組の実施変動値が１

０ポイント以上増となっていることから、検討会義等での検討と具体的取

組の実施の関連性は大きいことが確認された。中には実施変動値が約４０

ポイント増となっている具体的取組もあることから、具体的取組の実施に

当たって検討会議等の設置は非常に有効であると考えられる。 

○ 効果変動値の観点からみると、検討対象分野ごとに結果にばらつきがあ

ったため、検討会議等の設置が即座に具体的取組の効果認識に影響すると

は必ずしも言えない。しかし、中には効果変動値が約４０ポイント増とな

っている具体的取組もあり、具体的取組の精度向上にあたって検討会議等

の設置はある程度有効であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）指針等の策定状況 

○ 指針等の策定状況については、３３県が教員の多忙化を解消し、教員が

子ども一人一人に向き合える環境づくりに向けた組織的な取組を行うた

めの指針等（以下、指針等という）を策定している。これに今後策定予定、

以上の分析から、都道府県教育委員会が実施する検討会議等について、以下のこと

が確認できた。 

① 検討会議等を設置する都道府県が増加している。 

② 検討会議等実施都道府県の検討対象分野は多様化している。 

③ 一方で検討会議等実施都道府県の検討対象分野には焦点化されたものがある。 

④ 焦点化された検討対象分野には妥当性がある。 

⑤ 検討会議等で検討された分野は具体的取組へと繋がる可能性がかなり大きい。 

⑥ 検討会議等で検討された分野の具体的取組の精度は大きく高まる可能性があ

る。 
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策定中と回答した９県を合わせた４２県が指針等について検討を行って

いることになる。図４は、指針等の策定状況の伸びを示している。 

 

   図４ 指針等の策定状況の推移 

 

○ 指針等の策定年度については、平成２０年度以前に７県が策定、その後

順調に策定県が増加しており、平成２７年度には７県、本年度に入ってか

ら２県が策定している。 

○ 指針等を策定している３３県の実施主体は、都道府教育委員会が２９県

（８７.８％）、市区町村教育委員会が２０県（６０.６％）、学校が２７県

（８１.８％）、その他が２県となっている（複数回答可）。その他２県の

内訳は「小・中学校校長会」、「管理職、教職員」である。策定県のうち約

９０％が都道府県教育委員会自らを実施主体としており、指針等を策定す

る中で自らが中心的な役割を果たそうとする都道府県教委が多いことが

分かる。 

○ 次に、指針等の策定と具体的取組の実施状況との間に関連性があるかを

分析する。指針等策定後、すぐに具体的取組の実施・検証がなされるとは

限らないため、今回調査時点で指針等策定後２年以上が経過している平成

２５年度までの策定県２３県と、それ以外の２４県の具体的取組の実施状

況を比較する。２３県の実施割合がそれ以外の県よりも高ければ、指針等

策定の有効性を示すことができる。 
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○ 表５は、平成２５年度までに指針等を策定した県（策定後２年以上経過

した県）とそうでない県の、アからヤまで３６項目の具体的取組の実施率

の平均値を表したものである。 

   表５ 指針等策定と具体的取組実施状況の関係 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成２５年度までに指針等を策定した県（策定後２年以上経過した県）

の方が、そうでない県よりも３６項目の具体的取組の実施率の平均値がや

や高いことが分かる。 

○ また、策定した指針等において数値等の具体的な目標設定を行っている

と回答した県は３３県中１１県となっている。なお、具体的な数値目標に

は以下のようなものがある。 

☆ 半期ごとに多忙化の軽減等を５段階評価し、前期よりも向上すること

を目標とする。 

☆ 調査照会・報告業務の２割縮減、会議の３割縮減等。 

☆ 各学校では時間外勤務時間を毎年１０％程度ずつ縮減し、３年後には

３０％程度の縮減を目指す。 

☆ 平成３０年度までに「教職員定時退勤日」を実施している学校の割合

（週１回以上）、「ノー会議デー」を実施している学校の割合（週１回以

上）を１００％にする。 

☆ 子供と向き合う時間が確保されていると感じる教員の割合を８０％

以上とする。 

 

 

 

都道府県区分 
市立対象の具体的取組 

実施率の平均値 

県立対象の具体的取組 

実施率の平均値 

平成２５年度までの策定県２３県 55.3% 55.7% 

上記以外の２４県 51.3% 54.5% 
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（３）教育現場の実態把握 

○ 図５－１、図５－２は、県立学校と市立学校それぞれの現職教員が回答

する「勤務実態調査」、都道府県教育委員会と市区町村教育委員会それぞ

れにおける「学校に対する調査・照会等の状況に係る実態調査」及び「学

校における収受件数調査」の実施状況を示したものである。 

 

   図５－１ 各種調査の実施状況（今回調査結果） 

 

  図５－２ 各種調査の実施状況（平成２０年度調査結果） 
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37県
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36県
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1県

2県

0県

1県

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

学校における収受件数調査

学校に対する照会・調査等の状況にかかる実態調査（県立）

学校に対する照会・調査等の状況にかかる実態調査（市立）

勤務実態調査（県立）

勤務実態調査（市立）

実施済 予定 予定無し 無回答

7県

20県

6県

22県

4県

1県

1県

1県

3県

0県

36県

22県

35県

19県

39県

3県
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4県
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学校における収受件数調査

学校に対する照会・調査等の状況にかかる実態調査（県立）

学校に対する照会・調査等の状況にかかる実態調査（市立）

勤務実態調査（県立）

勤務実態調査（市立）

実施済 予定 予定無し 無回答

以上の分析から、都道府県教育委員会が策定する指針等について、以下のことが

確認できる。 

① 指針等を策定する都道府県は年々増加している。 

② ほとんどの都道府県が指針等の実施主体を都道府県教育委員会自らとしてい

る。 

③ 指針等策定県の方が指針等を策定していない県よりも具体的取組をやや多く

行っている。 

④ 指針等で数値等の具体的な目標設定を行っている県が１１県ある。 
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○ 今回調査結果と平成２０年度調査結果とを比較すると、勤務実態調査の実

施都道府県は県立対象、市立対象ともに大きく増加している。県立学校教員

が回答する調査を実施した都道府県は、平成２０年度時点で２２県であった

のに対し、今回調査時点では３７県と１５県増加している。とりわけ市立学

校教員が回答する調査については、平成２０年度時点での実施は４県に留ま

ったが、今回調査では３０県と大幅に増加している。多数の都道府県が現場

の実態に基づいた支援策の実施に努めようとしていることがうかがえる。 

○ また、学校に対する調査・照会等の状況に係る実態調査については、平成

２０年度調査比で市区町村教育委員会に係るものはほとんど変化が見られ

ないが、都道府県教育委員会に係るものは２０県から３６県と１６県が新た

に調査を実施しており、実態把握が進んでいる。 

○ 一方、学校での収受件数に関する調査は、市区町村教育委員会の調査・照

会状況に関する調査と同様、実施している県は全体の２割にも満たず、平成

２０年度調査と比較してもほとんど増加していない。都道府県教育委員会が

実施する調査・照会と比べて、市区町村や外部の諸団体等が行うものは、仮

に実態を把握しても直ちに改善や見直しを行うことが困難であり、把握しよ

うとする動機に乏しいためと推測されるが、学校現場の実態を把握するとい

う観点からは意義が大きく、今後はこうした調査の実施についても検討して

いく必要があると思われる。 

○ 上記の「学校に対する調査・照会等の状況に係る実態調査」、「学校での収

受件数に関する調査」は、主に学校の調査・照会対応業務を縮減するために

実施されるものと考えられる。ではこれに関する具体的取組の実施状況はど

うなっているだろうか。表６－１、表６－２は具体的取組「教育委員会が行

う調査・統計の見直し」についての調査結果である。 

 

表６－１ 学校の調査・照会対応業務縮減に関連する具体的取組（市立対象）の調査結果 

 
 

エ 教育委員会が行う調査・統計の見直し 85.1% 32.5% 66.0% 22.6% 19.1 9.9

項目
記号

市立対象の具体的取組の項目名
今回調査結果 Ｈ２０調査結果 実施

変動値

効果

変動値実施 効果 実施 効果

- 17 -



表６－２ 学校の調査・照会対応業務縮減に関連する具体的取組（県立対象）の調査結果 

 
  

○ 「教育委員会が行う調査・統計の見直し」の施策は、市立対象、県立対象

ともに実施率は高いが、効果認識率は低い傾向にある。市立の効果認識率３

２.５％は具体的取組３６項目中「教育委員会が主催する会議の見直し」に

次いで低い数値であり、県立の効果認識率２２.０％は３６項目中最も低い

数値である。 

○ なお、「教育委員会が行う調査・統計の見直し」項目における各都道府県

の課題認識については主に「制度設計」が挙げられているが、それ以外に各

都道府県が挙げている課題には次のようなものがある。 

★ 県として把握すべき内容があり、完全には省略できない。 

★ 新たに生じた諸課題に対応するための調査が発出され、調査件数の減に 

繋がらない。 

★ スクラップする調査等より新規に行う調査等の方が多くなっている。 

○ 施策立案の際の実態把握、実施中・実施後の評価検証に調査・照会による

データは必要不可欠な面もあるが、平成２６年度に文部科学省が実施した

「教職員の業務実態調査」の結果からも分かるように、教育委員会からの調

査・照会等への対応は学校現場の負担感が大きい。分析結果からは調査・照

会に係る学校の業務負担軽減が依然として進行しにくい状況にあることが

読み取れる。 

○ しかし具体的取組「エ」の実施変動値は市立対象、県立対象とも高い数値

を示しており、また（２）指針等の策定状況で見られるように調査業務の縮

減を具体的な数値目標として設定する都道府県も増えてきている。今後、取

組の実施が効果を発揮するようさらに研究を進める必要がある。 

 

 

 

項目
記号

県立対象の具体的取組の項目名
今回調査結果 Ｈ２０調査結果 実施

変動値

効果

変動値実施

29.5 -17.3

効果 実施 効果

エ 教育委員会が行う調査・統計の見直し 89.1% 22.0% 59.6% 39.3%
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２ 都道府県教育委員会の具体的取組 

○ 前項では、都道府県教育委員会の教員の多忙化解消への具体的取組実施の

前段階となる、検討会議等の実施、指針等の策定、教育現場の実態把握の３

項目について分析し、一部具体的な取組との関連性も交えながら平成２０年

度調査時点との比較検証を行った。 

○ 本項では、３６項目設定した具体的取組の今回調査結果を基に各都道府県

の実施状況や効果認識、課題認識等について分析を行う。 

○ 分析結果からは、特に実施都道府県の効果認識が高い具体的取組をリスト

アップし、それらに対する各県の課題認識等を探るとともに、各都道府県教

育委員会が今後の施策を検討する際のありえる着眼点として提示したい。 

○ なお、こちらで設定した３６項目の具体的取組については、検討・実施時

点では「教員の多忙化を解消し、子ども一人一人に教員が向き合える環境づ

くり」を目的としたものでないものであっても、「教員の多忙を化解消し、

～」の観点から当該具体的取組を評価し回答していただいたものとなってい

る。 

○ 分析にあたっては、次頁のような整理を行った。 

 

 

以上の分析から、都道府県教育委員会が策定する指針等について、以下のことが確

認できた。 

① 多数の都道府県が現場の実態把握を進めている。 

② 特に市立学校の現場の実態把握は大きく進展している。 

③ 学校に対する調査・照会等の状況に係る調査は県立では実施都道府県が大きく増

加している。 

④ 学校における収受件数調査を実施している都道府県は全体の２０％未満である。 

⑤ ９０％近くの都道府県が「教育委員会が行う調査・統計の見直し」の取組を実施

している。 

⑥ 同取組の各実施都道府県の効果認識は必ずしも高くない。 
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【実施状況】 

実施状況については以下の４段階評価で回答を求めた。 

 １ 実施中・実施済     ２ 廃止 

 ３ 検討中         ４ 未定 

 

「実施中・実施済」、「廃止」（過去に実施していたが、現在実施していない）と回

答した都道府県を「実施県」とし、その割合を「実施率」とする。 

実施県以外の都道府県を「未実施県」とする。 

 

【実施効果】 

 「実施県」には実施効果をお尋ねし、以下の６段階評価で回答を求めた。 

 １ 非常に大きな効果がある    ２ 大きな効果がある 

 ３ 多少の効果がある       ４ どちらともいえない 

 ５ あまり効果はない       ６ ほとんど効果はない 

 

このうち「非常に大きな効果がある」または「大きな効果がある」と回答した県の

割合を「効果認識率」と定義する。 

 

【期待される実施効果】 

 「未実施県」には期待される実施効果をお尋ねし、次頁の６段階評価で回答を求め

た。 

１ 非常に大きな効果が期待される ２ 大きな効果が期待される 

 ３ 多少の効果が期待される    ４ どちらともいえない 

 ５ あまり効果はないと思われる  ６ ほとんど効果はないと思われる 

このうち「非常に大きな効果が期待される」または「大きな効果が期待される」と

回答した県の割合を「効果期待率」と定義する。 
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○ 以上のような整理に基づき、各具体的取組の今回調査結果、平成２０年度

調査結果をまとめたものが表７－１、表７－２である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

課題については実施県・未実施県問わずお尋ねし、以下の３つの観点別に回答を

求めた。３つの観点は複数回答可とし、その他の課題認識があれば別欄に記述を求

めた。 

 １ 経費 

 ２ 人材確保（経費面を除く） 

 ３ 制度設計（技術面、意識面、情報面等） 

 ４ その他（右枠に具体的に記入） 

 ５ わからない 

 

各具体的取組項目において、上記のそれぞれの観点を選択した県の割合を各項目

の「課題認識率」と定義する。 

各項目の課題認識率の程度によって以下の４つの区分を設定した。 

◎：課題認識率が２／３以上 

○：課題認識率が１／２以上２／３未満 

△：課題認識率が１／３以上１／２未満 

×：課題認識率が１／３未満 
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表７－１ 市立対象具体的取組実施率、

 

 

認識 期待 経費 人材 制度 認識 期待 経費 人材 制度

ア 学校事務の共同実施 84.8% 61.5% 14.3% × × ○ 57.4% 59.3% 25.0% × × ○

イ 学校業務の外部委託 11.1% 40.0% 12.5% △ × × 2.1% 0.0% 17.8% △ × ×

ウ 学校施設保全・警備業務の教委一括管理 17.8% 50.0% 2.7% × × ×

エ 教育委員会が行う調査・統計の見直し 85.1% 32.5% 0.0% × × △ 66.0% 22.6% 12.5% × × ○

オ 教育委員会が主催する会議の見直し 70.2% 30.3% 14.3% × × △ 61.7% 20.7% 11.1% × × ○

カ 研究指定事業の在り方検討 68.1% 40.6% 13.3% × × △ 63.8% 26.7% 5.9% × × △

キ 教職員への一人一台パソコンの配置 34.8% 81.3% 46.7% ◎ × × 21.3% 50.0% 51.5% ○ × ×

ク Webを活用した教材・教具の整備 68.1% 59.4% 26.7% ○ × ○ 72.3% 50.0% 15.4% ○ × △

ケ 成績処理等の様式など文書の標準化・電子化 38.3% 66.7% 34.5% △ × △ 25.5% 66.7% 32.4% △ × △

コ 学校運営関係書類等の様式の簡素化・統一化 30.4% 78.6% 21.9% × × △ 31.9% 33.3% 33.3% × × △

サ 校務支援システムの整備 31.9% 66.7% 56.3% ○ × △ 21.3% 60.0% 30.6% △ × △

シ 校務分掌の改廃や業務量の平準化 46.8% 40.9% 20.0% × × △ 19.1% 33.3% 10.8% × × △

ス 副校長・主幹教諭等の新しい職の配置・適正な活用 80.9% 71.1% 22.2% △ ○ × 23.4% 81.8% 54.3% ○ △ ○

セ 教員対象の組織マネジメント研修の実施 93.6% 65.9% 100.0% △ △ △ 83.0% 61.5% 14.3% × × ×

ソ 効率的業務遂行やタイムマネジメントに関する教員対象の研修・啓発の実施 48.9% 43.5% 25.0% × × △

タ 事務職員の職務内容の見直し等による事務機能の強化 31.9% 33.3% 21.9% × × ○ 21.3% 70.0% 27.8% × × ○

チ 苦情対応事例集・対応マニュアルの整備 46.8% 50.0% 12.0% × × △ 25.5% 58.3% 23.5% × × △

ツ 保護者対応等の研修の充実 61.7% 51.7% 16.7% × × △ 34.0% 56.3% 25.8% × × ×

テ 部活動の指導体制や活動内容の見直し 91.5% 46.5% 25.0% △ ○ ○

ト 教員のメンタルヘルス対策 93.6% 50.0% 33.3% △ △ ○ 89.4% 42.9% 20.0% ○ △ △

ナ 教員（常勤）の定数増 40.4% 78.9% 82.1% ◎ △ × 40.4% 78.9% 78.6% ◎ × ×

ニ 事務職員（常勤）の定数増 17.4% 75.0% 60.5% ◎ × × 12.8% 83.3% 41.5% ◎ × ×

ヌ 授業支援人材の配置 66.0% 67.7% 43.8% ◎ ◎ × 91.5% 90.7% 25.0% ○ ◎ ×

ネ 学校問題解決支援チーム等の整備 60.9% 75.0% 33.3% △ ○ × 40.4% 73.7% 42.9% ○ ○ △

ノ スクールカウンセラーの配置 100.0% 93.6% #DIV/0! ◎ ◎ × 100.0% 93.6% - ◎ ◎ ×

ハ スクールソーシャルワーカーの配置 97.9% 89.1% 0.0% ◎ ◎ × 91.5% 67.4% 75.0% ◎ ◎ △

ヒ キャリアアドバイザーの配置 13.3% 66.7% 20.5% △ △ × 19.1% 33.3% 18.9% △ △ ×

フ 外国人児童生徒・保護者に対する相談員の配置 28.3% 76.9% 39.4% ○ ○ × 40.4% 73.7% 40.7% ◎ ○ ×

ヘ 部活動外部指導者（部活動指導員）等の活用 89.4% 85.7% 60.0% ◎ ◎ △ 76.6% 86.1% 36.4% ◎ ○ ×

ホ 学習指導・生徒指導・特別支援教育等の支援ボランティアの活用 80.9% 76.3% 22.2% ○ ◎ × 74.5% 80.0% 36.4% △ ◎ ×

マ 学校支援地域本部やコミュニティースクールの設置 87.2% 65.9% 0.0% ○ ◎ ○ 78.7% 70.3% 55.6% △ ◎ ○

ミ 教員の事務補助員の配置 13.3% 66.7% 35.9% ○ △ × 4.3% 50.0% 34.9% ○ × ×

ム ICT支援員等の配置 27.7% 76.9% 38.2% ◎ ○ ×

メ 日本語指導アシスタント職員の配置 30.4% 78.6% 37.5% ○ ○ ×

モ 看護師の配置 13.0% 83.3% 27.5% ○ ○ ×

ヤ 新たな教育課題に対応する指導主事の配置・増員 23.9% 54.5% 40.0% ◎ ○ ×

今回追加項目

今回追加項目

今回追加項目

今回追加項目

課題実施
率

効果市区町村立学校に対する支援策

今回調査結果 Ｈ２０調査結果

実施
率

効果 課題
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表７－２ 県立対象具体的取組実施率、効果、課題の結果 

 

 

認識 期待 経費 人材 制度 認識 期待 経費 人材 制度

ア 学校事務の共同実施 14.9% 57.1% 2.5% × × △ 10.6% 0.0% 24.7% × × ○

イ 学校業務の外部委託 19.6% 77.8% 5.4% △ × △ 21.3% 40.0% 16.2% ○ × △

ウ 学校施設保全・警備業務の教委一括管理 36.2% 52.9% 0.0% △ × ×

エ 教育委員会が行う調査・統計の見直し 89.1% 22.0% 0.0% × × △ 59.6% 39.3% 15.8% × × ○

オ 教育委員会が主催する会議の見直し 71.7% 24.2% 7.7% × × △ 61.7% 34.5% 11.1% × × ○

カ 研究指定事業の在り方検討 55.3% 53.8% 9.5% × × △ 48.9% 47.8% 8.3% × × △

キ 教職員への一人一台パソコンの配置 83.0% 87.2% 75.0% ◎ × △ 53.2% 76.0% 81.8% ◎ × △

ク Webを活用した教材・教具の整備 68.1% 56.3% 40.0% ○ × ○ 66.0% 45.2% 26.7% △ △ △

ケ 成績処理等の様式など文書の標準化・電子化 68.1% 68.8% 40.0% ○ × ○ 29.8% 78.6% 30.3% ○ × ○

コ 学校運営関係書類等の様式の簡素化・統一化 55.3% 53.8% 28.6% × × × 55.3% 42.3% 35.0% × × △

サ 校務支援システムの整備 72.3% 79.4% 61.5% ◎ × ○ 46.8% 63.6% 56.0% ○ × ○

シ 校務分掌の改廃や業務量の平準化 57.4% 37.0% 20.0% × × △ 27.7% 30.8% 18.2% × × △

ス 副校長・主幹教諭等の新しい職の配置・適正な活用 83.0% 71.8% 0.0% × △ × 23.4% 72.7% 54.3% ○ △ ○

セ 教員対象の組織マネジメント研修の実施 91.5% 58.1% 25.0% △ × △ 78.7% 64.9% 0.0% △ × ×

ソ 効率的業務遂行やタイムマネジメントに関する教員対象の研修・啓発の実施 48.9% 34.8% 16.7% × × △

タ 事務職員の職務内容の見直し等による事務機能の強化 17.0% 50.0% 12.8% × × ○ 10.6% 40.0% 20.0% × × ○

チ 苦情対応事例集・対応マニュアルの整備 48.9% 43.5% 12.5% × × △ 25.5% 50.0% 32.4% × × △

ツ 保護者対応等の研修の充実 55.3% 50.0% 14.3% × × △ 34.0% 62.5% 23.3% × △ △

テ 部活動の指導体制や活動内容の見直し 87.2% 51.2% 0.0% ○ ○ ○

ト 教員のメンタルヘルス対策 97.9% 56.5% 100.0% △ △ △ 97.9% 47.8% 0.0% ○ ○ △

ナ 教員（常勤）の定数増 21.3% 70.0% 81.1% ◎ △ × 21.3% 80.0% 70.3% ◎ × ×

ニ 事務職員（常勤）の定数増 6.4% 33.3% 56.8% ◎ × × 10.6% 80.0% 31.0% ◎ × ×

ヌ 授業支援人材の配置 34.0% 68.8% 22.6% ○ △ × 36.2% 76.5% 37.9% ○ ○ ×

ネ 学校問題解決支援チーム等の整備 63.0% 75.9% 41.2% △ ○ △ 34.0% 81.3% 38.7% ○ ○ △

ノ スクールカウンセラーの配置 97.9% 91.3% 100.0% ◎ ◎ × 91.5% 93.0% 25.0% ◎ ◎ ×

ハ スクールソーシャルワーカーの配置 83.0% 87.2% 50.0% ◎ ◎ × 23.4% 63.6% 22.2% ○ ◎ △

ヒ キャリアアドバイザーの配置 69.6% 87.5% 28.6% ◎ ○ × 61.7% 62.1% 17.6% ○ ○ ×

フ 外国人児童生徒・保護者に対する相談員の配置 21.7% 70.0% 22.2% ○ ○ × 21.3% 50.0% 24.3% ○ △ ×

ヘ 部活動外部指導者（部活動指導員）等の活用 91.5% 88.4% 25.0% ◎ ◎ △ 93.6% 84.1% 66.7% ◎ ○ ×

ホ 学習指導・生徒指導・特別支援教育等の支援ボランティアの活用 54.3% 60.0% 14.3% △ ○ × 46.8% 54.5% 41.7% △ ◎ ×

マ 学校支援地域本部やコミュニティースクールの設置 34.8% 50.0% 23.3% △ ○ △ 14.9% 42.9% 27.8% × △ △

ミ 教員の事務補助員の配置 21.3% 50.0% 27.0% ○ △ × 8.5% 25.0% 26.2% ○ × ×

ム ICT支援員等の配置 40.4% 78.9% 35.7% ◎ ○ ×

メ 日本語指導アシスタント職員の配置 23.9% 63.6% 22.9% ○ ○ ×

モ 看護師の配置 87.2% 87.8% 33.3% ◎ ◎ ×

ヤ 新たな教育課題に対応する指導主事の配置・増員 21.7% 30.0% 30.6% ○ △ ×

今回追加項目

課題

今回追加項目

今回追加項目

今回追加項目

課題 実施
率

効果都道府県立学校に対する支援策

今回調査結果 Ｈ２０調査結果

実施
率

効果
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（１）効果認識率と課題認識率の関係 

○ 効果認識率と課題認識率の関係を見るため、各具体的取組を効果認識率

５０％以上のものと５０％未満のものに区別し、それぞれの課題認識率を

示したものが表８－１から表８―４である。 

表８－１ 効果認識率５０％以上の具体的取組（市立）とその課題認識率 

 

表８－２ 効果認識率５０％未満の具体的取組（市立）とその課題認識率 

 

経費 人材 制度
ノ スクールカウンセラーの配置 100.0% 93.6% 87.2% 89.4% 14.9%
ハ スクールソーシャルワーカーの配置 97.9% 89.1% 83.0% 93.6% 25.5%
ヘ 部活動外部指導者（部活動指導員）等の活用 89.4% 85.7% 91.5% 83.0% 36.2%
モ 看護師の配置 13.0% 83.3% 63.0% 52.2% 28.3%
キ 教職員への一人一台パソコンの配置 34.8% 81.3% 78.3% 6.5% 23.9%
ナ 教員（常勤）の定数増 40.4% 78.9% 83.0% 40.4% 8.5%
コ 学校運営関係書類等の様式の簡素化・統一化 30.4% 78.6% 17.4% 2.2% 39.1%
メ 日本語指導アシスタント職員の配置 30.4% 78.6% 58.7% 54.3% 8.7%
フ 外国人児童生徒・保護者に対する相談員の配置 28.3% 76.9% 63.0% 58.7% 6.5%
ム ICT支援員等の配置 27.7% 76.9% 74.5% 53.2% 21.3%
ホ 学習指導・生徒指導・特別支援教育等の支援ボランティアの活用 80.9% 76.3% 51.1% 76.6% 25.5%
ニ 事務職員（常勤）の定数増 17.4% 75.0% 78.3% 23.9% 17.4%
ネ 学校問題解決支援チーム等の整備 60.9% 75.0% 50.0% 58.7% 32.6%
ス 副校長・主幹教諭等の新しい職の配置・適正な活用 80.9% 71.1% 36.2% 51.1% 29.8%
ヌ 授業支援人材の配置 66.0% 67.7% 74.5% 70.2% 8.5%
ケ 成績処理等の様式など文書の標準化・電子化 38.3% 66.7% 42.6% 8.5% 46.8%
サ 校務支援システムの整備（名簿作成・成績処理・旅費他） 31.9% 66.7% 63.8% 10.6% 44.7%
ヒ キャリアアドバイザーの配置 13.3% 66.7% 48.9% 40.0% 6.7%
ミ 教員の事務補助員の配置 13.3% 66.7% 62.2% 42.2% 11.1%
セ 教員対象の組織マネジメント研修の実施 93.6% 65.9% 38.3% 40.4% 46.8%
マ 学校支援地域本部やコミュニティースクールの設置 87.2% 65.9% 51.1% 74.5% 59.6%
ア 学校事務の共同実施 84.8% 61.5% 26.1% 32.6% 56.5%
ク Webを活用した教材・教具の整備 68.1% 59.4% 57.4% 17.0% 63.8%
ヤ 新たな教育課題に対応する指導主事の配置・増員 23.9% 54.5% 67.4% 56.5% 23.9%
ツ 保護者対応等の研修の充実 61.7% 51.7% 21.3% 25.5% 38.3%
ウ 学校施設保全・警備業務の教委一括管理 17.8% 50.0% 26.7% 13.3% 22.2%
チ 苦情対応事例集・対応マニュアルの整備 46.8% 50.0% 14.9% 6.4% 38.3%
ト 教員のメンタルヘルス対策 93.6% 50.0% 34.0% 36.2% 51.1%

55.2% 43.5% 29.9%

市立対象の具体的取組 実施率 効果認識率
課題認識率

課題認識率の平均値

経費 人材 制度
テ 部活動の指導体制や活動内容の見直し 91.5% 46.5% 46.8% 57.4% 53.2%
ソ 効率的業務遂行やタイムマネジメントに関する教員対象の研修・啓発の実施 48.9% 43.5% 31.9% 25.5% 48.9%
シ 校務分掌の改廃や業務量の平準化 46.8% 40.9% 8.5% 14.9% 44.7%
カ 研究指定事業の在り方検討 68.1% 40.6% 25.5% 10.6% 42.6%
イ 学校業務の外部委託 11.1% 40.0% 46.7% 11.1% 28.9%
タ 事務職員の職務内容の見直し等による事務機能の強化 31.9% 33.3% 14.9% 17.0% 53.2%
エ 教育委員会が行う調査・統計の見直し 85.1% 32.5% 4.3% 2.1% 48.9%
オ 教育委員会が主催する会議の見直し 70.2% 30.3% 4.3% 2.1% 46.8%

22.9% 17.6% 45.9%課題認識率の平均値

市立対象の具体的取組 実施率
課題認識率

効果認識率
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表８－３ 効果認識率５０％以上の具体的取組（県立）とその課題認識率 

 

 

 

表８－４ 効果認識率５０％未満の具体的取組（県立）とその課題認識率 

 

 

 

 

経費 人材 制度
ノ スクールカウンセラーの配置 97.9% 91.3% 93.6% 93.6% 12.8%
ヘ 部活動外部指導者（部活動指導員）等の活用 91.5% 88.4% 93.6% 83.0% 34.0%
モ 看護師の配置 87.2% 87.8% 76.6% 80.9% 21.3%
ヒ キャリアアドバイザーの配置 69.6% 87.5% 67.4% 63.0% 21.7%
キ 教職員への一人一台パソコンの配置 83.0% 87.2% 85.1% 10.6% 36.2%
ハ スクールソーシャルワーカーの配置 83.0% 87.2% 87.2% 89.4% 23.4%
サ 校務支援システムの整備（名簿作成・成績処理・旅費他） 72.3% 79.4% 83.0% 12.8% 53.2%
ム ICT支援員等の配置 40.4% 78.9% 72.3% 55.3% 21.3%
イ 学校業務の外部委託 19.6% 77.8% 45.7% 8.7% 34.8%
ネ 学校問題解決支援チーム等の整備 63.0% 75.9% 50.0% 58.7% 37.0%
ス 副校長・主幹教諭等の新しい職の配置・適正な活用 83.0% 71.8% 29.8% 48.9% 25.5%
ナ 教員（常勤）の定数増 21.3% 70.0% 78.7% 34.0% 10.6%
フ 外国人児童生徒・保護者に対する相談員の配置 21.7% 70.0% 56.5% 58.7% 15.2%
ヌ 授業支援人材の配置 34.0% 68.8% 66.0% 48.9% 17.0%
ケ 成績処理等の様式など文書の標準化・電子化 68.1% 68.8% 55.3% 17.0% 57.4%
メ 日本語指導アシスタント職員の配置 23.9% 63.6% 54.3% 54.3% 21.7%
ホ 学習指導・生徒指導・特別支援教育等の支援ボランティアの活用 54.3% 60.0% 39.1% 63.0% 28.3%
セ 教員対象の組織マネジメント研修の実施 91.5% 58.1% 36.2% 29.8% 42.6%
ア 学校事務の共同実施 14.9% 57.1% 27.7% 17.0% 46.8%
ト 教員のメンタルヘルス対策 97.9% 56.5% 38.3% 48.9% 48.9%
ク Webを活用した教材・教具の整備 68.1% 56.3% 59.6% 31.9% 59.6%
カ 研究指定事業の在り方検討 55.3% 53.8% 29.8% 17.0% 40.4%
コ 学校運営関係書類等の様式の簡素化・統一化 55.3% 53.8% 0.0% 6.4% 17.0%
ウ 学校施設保全・警備業務の教委一括管理 36.2% 52.9% 36.2% 23.4% 27.7%
テ 部活動の指導体制や活動内容の見直し 87.2% 51.2% 53.2% 61.7% 59.6%
タ 事務職員の職務内容の見直し等による事務機能の強化 17.0% 50.0% 19.1% 21.3% 53.2%
ミ 教員の事務補助員の配置 21.3% 50.0% 59.6% 38.3% 21.3%
マ 学校支援地域本部やコミュニティースクールの設置 34.8% 50.0% 37.0% 52.2% 45.7%
ツ 保護者対応等の研修の充実 55.3% 50.0% 17.0% 17.0% 36.2%

53.4% 43.0% 33.5%課題認識率の平均値

県立対象の具体的取組 実施率 効果認識率
課題認識率

経費 人材 制度
チ 苦情対応事例集・対応マニュアルの整備 48.9% 43.5% 17.0% 8.5% 36.2%
シ 校務分掌の改廃や業務量の平準化 57.4% 37.0% 6.4% 23.4% 44.7%
ソ 効率的業務遂行やタイムマネジメントに関する教員対象の研修・啓発の実施 48.9% 34.8% 27.7% 21.3% 38.3%
ニ 事務職員（常勤）の定数増 6.4% 33.3% 70.2% 21.3% 17.0%
ヤ 新たな教育課題に対応する指導主事の配置・増員 21.7% 30.0% 60.9% 43.5% 15.2%
オ 教育委員会が主催する会議の見直し 71.7% 24.2% 4.3% 2.2% 50.0%
エ 教育委員会が行う調査・統計の見直し 89.1% 22.0% 4.3% 2.2% 45.7%

27.3% 17.5% 35.3%

県立対象の具体的取組 実施率 効果認識率
課題認識率

課題認識率の平均値
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○ 市立、県立共通の傾向としては、「スク－ルカウンセラー」「スクールソ

ーシャルワーカー」「部活動外部指導者」「看護師」「ＩＣＴ支援員」の配

置といった人的配置に関わる具体的取組の効果認識率が高く上位を占め

ている。また「教職員への一人一台パソコンの配置」も共通して効果認識

率が高い。 

○ これらの支援策はいずれも費用負担が大きいことが予想され、実際に上

記項目の大部分で「経費」の課題認識率が８０％から９０％となっている。 

○ また、課題認識率別にみると効果認識率５０％以上の具体的取組の方が、

５０％未満のものと比較して「経費」、「人材」の課題認識率が高く、特に

「経費」の課題認識率が高い。 

○ 以上のことから効果認識率と課題認識率にはある程度関連性がみられ、

効果認識率の高い具体的取組ほど「経費」を課題と捉えている県が多いこ

とが分かる。 

 

（２）実施率が低く効果認識率が高い具体的取組 

○ 表９は実施率が５０％未満で効果認識率が５０％以上の具体的取組を

実施率が低い順に並べたものである。これらは実施すれば大きな効果を得

られる可能性が高いものの、実施できずにいる県が多い具体的取組という

ことになる。特に実施率が低かった具体的取組として「看護師の配置（市）」

「教員の事務補助員の配置（市）」「教員のキャリアアドバイザーの配置

（市）」等があり、これらの具体的取組については、より一層検討を進め

る必要がある。また、「経費」課題認識率の平均値が５０％以上となって

おり、全体として課題を「経費」と回答した割合が高い傾向にある。財政

面がネックとなって各都道府県が実施に踏み切れない状況がうかがえる。 
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表９ 実施率が５０％未満かつ効果認識率が５０％以上の具体的取組の課題認識率 

 

○ ここで前項の表８―１、表８－３を振り返ってみると「スクールカウン

セラー」「スクールソーシャルワーカー」「部活動外部指導者」の配置に関

して、市立、県立あわせて６項目の「経費」課題認識率の平均値は８７.

６％とかなり高い数値を示しているが、国の予算化に伴う財政措置が比較

的多くあることから、実施率が高いものと考えられる。表９に挙げられた

具体的取組の実施率を上げることが、教員の多忙化解消に特に効果的であ

ると考えられるため、今後も国の財政支援に向けて、全国都道府県教育長

協議会としての強力な働きかけが必要であると言える。 

 

（３）効果認識率が高く効果期待率が低い具体的取組 

○ 表１０は、効果認識率が５０％以上かつ効果期待率が５０％未満の具体

的取組を効果認識率が高い順に並べたものである。すなわち、ここに挙げ

られている具体的取組は、実際に実施すれば期待以上に大きな効果がある

経費 人材 制度
モ 看護師の配置(市) 13.0% 83.3% 63.0% 52.2% 28.3%
キ 教職員への一人一台パソコンの配置(市) 34.8% 81.3% 78.3% 6.5% 23.9%
ム ICT支援員等の配置（県） 40.4% 78.9% 72.3% 55.3% 21.3%
ナ 教員（常勤）の定数増(市) 40.4% 78.9% 83.0% 40.4% 8.5%
コ 学校運営関係書類等の様式の簡素化・統一化(市) 30.4% 78.6% 17.4% 2.2% 39.1%
メ 日本語指導アシスタント職員の配置(市) 30.4% 78.6% 58.7% 54.3% 8.7%
イ 学校業務の外部委託（県） 19.6% 77.8% 45.7% 8.7% 34.8%
ム ICT支援員等の配置(市) 27.7% 76.9% 74.5% 53.2% 21.3%
フ 外国人児童生徒・保護者に対する相談員の配置(市) 28.3% 76.9% 63.0% 58.7% 6.5%
ニ 事務職員（常勤）の定数増(市) 17.4% 75.0% 78.3% 23.9% 17.4%
ナ 教員（常勤）の定数増（県） 21.3% 70.0% 78.7% 34.0% 10.6%
フ 外国人児童生徒・保護者に対する相談員の配置（県） 21.7% 70.0% 56.5% 58.7% 15.2%
ヌ 授業支援人材の配置（県） 34.0% 68.8% 66.0% 48.9% 17.0%
ヒ キャリアアドバイザーの配置(市) 13.3% 66.7% 48.9% 40.0% 6.7%
ミ 教員の事務補助員の配置(市) 13.3% 66.7% 62.2% 42.2% 11.1%
サ 校務支援システムの整備（名簿作成・成績処理・旅費他）(市) 31.9% 66.7% 63.8% 10.6% 44.7%
ケ 成績処理等の様式など文書の標準化・電子化(市) 38.3% 66.7% 42.6% 8.5% 46.8%
メ 日本語指導アシスタント職員の配置（県） 23.9% 63.6% 54.3% 54.3% 21.7%
ア 学校事務の共同実施（県） 14.9% 57.1% 27.7% 17.0% 46.8%
ヤ 新たな教育課題に対応する指導主事の配置・増員(市) 23.9% 54.5% 67.4% 56.5% 23.9%
ウ 学校施設保全・警備業務の教委一括管理（県） 36.2% 52.9% 36.2% 23.4% 27.7%
タ 事務職員の職務内容の見直し等による事務機能の強化（県） 17.0% 50.0% 19.1% 21.3% 53.2%
ウ 学校施設保全・警備業務の教委一括管理(市) 17.8% 50.0% 26.7% 13.3% 22.2%
ミ 教員の事務補助員の配置（県） 21.3% 50.0% 59.6% 38.3% 21.3%
マ 学校支援地域本部やコミュニティースクールの設置（県） 34.8% 50.0% 37.0% 52.2% 45.7%
チ 苦情対応事例集・対応マニュアルの整備(市) 46.8% 50.0% 14.9% 6.4% 38.3%

53.7% 33.9% 25.5%

県立対象の具体的取組 実施率 効果認識率
課題認識率

課題認識率の平均値
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支援策であり、未実施県が今後の施策を展開する上でのありうる着眼点と

して参考になるものと考える。 

 

表１０ 効果認識率が５０％以上かつ効果期待率が５０％未満の具体的取組 

 

 

認識 期待 経費 人材 制度
ハ スクールソーシャルワーカーの配置（市） 97.9% 89.1% 0.0% 83.0% 93.6% 25.5%
ヘ 部活動外部指導者（部活動指導員）等の活用（県） 91.5% 88.4% 25.0% 93.6% 83.0% 34.0%
モ 看護師の配置（県） 87.2% 87.8% 33.3% 76.6% 80.9% 21.3%
ヒ キャリアアドバイザーの配置（県） 69.6% 87.5% 28.6% 67.4% 63.0% 21.7%
モ 看護師の配置（市） 13.0% 83.3% 27.5% 63.0% 52.2% 28.3%
キ 教職員への一人一台パソコンの配置（市） 34.8% 81.3% 46.7% 78.3% 6.5% 23.9%
ム ICT支援員等の配置（県） 40.4% 78.9% 35.7% 72.3% 55.3% 21.3%
コ 学校運営関係書類等の様式の簡素化・統一化（市） 30.4% 78.6% 21.9% 17.4% 2.2% 39.1%
メ 日本語指導アシスタント職員の配置（市） 30.4% 78.6% 37.5% 58.7% 54.3% 8.7%
イ 学校業務の外部委託（県） 19.6% 77.8% 5.4% 45.7% 8.7% 34.8%
ム ICT支援員等の配置（市） 27.7% 76.9% 38.2% 74.5% 53.2% 21.3%
フ 外国人児童生徒・保護者に対する相談員の配置（市） 28.3% 76.9% 39.4% 63.0% 58.7% 6.5%
ホ 学習指導・生徒指導・特別支援教育等の支援ボランティアの活用（市） 80.9% 76.3% 22.2% 51.1% 76.6% 25.5%
ネ 学校問題解決支援チーム等の整備（県） 63.0% 75.9% 41.2% 50.0% 58.7% 37.0%
ネ 学校問題解決支援チーム等の整備（市） 60.9% 75.0% 33.3% 50.0% 58.7% 32.6%
ス 副校長・主幹教諭等の新しい職の配置・適正な活用（県） 83.0% 71.8% 0.0% 29.8% 48.9% 25.5%
ス 副校長・主幹教諭等の新しい職の配置・適正な活用（市） 80.9% 71.1% 22.2% 36.2% 51.1% 29.8%
フ 外国人児童生徒・保護者に対する相談員の配置（県） 21.7% 70.0% 22.2% 56.5% 58.7% 15.2%
ヌ 授業支援人材の配置（県） 34.0% 68.8% 22.6% 66.0% 48.9% 17.0%
ケ 成績処理等の様式など文書の標準化・電子化（県） 68.1% 68.8% 40.0% 55.3% 17.0% 57.4%
ヌ 授業支援人材の配置（市） 66.0% 67.7% 43.8% 74.5% 70.2% 8.5%
ヒ キャリアアドバイザーの配置（市） 13.3% 66.7% 20.5% 48.9% 40.0% 6.7%
ケ 成績処理等の様式など文書の標準化・電子化（市） 38.3% 66.7% 34.5% 42.6% 8.5% 46.8%
ミ 教員の事務補助員の配置（市） 13.3% 66.7% 35.9% 62.2% 42.2% 11.1%
マ 学校支援地域本部やコミュニティースクールの設置（市） 87.2% 65.9% 0.0% 51.1% 74.5% 59.6%
メ 日本語指導アシスタント職員の配置（県） 23.9% 63.6% 22.9% 54.3% 54.3% 21.7%
ア 学校事務の共同実施（市） 84.8% 61.5% 14.3% 26.1% 32.6% 56.5%
ホ 学習指導・生徒指導・特別支援教育等の支援ボランティアの活用（県） 54.3% 60.0% 14.3% 39.1% 63.0% 28.3%
ク Webを活用した教材・教具の整備（市） 68.1% 59.4% 26.7% 57.4% 17.0% 63.8%
セ 教員対象の組織マネジメント研修の実施（県） 91.5% 58.1% 25.0% 36.2% 29.8% 42.6%
ア 学校事務の共同実施（県） 14.9% 57.1% 2.5% 27.7% 17.0% 46.8%
ク Webを活用した教材・教具の整備（県） 68.1% 56.3% 40.0% 59.6% 31.9% 59.6%
ヤ 新たな教育課題に対応する指導主事の配置・増員（市） 23.9% 54.5% 40.0% 67.4% 56.5% 23.9%
カ 研究指定事業の在り方検討（県） 55.3% 53.8% 9.5% 29.8% 17.0% 40.4%
コ 学校運営関係書類等の様式の簡素化・統一化（県） 55.3% 53.8% 28.6% 0.0% 6.4% 17.0%
ウ 学校施設保全・警備業務の教委一括管理（県） 36.2% 52.9% 0.0% 36.2% 23.4% 27.7%
ツ 保護者対応等の研修の充実（市） 61.7% 51.7% 16.7% 21.3% 25.5% 38.3%
テ 部活動の指導体制や活動内容の見直し（県） 87.2% 51.2% 0.0% 53.2% 61.7% 59.6%
ウ 学校施設保全・警備業務の教委一括管理（市） 17.8% 50.0% 2.7% 26.7% 13.3% 22.2%
チ 苦情対応事例集・対応マニュアルの整備（市） 46.8% 50.0% 12.0% 14.9% 6.4% 38.3%
タ 事務職員の職務内容の見直し等による事務機能の強化（県） 17.0% 50.0% 12.8% 19.1% 21.3% 53.2%
ツ 保護者対応等の研修の充実（県） 55.3% 50.0% 14.3% 17.0% 17.0% 36.2%
マ 学校支援地域本部やコミュニティースクールの設置（県） 34.8% 50.0% 23.3% 37.0% 52.2% 45.7%
ミ 教員の事務補助員の配置（県） 21.3% 50.0% 27.0% 59.6% 38.3% 21.3%
ト 教員のメンタルヘルス対策（市） 93.6% 50.0% 33.3% 34.0% 36.2% 51.1%

具体的取組項目 実施率
効果 課題
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○ 特に効果認識率と効果期待率の乖離が大きかった具体的取組としては

「スクールソーシャルワーカーの配置（市）」（認識８９.１％、期待０.

０％）、「部活動外部指導者等の活用（県）」（認識８８.４％、期待２５.０％）

「学校支援地域本部やコミュニティ・スクールの設置（市）」（認識６５.

９％、期待０.０％）「副校長・主幹教諭等の新しい職の配置・適正な活用

（県）」（認識７１.８％、期待０.０％）「学校業務の外部委託（県）」（認

識７７.８％、期待５.４％）等がある。 

○ これらの具体的取組は、研究を進め、未実施県へ取組状況や成果の情報

提供を行い、成功事例を共有することによって、効果期待率が高まり実施

へ繋がる余地が大きいと考える。 

 

（４）課題認識率が低い具体的取組 

○ 表１１は、課題認識率が「経費」「人材」「制度」の３項目とも５０％未

満の具体的取組を効果認識率が高い順に並べたものである。 

表１１ 課題認識率が３項目とも５０％未満かつ効果認識率が５０％以上の具体的取組 

 

○ これらの具体的取組は、他の具体的取組に比べて実施時の課題が小さい

と考えられ、コストパフォーマンスが高い具体的取組であると考えられる。

研究や積極的情報提供を進めることで、未実施県が今後の施策を展開する

上でのありうる着眼点として参考になるものと考える。 

 

認識 期待 経費 人材 制度
コ 学校運営関係書類等の様式の簡素化・統一化（市） 30.4% 78.6% 21.9% 17.4% 2.2% 39.1%
イ 学校業務の外部委託（県） 19.6% 77.8% 5.4% 45.7% 8.7% 34.8%
ス 副校長・主幹教諭等の新しい職の配置・適正な活用（県） 83.0% 71.8% 0.0% 29.8% 48.9% 25.5%
ヒ キャリアアドバイザーの配置（市） 13.3% 66.7% 20.5% 48.9% 40.0% 6.7%
ケ 成績処理等の様式など文書の標準化・電子化（市） 38.3% 66.7% 34.5% 42.6% 8.5% 46.8%
セ 教員対象の組織マネジメント研修の実施（市） 93.6% 65.9% 100.0% 38.3% 40.4% 46.8%
セ 教員対象の組織マネジメント研修の実施（県） 91.5% 58.1% 25.0% 36.2% 29.8% 42.6%
ア 学校事務の共同実施（県） 14.9% 57.1% 2.5% 27.7% 17.0% 46.8%
ト 教員のメンタルヘルス対策（県） 97.9% 56.5% 100.0% 38.3% 48.9% 48.9%
コ 学校運営関係書類等の様式の簡素化・統一化（県） 55.3% 53.8% 28.6% 0.0% 6.4% 17.0%
カ 研究指定事業の在り方検討（県） 55.3% 53.8% 9.5% 29.8% 17.0% 40.4%
ウ 学校施設保全・警備業務の教委一括管理（県） 36.2% 52.9% 0.0% 36.2% 23.4% 27.7%
ツ 保護者対応等の研修の充実（市） 61.7% 51.7% 16.7% 21.3% 25.5% 38.3%
ウ 学校施設保全・警備業務の教委一括管理（市） 17.8% 50.0% 2.7% 26.7% 13.3% 22.2%
ツ 保護者対応等の研修の充実（県） 55.3% 50.0% 14.3% 17.0% 17.0% 36.2%
チ 苦情対応事例集・対応マニュアルの整備（市） 46.8% 50.0% 12.0% 14.9% 6.4% 38.3%

具体的取組項目 実施率
効果 課題
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３ 都道府県教育委員会の取組の分析のまとめ 

○ 以上、第１項で都道府県教育委員会の取組検討状況について、第２項で都

道府県教育委員会の具体的取組について分析を行った。それぞれの分析で明

らかになったことを以下再掲する。 

 

（１）都道府県教育委員会の取組検討状況 

（１）－１ 検討会議等について 

○ 検討会議等の設置都道府県は年々増加しており、調査時点で３８県が検

討会議等を実施していた。 

○ 検討会議等の対象分野を平成２０年度調査時点から比較すると「学習指

導」を除く「生徒指導」、「部活動指導」、「成績処理」、「保護者対応」、「事

務的業務」のすべての項目で検討した都道府県が増加しており、検討対象

分野の多様化が見られる。 

○ 検討対象分野については、「事務的業務」を検討した県が平成２０年度

から引き続き９０％以上となり、最も多い。また、「部活動指導」、「成績

処理」、「保護者対応」の検討対象分野としての採用率の増加はいずれも２

０ポイントを超えており、これら４つの分野の結果は各都道府県の課題認

識を反映していると考えられる。 

○ これら４分野の課題認識に妥当性があるかを検証するため、文部科学省

が平成２６年１１月に実施した「教職員の業務実態調査」結果を参照した。

当該調査結果において、教職員の従事率及び負担率が５０％以上の業務２

０業務に、部活動に関する２業務（中学校教諭のみの従事率５０％以上負

担感率７０％以上）を加えた２２業務中のうち、１８業務（８１.８％）

が先述した検討会議等の４分野に当てはまっていることから、検討会議等

実施県の課題認識には妥当性が認められる。各都道府県の課題認識は適切

であると言える。 

○ 検討対象分野としての採用率の増加が大きかった「部活動指導」、「成績

処理」、「保護者対応」について、関連する具体的取組の平成２０年度調査

時点からの変化を個別に見たところ、実施率についてはほとんどの具体的

取組が大きく増加していることから検討会議等での検討と関連する具体

- 30 -



的取組の実施率には密接な関係があり、検討会議で検討された分野は具体

的取組へと繋がる可能性がかなり大きいことが分かる。 

○ 同じ３分野について、効果認識率の変化を調べたところ、検討対象分野

ごとにばらつきがあるため、検討会議等の実施が即座に関連する具体的取

組の効果認識の向上に寄与するとは必ずしも言えない。ただ、中には４０

ポイント以上効果認識率が増加している具体的取組もあり、検討会議等で

検討された分野の具体的取組の制度は大きく高まる可能性があると考え

られる。 

 

（１）－２ 指針等について 

○ 指針等の策定都道府県は年々増加しており、調査時点で３３県が指針等

を策定している。 

○ 検討等を策定している３３県にその実施主体をきいたところ、８７.

８％の都道府県が都道府県教育委員会自らを実施主体としており、指針等

に基づき自らが教員の負担軽減について中心的な役割を果たそうとして

いる都道府県が多いことが分かる。 

○ また指針等策定後２年以上経過した県と、それ以外の県との具体的取組

の実施率を比較すると、市立学校対象、県立学校対象のそれぞれの具体的

取組について、策定後２年以上経過した県の方がやや高い実施率を示して

いる。 

○ 指針等で数値等の具体的な目標設定を行っている県は１１県ある。 

 

（１）－３ 教育現場の実態把握について 

○ 平成２０年度調査時点と比較して、県立学校と市立学校それぞれの現職

教員が回答する「勤務実態調査」を教育委員会独自で行っている都道府県

は大きく増加し、市立学校対象で３０県、県立学校対象で３７県となって

いる。 

○ 平成２０年度調査時点と比較して、学校に対する照会・調査等の状況に

係る実態調査を実施している都道府県は県立学校対象で大きく増加し３
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６県となっているものの、市立学校対象ではほとんど変化がみられず９県

である。学校の収受件数調査を実施している都道府県も８県と少ない。 

○ 上記調査は学校の調査・照会業務縮減を目的としたものと考えられるが、

実際に具体的取組として「教育委員会が行う調査・統計の見直し」が効果

的に実施されているか検証すると、平成２０年度調査時点と比較して当該

具体的取組の実施率は大きく向上しているものの、効果認識率は市立学校

対象で３２.５％、県立学校対象で２２.０％と低く、調査・照会に係る学

校の負担軽減が依然として進行しにくい状況にあることが分かる。 

 

（２）都道府県教育委員会の具体的取組について 

○ 表８－１から表８－４にかけて、３６項目の具体的取組の効果認識率と

課題認識率の関係を見ると、効果認識率５０％未満の具体的取組よりも、

効果認識率５０％以上の具体的取組のほうが課題認識率の平均値が高い。

特に効果認識率の高い具体的取組ほど「経費」の課題認識率が高い傾向に

あることが分かる。 

○ 表９において、実施率が５０％未満で効果認識率が５０％以上の取組、

すなわち実施すれば大きな効果が得られる可能性が高いものの多くの県

が実施できずにいる具体的取組をリストアップすると、これらの「経費」

課題認識率の平均値は５０％を超えており、今後も国の財政支援に向けて、

全国都道府県教育長協議会としての強力な働きかけが必要であると考え

る。 

○ 表１０において、効果認識率が５０％以上かつ効果期待率が５０％未満

の取組、すなわち未実施県においては実際に実施すれば期待以上に大きな

効果があると考えられる具体的取組をリストアップすると、これらの具体

的取組については、今後も研究を進め、積極的に情報共有していくことで、

未実施県が今後の施策を展開する上でのありうる着眼点として参考にな

るものと考える。 

○ 表１１において、「経費」「人材」「課題」の３項目すべてについて課題

認識率が５０％未満かつ効果認識率が５０％以上の具体的取組をリスト

アップすると、これらの取組は他の具体的取組に比べてコストパフォーマ
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ンスが高い取組と考えられることから、今後も研究を進め、積極的に情報

共有していくことで、未実施県が今後の施策を展開する上でのありうる着

眼点として参考になるものと考える。 
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※ 「Ⅱ 都道府県教育委員会の取組の分析」では「取組検討状況」と呼応す

る形で「具体的取組」と呼称してきたものを、本章ではアンケートで用いた

言葉に準じて「支援策」と呼称する。 

 

１ 各県より情報提供された具体的な支援策の全体的な状況 

○ 教員の多忙化を解消し、子ども一人一人に向き合える環境づくりに向けた

支援策で、「非常に大きな効果がある」または「大きな効果がある」と回答

された実施中・実施済の具体的な内容について、１７０の事例が情報提供さ

れている。各県から事例提供されているものは、効果があると回答がある中

で実施県自身が特色のある取組としてとらえていると考えられる取組であ

るため、平成２０年度に比べて事例提供数が６２件増加していることは、各

県で、試行錯誤しながら様々な取組が行われていることがうかがえる。 

○ 「学校支援体制の整備（外部人材の活用等）」についてが、最も多く９７

事例、続いて「学校組織・運営体制の改善（内部対応による充実等）」は３

５事例、「事務的業務の軽減・効率化」については１０事例、その他は６事

例である。これは、実施評価の高い支援策が「学校支援体制の整備（外部人

材の活用等）」に多いことと重なる。また、中教審の答申等を受けて、今年

度（平成２８年度）から新たに実施した支援策は、１７事例、検討中の事例

紹介は、３例ある。各県で「実施中・実施済の効果のある事例」の提供数を

平成２０年度の調査と比較すると、「学校支援体制の整備（外部人材の活用

等）」への比重が更に高まり、「学校組織・運営体制の改善（内部対応による

充実）」が「事務的業務の軽減・効率化」よりも重視されてきた傾向が読み

取れる。 

○ 個別の支援策でみるとスクールカウンセラーの配置が１６事例で最も多

く、続いて、教員のメンタルヘルス対策が１４事例、部活動指導員が１３事

例となっている。平成２０年度から変わらずスクールカウンセラーの配置は

 

Ⅲ 都道府県教育委員会の取組の整理 
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効果がある重要な支援策ととらえられていることに加え、教員のメンタルヘ

ルス対策といった教員への心理面での支援が、効果的であると考えられるよ

うになってきている。また、部活動の支援も効果のある支援策として関心が

高まってきていることも注目できる。 

 

 

２ 各項目の状況 

 ○ 各県から情報提供された支援策を、実施率と効果認識率により下図のよう

に４つに分類した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎実施率は低いが、 

効果認識率が高い支援策 

 

実施している県は半数に満たない

が、実施県の半数以上が「非常に大

きな効果がある」又は「大きな効果

がある」と回答した支援策。 

◎実施率が高く、 

効果認識率も高い支援策 

 

半数以上の県が実施しており、実施

県の半数以上が「非常に大きな効果

がある」又は「大きな効果がある」

と回答した支援策。 

 

◎実施率が低く、 

効果認識率も高くない支援策 

 

実施している県は半数に満たず、「非

常に大きな効果がある」又は「大き

な効果がある」との回答も半数に満

たない支援策。 

◎実施率は高いが、 

効果認識率は高くない支援策 

 

半数以上の県が実施しているが、「非

常に大きな効果がある」又は「大き

な効果がある」との回答が半数に満

たない支援策。 

 

効果認識率（高） 

効果認識率（低） 

実
施
率
（
低
） 

実
施
率
（
高
） 
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事務的業務の軽減・効率化     

 ・以下（  ）内：市→市立学校対象の支援策、県→県立学校対象の支援策 

 ・数字は（「非常に大きな効果がある」「大きな効果がある」と回答した県／実

施県、特に３分の１に満たない支援策には☆印） 

・記号＜ア＞～＜ヤ＞は、「付録 都道府県から情報提供された効果のある支

援策一覧表」の記号 

・【  】は事例提供県 

 

（１） 実施率が高く、効果認識率も高い支援策 

 ＜ア＞学校事務の共同実施（市２４／３９）【千葉・新潟・鳥取・山口】 

   ・学校財務（特に保護者からの徴収金）の分野において、学校で必要とす

る経費の複数校での見積書共同徴収、従来の学級担任による現金集金から

金融機関からの口座引き落としへの変更などの実現によって、教員の負担

軽減につながっているという報告がある。 

   ・平成２０年度から実施県が増加し、効果認識率も高まっている。 

＜カ＞研究指定事業等の在り方の検討（県１４／２６）【千葉】 

   ・研究指定校による県内全域への成果の普及で、各学校における取組の改

善に活かすことができるとの報告がある。 

   ・平成２０年度から大きな変化はみられない。 

 ＜キ＞教職員への一人一台のパソコンの配置（県３４／３９）事例提供なし 

   ・平成２０年度は県立学校で半数近くであったこの施策も、現在ではほと

んどの県で配置が進んだので、改めての事例提供はないものと思われる。

平成２０年度から効果認識率は高まっている。 

＜ク＞Ｗｅｂを活用した教材・教具の整備（市１９／３２）（県１８／３２） 

【千葉・鳥取】 

   ・教員が授業や補習、児童の自学・家庭の学習用資料として活用し、効果

を上げているという報告や、ドリルのＷｅｂ上の公開等で学力向上にも役

立っているとの報告がある。 

  ・平成２０年度と比較すると、実施県数や効果認識率に変化はない。 

＜ケ＞成績処理等の様式など文書の標準化・電子化（県２２／３２）【長崎・
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山口】 

 ・小中学校では通知表・指導要録電子化ツールを、高等学校では指導要録

電子化支援ツールを教育センターのＨＰに掲載し、「校務支援ツール活用研

修会」で活用を促進しているという報告がある。 

   ・平成２０年度から、特に県立学校で実施県が倍増している。効果認識率

に変化はない。 

＜コ＞学校運営関係書類等の様式の簡素化・統一化（県１４／２６） 

事例提供なし  

   ・平成２０年度と比較すると、実施県数は変化がないが、効果認識率はや

や高まっている。 

＜サ＞校務支援システムの整備（名簿作成・成績処理・旅費他）（県２７／３

４）【千葉】 

   ・「成績処理システム」を構築し、定期考査管理、調査書、成績証明書、生

徒指導要録出力等が可能となるばかりでなく、生徒の成績等のデータを一

括管理することにより情報漏洩事故を減らす効果もあることが報告され

ている。 

   ・平成２０年度から、実施県は１２県増加している。効果認識率は高さを

維持している。 

 

（２） 実施率は高いが、効果認識率は高くない支援策 

 ＜エ＞教育委員会が行う調査・統計の見直し（市１３／４０）（☆県９／４１）

事例提供なし 

   ・平成２０年度から実施県がさらに増加し、ほとんどの県で実施されてい

るが、見直しも限界に近く「多少の効果がある」と回答する県がほとんど

である。 

＜オ＞教育委員会が主催する会議の見直し（☆市１０／３３）（☆県８／３３）

事例提供なし 

   ・平成２０年度と比較しても、実施県や効果認識率ともほぼ同じである。 

＜カ＞研究指定事業等の在り方の検討（市１３／３２）       【千葉】 

   ・平成２０年度と比較しても、実施県や効果認識率ともほぼ同じである。 
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＜シ＞校務分掌の改廃や業務量の平準化（県１０／２７）   事例提供なし 

   ・平成２０年度と比較すると、実施県は倍近くに増えているが、効果認識

率に変化はない。 

 

（３） 実施率は低いが、効果認識率が高い支援策 

＜ア＞学校事務の共同実施（県４／７） 

 県立学校における事例提供なし 

   ・平成２０年度と比較すると、実施県数は変わらないが、効果認識率が高

い県が０県から４県に増えている。実施県が少ないので、事例提供はない

が評価した４県に確認する価値はあるものと思われる。 

＜イ＞学校業務の外部委託（県７／９） 事例提供なし 

   ・平成２０年度と比較すると、実施県数は１県減って９県となっているが、

効果を認識する県は４県から７県へと増えている。事例提供はないが、今

後、施策として検討する際には、効果を高く認識している県の取組が参考

になると思われる。 

＜ウ＞学校施設保全・整備業務の教委一括管理（市４／８）（県９／１７） 

 事例提供なし 

   ・平成２０年度と比較すると、市立学校では、実施県数は２県増えて８県

となっているが、効果を高く認識する県は１県から４県へと増えている。

事例提供はないが、今後、施策として検討する際には、効果認識率の高い

県の取組が参考になると思われる。県立学校では、平成２０年度から実施

県数や効果認識率に変化はない。 

＜キ＞教職員への一人一台のパソコンの配置（市１３／１６） 事例提供なし 

   ・平成２０年度は（市５／１０）であった。市区町村への支援施策となる

ため実施県数は県立学校に比べて少ないが、効果認識率は高まっている。 

＜ケ＞成績処理等の様式など文書の標準化・電子化（市１２／１８） 

【長崎・山口】 

   ・「指導要録等作成システム」や「職員室ネットワーク支援システム」を作

成し、非常に大きい効果をあげているという報告がある。教職員が手書き

していた時間を削減し、教員間の連絡や児童生徒の出席管理がシステム上
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できるようになったことによる業務改善の報告である。活用のための研修

会も開催している県の報告もある。 

・平成２０年度から、実施している県が徐々に増え、効果認識率も平成２

０年度の高さを維持している。 

＜コ＞学校運営関係書類等の様式の簡素化・統一化（市１１／１４） 

 事例提供なし  

   ・平成２０年度と比較すると、実施県数は変化ないが、効果認識率はかな

り高まっている。 

＜サ＞校務支援システムの整備（名簿作成・成績処理・旅費他）（市１０／１

５）【千葉】  

   ・「成績処理システム」を構築し、定期考査管理、調査書、成績証明書、生

徒指導要録出力等が可能となるばかりでなく、生徒の成績等のデータを一

括管理することにより情報漏洩事故を減らす効果もあることが報告され

ている。 

・平成２０年度と比較すると、市立学校で実施している県は５県増加し、

効果認識率も高まっている。 

 

（４） 実施率が低く、効果認識率も高くない支援策 

＜イ＞学校業務の外部委託（市２／５）事例提供なし 

   ・平成２０年度から４県増えて５県となっている。平成２０年度は評価す

る県が０県であったが、本年度調査では、評価する県が市立学校で２県あ

る。 

 ＜シ＞校務分掌の改廃や業務量の平準化（市９／２２）事例提供なし   

   ・平成２０年度と比較すると、実施県数は倍近くに増えているが、効果認

識率は依然として低い。 

 

学校組織・運営体制の改善（内部対応による充実等）  

（１） 実施率が高く、効果認識率も高い支援策 

＜ス＞副校長・主幹教諭等の新しい職の配置・適正な活用（市２７／３８）（県

２８／３９） 【静岡・長崎・北海道・千葉・香川】 
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   ・副校長・主幹教諭の配置により、学校での複数の問題を同時に、かつ早

期に解決するなど「組織的・機動的な学校運営」に十分効果をあげ、特に

管理職への補佐機能が充実し、校長のマネジメント機能がこれまで以上に

向上しているとの報告がある。 

・平成２０年度には１０県程度であった実施県が３５県前後に増加し、そ

のほとんどの県で実施評価が高い。効果認識率が高いことについて変化は

ない。 

＜セ＞教員対象の組織マネジメント研修の実施（市２９／４４）（県２５／４

３）【千葉・三重】 

   ・管理職だけでなく、学校における中核的な人材に対して学校組織マネジ

メントに関する研修を行い、研修後は、「年間を通してＰＤＣＡサイクル

を意識した実践を行うよう意識するようになった」との研修生の感想を記

載し、その効果を報告する事例提供がある。 

   ・４０前後の県で実施されていることについては、平成２０年度と変わり

はなく、実施評価についても高さを維持していて変化はない。 

＜ツ＞保護者対応等の研修の充実（市１５／２９）（県１３／２６）【千葉】 

   ・初任から１０年経験者研修までの各経験段階研修等において、保護者や

地域との連携の取り方についての研修を行っているとの報告がある。 

   ・平成２０年度と比較すると、実施県は増えているが、効果認識率は高ま

っていない。 

＜テ＞部活動の指導体制や活動内容の見直し（休養日の設定、複数顧問の配置、

部活動指導者ハンドブックの作成等）（県２１／４１） 【埼玉・福岡】 

   ・教育やスポーツの専門家、有識者等で「部活動検討委員会」を立ち上げ、

部活動における課題解決策を検討するとともに、今後の部活動の方向性を

示す「部活動指針」を作成し、非常に大きな効果があると評価する報告が

ある。 

＜ト＞教員のメンタルヘルス対策（市２２／４４）（県２６／４６） 

 【愛媛（２事例）・埼玉・千葉・静岡（４事例）・京都（２事例）福岡（３事

例）山形（２事例）埼玉（２事例）】 

   ・実施評価については、変化がないが、事例提供数が、平成２０年度から
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倍増している。休日の相談事業や管理職に対する研修事業、心の問題によ

り休職した教職員への円滑な職場復帰支援にいたるまで、多様な事例が報

告されている。平成２０年度と比べると、職場復帰に向けた取組事例が増

えている。 

 

（２） 実施率が高いが、効果認識率は高くない支援策  

＜テ＞部活動の指導体制や活動内容の見直し（休養日の設定、複数顧問の配置、

部活動指導者ハンドブックの作成等）（市２０／４３）【岐阜・埼玉・福岡】 

・教育やスポーツの専門家、有識者等で「部活動検討委員会」を立ち上げ、

部活動における課題解決策を検討するとともに、県としての今後の方向性

を示す指針を策定したとの報告がある。 

 

（３） 実施率は低いが、効果認識率が高い支援策            

＜チ＞苦情対応事例集・対応マニュアルの整備（市１１／２２）【埼玉】 

   ・保護者等からの要求・要望の基本的な対応について、要求・要望の対応

事例とともにまとめたものを各県立学校に電子データとして配付し活用

したとの報告がある。 

   ・平成２０年度と比較すると、市立学校では実施県が１０県増えているが、

効果認識率は下がっている。 

＜タ＞事務職員の職務内容の見直し等による事務機能の強化（事務職員が教員

の業務を支援する体制の整備）（県４／８）事例提供なし 

   ・平成２０年度と比較すると、県立学校では実施県数が３県増え、効果認

識率は少し高まっている。 

 ＜ナ＞教員（常勤）の定数増（市１５／１９）（県７／１０） 

【埼玉（２事例）・福岡】 

   ・小学校３年生から中学校３年生までに３５人学級編成を実施し、非常に

大きな効果があるとの報告がある。 

   ・平成２０年度と比較すると、実施県数は変化なく、効果認識率は依然と

して高い。 

 ＜ニ＞事務職員（常勤）の定数増（市６／８） 事例提供なし 
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   ・平成２０年度から実施県は市区町村立で２県の増、都道府県立で２県の

減となっており、市立学校の効果認識率が高い。 

 

（４） 実施率が低く、効果認識率も高くない支援策 

 ＜ソ＞効率的業務遂行やタイムマネジメントに関する教員対象の研修・啓発の

実施（市１０／２３）（県８／２３）  【埼玉（２事例）】 

   ・毎月 1 回の定時退勤日の設定や県立学校の校長を対象としたワーク・ラ

イフ・バランス研修会を実施しているとの報告がある。    

 ＜タ＞事務職員の職務内容の見直し等による事務機能の強化（事務職員が教員

の業務を支援する体制の整備）（市５／１５）  事例提供なし 

   ・平成２０年度と比較すると、実施県数が５県増えたが、効果認識率は低

くなっている。 

 ＜チ＞苦情対応事例集・対応マニュアルの整備（県１０／２３）【埼玉】 

   ・保護者等からの要求・要望の基本的な対応について、要求・要望の対応

事例とともにまとめたものを各県立学校に電子データとして配付し活用

したとの報告がある。 

   ・平成２０年度と比較すると、実施県が倍増しているが、効果認識率は下

がっている。 

 ＜ニ＞事務職員（常勤）の定数増（県１／３）  事例提供なし 

   ・平成２０年度と比較すると、県立学校では実施県は５県から３県に減り、

効果認識率も低い。 

 

学校支援体制の整備（外部人材の活用等）  

（１） 実施率が高く、効果認識率も高い支援策 

 ＜ヌ＞授業支援人材の配置（理科支援員、体育実技支援員）（市２１／３１）  

【千葉・石川（２事例）・鳥取（２事例）・山梨・愛媛・高知】 

・退職教員等多様な地域人材を学習サポーターとして派遣し、児童生徒の

学力向上を図っているとの報告や個別に対応する必要がある児童生徒に少

人数指導やＴＴによる指導を行うための指導員を派遣しているとの報告が

ある。 
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・平成２０年度と比較すると、実施県数は１０県ほど減少し、効果認識率

は減少している。人的配置をするだけでなく、配置後の勤務の状況把握や

活用の状況、研修等により効果が分かれるものと推測される。 

 ＜ネ＞学校問題解決支援チーム等の整備（市２１／２８）（県２２／２９） 【埼

玉・神奈川・岐阜・千葉・岡山・愛媛】 

   ・法的判断が必要な学校だけで解決が困難な事例について、専門家チーム

を派遣するもの。年間の活用数を示して、事例報告している例もある。 

・平成２０年度と比較すると、実施県数は１０県ほど増加し、効果認識率

は高さを維持している。 

＜ノ＞スクールカウンセラーの配置（市４４／４７）（県４２／４６）  

   【大阪・熊本・秋田・新潟・栃木・千葉・岐阜・高知・長崎・長野・神奈

川・静岡・福岡・熊本・岩手・秋田】 

   ・ほとんどの県で実施され、「非常に大きい」との実施評価が多い。不登校

児童生徒の減少や状況の改善、教職員や保護者に対する専門的なアドバイ

ス等活用が進んでいるとの報告が多い。 

・平成２０年度と比較すると、実施県数、効果認識率ともに高く推移して

いる。 

＜ハ＞スクールソーシャルワーカーの配置（市４１／４６）（県３４／３９） 

【大阪・熊本・秋田・新潟・千葉・高知・神奈川・熊本】 

   ・児童生徒を取り巻く環境改善や教職員への指導助言に関係機関と連携し

た対応をすることができ、学校等からのニーズが高いとの報告が多い。 

・平成２０年度と比較すると、市立学校では、ほぼすべてに配置され効果

認識率も高くなっている。県立学校での配置も１１県から３９県と大幅に

増加し、効果認識率も急激に高まっている。 

＜ヒ＞キャリアアドバイザーの配置（県２８／３２） 

  【和歌山・福岡・秋田・熊本・埼玉・神奈川・愛媛・高知・山形】 

   ・事例提供はすべて県立学校のものである。県立学校で効果認識が高い。

配置校と非配置校における、配置前と配置後（２年終了後）の就職内定率

を示し、効果を検証した報告がある。特別支援学校への配置で効果があっ

たとの報告もある。 
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・平成２０年度と比較すると、市立学校では配置がほとんど進んでいない

一方で、県立学校での効果認識率が高まっている。 

＜ヘ＞部活動外部指導者（部活動指導員）等の活用（市３６／４２）（県３８

／４３）【埼玉（２事例）・鳥取・福島・栃木・徳島・愛媛・福岡・埼玉・

神奈川・岐阜・千葉・静岡】 

   ・市立学校、県立学校とも効果が「非常に大きい」事例が多く報告されて

いる。競技力の向上と教員の負担軽減の両面からの報告がほとんどである。 

・平成２０年度と比較すると、市立学校で実施県数が６県増えている他は、

効果認識率にはほとんど変化が見られず高く推移している。 

＜ホ＞学習指導・生徒指導・特別支援教育等の支援ボランティア（放課後を含

む）の活用（地域・学生・教員ＯＢ等）（市２９／３８）（県１５／２５）

【神奈川（２事例）・鳥取・岡山・山口・千葉・福岡・秋田・埼玉・岩手】 

   ・県立高等学校に在籍する発達障害など、障がいのある生徒が、より豊か

な高校生活を送るため、学校生活や学習上の困難に対する支援を行うサポ

ーターを配置するなどの事例報告がある。中途退学者が特に多い高校を対

象に学び直しを行うための学友サポーターを配置したり、一般県民対象に

小中学校や特別支援学校での支援を行えるボランティアバンクを設置し、

要請に応じて派遣したりする報告もある。 

   ・県内小学校に、学級経営支援のための経験豊富な退職教員を非常勤講師

として派遣し、経験年数の少ない教員等に学級経営などのノウハウを伝え、

指導や支援を行うという事例等が報告されている。大学生、大学院生など、

幅広い人材の活用例が報告されている。 

   ・平成２０年度と比較すると、県立で実施県数が１２県増加している他は、

効果認識率について変化はない。 

＜マ＞学校支援地域本部やコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の

設置（市２７／４１）【兵庫・奈良・高知・熊本・山形・滋賀・千葉（３

事例）】 

   ・図書館管理や学校行事の受付、登下校指導に地域人材のボランティアを

活用したり、学校運営協議会を通じて、一定の権限と責任をもって学校運

営に参画したりする報告がある。 
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・平成２０年度と比較すると、実施県数は４県増えているが、効果認識率

は高く変化はない。県立学校での実施が進んでいない。 

＜モ＞看護師の配置（医療ケア、小中高等学校の養護教諭との連携）（県３６

／４１）【栃木・和歌山・島根・愛媛（２事例）・福岡・鹿児島・山形・千

葉・岐阜・岩手】 

   ・県立特別支援学校の医療ケアに係る報告がほとんどである。効果が「非

常に大きい」事例報告が多い。 

 

（２） 実施率は高いが。効果認識率は高くない支援策   

→ 対象支援策なし 

    このカテゴリーの対象支援策がないのは、平成２０年度と同様である。 

 

（３） 実施率は低いが、効果認識率が高い支援策 

＜ヌ＞授業支援人材の配置（理科支援員、体育実技支援員）（県１１／１６）【愛

媛・高知・石川】 

   ・障がいを有する生徒が在学する高等学校に対する人的支援として、非常

勤職員を配置したり、学習支援員を活用して義務教育段階の学力定着や成

績不振生徒の学力向上を図ったりする事例の報告がある。 

・平成２０年度と比較すると、実施県数、効果を認識している数ともに変

化はない。 

 ＜ヒ＞キャリアアドバイザーの配置（市４／６）事例提供なし 

   ・平成２０年度と比較すると、実施県数は３県減っているが、効果認識数

で１県増加している。 

＜フ＞外国人児童生徒・保護者に対する相談員の配置（市１０／１３） 

 【千葉・神奈川】 

   ・相談員による指導は、聞く、話す、読む、書くすべて能力を高めるため

に有効との報告がある。 

・平成２０年度と比較すると、市立学校では実施県数が６県減少している

が、効果認識率は変わらず高くなっている。県立学校では効果認識率が高

まっている。  
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＜マ＞学校支援地域本部やコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の

設置（県８／１６）【千葉（２事例）】 

   ・特別支援学校１校、義務教育学校１校に学校支援地域本部を設置してい

るとの報告がある。県立高校４校にコミュニティ・スクールを配置してい

るという報告がある。 

・平成２０年度と比較すると、実施県数は６県増加しているが、効果認識率

に変化はない。 

＜ミ＞教員の事務補助員の配置（市４／６）（県５／１０）【岡山・愛媛】 

   ・地域人材等を教師業務アシスタントとして学校に配置し、学校現場の教

育体制の充実を図り、学力向上に資するという報告がある。高校では、国

体の業務補助のための非常勤講師の配置の事例報告がある。 

   ・平成２０年度と比較すると、実施県数は市立学校で４県、県立学校で６

県増え、効果認識率も高まっている。 

 ＜ム＞ＩＣＴ支援員の配置（市１０／１３）（県１５／１９）  

   事例提供はなし 

＜メ＞日本語指導アシスタント職員の配置（市１１／１４）（県７／１１） 

  事例提供はなし 

＜モ＞看護師の配置（市５／６）【栃木】 

   ・市区町村立の特別支援学校へ看護師を派遣する事例の報告がある。 

＜ヤ＞新たな教育課題（小学校での英語の教科化とアクティブ・ラーニング等）

に対応する指導主事等の配置・増員（市６／１１）【富山・千葉】 

   ・指導主事ではないが、英語の教科化に向けて英語専科教員の配置を拡充

したり、アクティブ・ラーニングに関する研修を行ったりしているとの報

告がある。 

 

（４） 実施率が低く、効果認識率も高くない支援策 

＜ヤ＞新たな教育課題（小学校での英語の教科化とアクティブ・ラーニング等）

に対応する指導主事の配置増員（県３／１０）   

事例提供はなし 
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３ 取組の整理から見えたもの 

○ 「学校支援体制の整備（外部人材の活用等）」に関しては、実施率にかか

わらず効果認識率の高いものが多い。このことは平成２０年度調査と同様で

あるが、さらにその傾向が強まっている。例えば、「学校問題解決支援チー

ム等の支援」は、効果認識率の高さを維持しつつ実施県数は１０県増加して

いる。また、県立学校でのスクールソーシャルワーカーの配置が進み、効果

認識率が急激に高まっていること、同じく県立学校での支援ボランティアの

活用も効果認識率の高さを維持しつつ実施校が増えている。市立学校でのキ

ャリアアドバイザーの配置、県立学校での学校支援地域本部の設置なども、

実施率は低いが効果認識率が高いカテゴリーに入ってきている。今年度新た

に調査項目に追加した「日本語指導アシスタント職員の配置」「看護師の配

置」「新たな教育課題（小学校での英語の教科化とアクティブ・ラーニング

等）に対応する指導主事の配置・増員」（市）も、まだ実施率は低いが効果

認識率は高くなっている。 

○ 専門性を持った人材が教育活動を支援することで、児童生徒の学習活動や

教育活動が活性化につながり、同時に教員の負担軽減に結びついていること

が、今回の２回の調査で確認できる。後述する「学校組織・支援体制の改善

（内部対応による充実等）」や「事務的業務の軽減・効率化」にも各県で引

き続き取り組まれているが、改善にも限界があり、外部人材の活用等で打開

を見出したいという各県の姿が、推測できる。 

○ 「学校組織・運営体制の改善（内部対応の充実等）」という面では、平成

２０年度調査では、実施率が高く、効果認識率も高い「教員対象の組織マネ

ジメント研修の実施」が重要であると報告されていたが、このことは今回調

査でも同様の結果が得られている。今回の報告にもあるとおり、管理職だけ

でなく学校における中核的な人材等に対して学校組織マネジメント研修を

実施することが、年間を通したＰＤＣＡサイクルを生かした業務改善につな

がると言える。 

○ また、今回の調査で注目に値するのが「副校長・主幹教諭等の新しい職の

配置・適正な活用」である。平成２０年度調査では、効果認識率は高かった

が、実施率はまだ低かった。しかし、平成２０年度調査で１０県程度であっ
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た実施県は４０県近くに増加し、効果認識率でも、高さを維持している。副

校長や主幹教諭の配置により、学校での複数の問題を同時に、かつ早期に解

決するなど「組織的・機動的な学校運営」に十分効果をあげ、校長のマネジ

メント機能がこれまで以上に向上しているとの報告がある。 

○ このように、外部人材の活用を拡大する一方で、学校組織は運営体制など

内部改善の余地もまだあることがこの調査から明らかとなっている。 

○ 「事務的業務の軽減・効率化」では、平成２０年度調査と比較すると、県

立学校での効果認識率が高まっている項目が注目される。「成績処理等の様

式など文書の標準化・電子化」は効果認識率の高さを維持したまま実施率が

倍増し、「学校運営関係書類等の様式の簡素化・統一化」も高まっている。

また、「学校事務の共同実施」や「学校業務の外部委託」については、実施

率はまだ低いが、平成２０年度調査から効果認識率は高まっている。今回事

例提供はないが、実施県の取組が参考になると思われる。 

○ 同じく実施率は低いが、市立学校の「成績処理等の様式など文書の標準

化・電子化」では、指導要録作成システムや職員室ネットワーク支援システ

ムを作成し、非常に大きな効果をあげているという報告がある。教職員が手

書きしていた時間を削減し、教員間の連絡や児童生徒の出席管理がシステム

上でできるようになったことによる業務改善の報告である。また、市立学校

の「学校運営関係書類等の簡素化・統一化」では、実施県は１４県と少ない

が、平成２０年度調査と比較すると、実施県の中で評価する県が倍増してい

る。今回、事例報告はないが、実施してみたところ、高い効果が確認できた

支援策であり、実施する際にはこういった県の状況を確認することが求めら

れる。 

○ このように、各県が効果認識率の高い先進県の取組を参考にして、学校に

おける業務改善の地道な取組を支援することが、このカテゴリーに属する支

援策を教員の多忙化解消に結び付ける鍵と考えることができる。 

○ 今回の調査では、平成２７年７月文部科学省「学校現場における業務改善

のためのガイドライン～子どもと向き合う時間の確保を目指して～」や平成

２７年１２月２１日中央教育審議会答申「チームとしての学校の在り方と今
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後の改善方策について」を受け、今年度から実施した支援策はあるかとの問

いを設けている。他の県の状況を知りたいとの要望に応えたものである。 

○ １２県が今年度から実施している支援策があると回答し、１０県が検討中

と答えている。実施の支援策では１７事例が紹介されている。効果認識も１

事例をのぞき、「効果がある」としている。 

○ 市立学校での「教員の事務補助員の配置」など、実施県が１０県に満たな

いが効果認識率の高い支援策を実施しはじめた報告もあり、各県における今

後の施策立案の参考となるので、一覧を御覧いただき活用いただきたい。未

実施県が今後の施策を展開する上でのありうる着眼点として参考になるも

のと考える。 
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４ 文部科学省通知「学校現場における業務の適正化に向けて」を受けて 

○ ここまで都道府県教育委員会の教員の多忙化解消のための支援策を、実施

率と効果認識率の観点から分類・整理し、付録「都道府県から情報提供され

た効果のある支援策一覧表」としてまとめたところである。今後さらに教員

の多忙化解消を推進するためには、国と教育委員会、学校がそれぞれの立場

から、一体的・総合的に改善に取り組む必要があることから、最後に、文部

科学省が平成２８年６月に発出した通知「学校現場における業務の適正化に

向けて」の内容を踏まえて、今後の都道府県教育委員会の取組の方向性を確

認することとしたい。 

○ 本項では、通知とともに公表されたタスクフォース報告が示す４つの柱に

基づいて、今回アンケートの対象とした都道府県教育委員会の支援策を再整

理し、併せて各県から寄せられた事例を紹介することで本報告の総括とする。 

 

（１）タスクフォース報告について 

○ 文部科学省は、平成２８年４月に「次世代の学校指導体制にふさわしい

教職員の在り方と業務改善のためのタスクフォース」を省内に設けて検討

を行い、平成２８年６月に各都道府県及び政令市教育委員会教育長あてに

「学校現場における業務の適正化に向けて（通知）」を発出するとともに、

タスクフォースの報告を公表した。 

○ 次世代の学校指導体制にふさわしい教職員の在り方と業務改善のため

のタスクフォース報告（以下、タスクフォース報告という）では、平成２

７年１２月の中央教育審議会の３つの答申（※）を具体化した「次世代の

学校・地域」創生プランの実現のために、特に教員の長時間労働の改善を

課題と捉えて検討が行われ、その改善方策が示されている。 

○ 改善方策は国・教育委員会・学校が教員の業務改善の加速に向けた改革

を推進するための改革パッケージとして次の４つの柱で示されている。 

① 教員の担うべき業務に専念できる環境を確保する 

② 教員の部活動における負担を大幅に軽減する 

③ 長時間労働という働き方を見直す 

④ 国、教育委員会の支援体制を強化する 
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○ また、タスクフォース報告では４つの柱それぞれにおける重点的に講ず

べき改善方策及び国、教育委員会、学校それぞれの具体的な改善方策が示

されている。次にこれらの改善方策に沿って、前章までで整理した都道府

県教育委員会の支援策を再分類する。 

 

 

 

 

 

 

 

（２） ４つの改革パッケージと今後の都道府県教育委員会の方向性 

○ タスクフォース報告ではパッケージごとに「改革の基本的な考え方」が

示され、それぞれ焦点化された改善方策の小テーマと「重点的に講ずべき

改善方策」がまとめられている。以下、４つのパッケージごとにタスクフ

ォース報告で示された改善方策を確認しながら、今回アンケートでの関連

する支援策を抽出し、その実施状況について考察した。関連する支援策が

本報告の付録「都道府県から情報提供された効果のある支援策一覧表」に

記載されている場合は、該当ページと提供事例数を付記している。併せて

御覧いただき、各都道府県の今後の取組の参考としていただければ幸いで

ある。 

 

①「教員の担うべき業務に専念できる環境を確保する」パッケージ 

 

 

 

 

 

 

 

〈改革の基本的な考え方〉 

○ 子供たちの未来のために、「次世代の学校」を創生するためには、学校

の指導体制の充実等とあいまって、教員の長時間労働の是正を図ることが

不可欠。 

○ 学校や教員の業務の大胆な見直しを着実に推進し、教員の業務の適正化

を促進すること等を通じ、教員が子供たちと向き合える環境整備を推進。 

※中央教育審議会答申（平成２７年１２月２１日） 

・「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在り方と今後の

推進方策について」 

・「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について」 

・「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」 
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①－１「教員の従来の業務を不断に見直す」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ これらの改善方策に関連するアンケート項目の支援策には以下のもの

がある。 

※（ ）の％は実施率を示す、以下同じ。 

〈コ〉学校運営関係書類等の様式の簡素化・統一化（市３０.４％、県５５.

３％） 

〈シ〉校務分掌の改廃や業務量の平準化（市４６.８％、県５７.４％） 

〈タ〉事務職員の職務内容の見直し等による事務機能の強化（市３１.９％、

県１７.０％） 

〈チ〉苦情対応事例集・対応マニュアルの整備（市４６.８％、県４８.９％） 

  ≫【一覧表 P.5 １事例】 

〈ツ〉保護者対応等の研修の充実（市６１.７％、県５５.３％） 

≫【一覧表 P.5 １事例】 

〈ニ〉事務職員（常勤）の定数増（市１７.４％、県６.４％） 

〈マ〉学校支援地域本部やコミュニティ・スクールの設置（市８７.２％、

県３４.８％） 

≫【一覧表 P.22 ８事例】 

〈重点的に講ずべき改善方策〉 

教員の担うべき業務に専念でき、教員が子供と向き合う時間を確保するた

め、教員が携わってきた従来の業務を不断に見直し、必要な体制を強化 

 目標を明確にした業務見直しに関する実証研究の実施 

 業務改善に実績のある民間企業等のノウハウの積極的な活用 

 学校事務職員の職務内容を見直し法律上明確化するとともに、その配置を

充実 

 教員の事務作業や連絡調整等の業務を補助する｢業務アシスタント｣（仮称）

の検討 

 地域学校協働本部の整備や地域コーディネーターの配置の促進 等 
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○ 「〈コ〉学校運営関係書類等の様式の簡素化・統一化」については市で

低い実施率となっている。各市区町村の実態に即した取組とするためには、

都道府県教育委員会で一律して推進していくことは難しい面もあるが、都

道府県教育委員会が実証研究等で効果を示すことが市区町村の取組を促

すことになる側面もあり、そういった観点では都道府県教育委員会として

の取組も重要であると考える。 

○ 「〈シ〉校務分掌の改廃や業務量の平準化」については、市、県とも約

半数の都道府県で実施されているが、タスクフォース報告で提言された民

間のノウハウの活用の研究等を推進しながら、今後も継続した取組が行わ

れることが期待される。 

○ 〈チ〉〈ツ〉の苦情対応、保護者対応に関する支援策は県、市とも未だ

実施率が５０～６０％程度となっている。子どもと向き合う時間の確保と

いう面だけでなく、教員の心理的負担を軽減する観点からも教育委員会の

支援を継続していきたい項目である。 

○ 「〈タ〉事務職員の職務内容の見直し等による事務機能の強化」及び「〈二〉

事務職員（常勤）の定数増」については、低い実施率となっているが、学

校のマネジメント機能強化のために、今後事務職員の重要性はますます高

まってくると考えられる。職務内容の見直しや機能強化と同時に、事務職

員の定数増も重要な課題となってくると考えられる。 

○ 「〈マ〉学校支援地域本部やコミュニティ・スクールの設置」は、市で

特に高い実施率が示されている。各県から情報提供された支援策の内容を

見ると「ボランティアの支援により教員の業務軽減に繋がった（図書室管

理、学校行事の受付、登下校支援など）」、「学校に対する保護者や地域の

理解が深まる」、「保護者や地域からの苦情が減る」等の効果が出ている。 
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①－２「学校給食費などの学校徴収金会計業務の負担から教員を解放する」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ アンケート項目には、給食費を含む学校徴収金に関する支援策の項目は

設けていないが、ここでも事務機能の強化という点で以下の学校事務職員

に関する支援策が効果的と思われる。 

〈ア〉学校事務の共同実施（市８４.８％、県１４.９％） 

≫【一覧表 P.1 ４事例、P.27 １事例】 

〈タ〉事務職員の職務内容の見直し等による事務機能の強化（市３１.９％、

県１７.０％） 

〈ニ〉事務職員（常勤）の定数増（市１７.４％、県６.４％） 

○ 学校内の徴収・会計等の事務は、今後教員ではなく事務のセクションが

担っていくとしても、タスクフォース報告で示されるように、各地方公共

団体の教育委員会によるガイドラインの検討等の制度面での整備から推

進されるべきであると考える。 

 

 

 

 

 

 

〈重点的に講ずべき改善方策〉 

教員の負担軽減等の観点から、学校給食費等の学校徴収金会計業務を、学

校の教員ではなく、学校を設置する地方自治体が自らの業務として行うた

めの環境整備を推進。 

 地方自治体等による学校給食費会計業務の実証研究の実施 

 学校給食費の会計業務に係るガイドラインの検討 

 学校給食費以外の学校徴収金についても実証研究を実施し、取組を促進 

 学校事務の共同実施を行うための組織を法律上明確化し、事務機能の強化

を促進 等 
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①－３「統合型校務支援システム等を整備し、校務を効率化・高度化する」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ これらの改善方策に関連するアンケート項目の支援策には以下のものが

ある。 

〈キ〉教職員への一人一台のパソコン配置（市３４.８％、県８３.０％） 

〈ケ〉成績処理等の様式など文書の標準化・電子化（市３８.３％、県６８.

１％）                  ≫【一覧表 P.2 ２事例】 

〈サ〉校務支援システムの整備（市３１.９％、県７２.３％） 

≫【一覧表 P.2 １事例、P.30 １事例】 

○ これらの支援策は、他の支援策と比較すると市立学校への取組が進んで

いない状況である。財政的、物的支援は厳しい状況にあったとしても、タ

スクフォース報告に示された、実証研究や導入・運用コスト削減等に関す

る支援、人材や体制の確立に関する支援など、県が市区町村の取組の推進

に寄与する情報や体制づくりの支援を行うことは必要であると考える。 

 

 

 

 

 

〈重点的に講ずべき改善方策〉 

校務の情報化は、業務を効率化し、学校運営の改善を行う上で有効。災害時

の情報基盤の整備の必要性の観点からも、統合型校務支援システム（※）の

整備を促進。（※成績処理、出欠管理等の教務系と、健康診断表、保健室管理等の学籍系、学校事

務系などを統合して機能を有しているシステム） 

 統合型校務支援システムの導入等による効果の実証的研究の実施 

 共同調達・共同運用やクラウド化の推進による導入・運用コスト削減等に関す

る支援 

 システムに精通した人材の配置・体制の確立に関する支援の検討 

 リモートアクセス等についての実証研究の実施、ガイドラインの検討 等 
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②「教員の部活動における負担を大胆に軽減する」パッケージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

②－１「休養日の明確な設定等を通じ、部活動の運営の適正化を推進する」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ これらの改善方策に関連するアンケート項目の支援策には以下のもの

がある。 

〈テ〉部活動の指導体制や活動内容の見直し（市９１.５％、県８７.２％）

≫【一覧表 P.5 ３事例、P.30 ２事例】 

〈改革の基本的な考え方〉 

○ 部活動は、スポーツや文化等に親しむ観点や教育的側面での意義が高い

が、適切な休養を伴わない行き過ぎた活動は、教員、生徒ともに、様々な

無理や弊害を生む。 

○ 教員の勤務負担の軽減、生徒の多様な体験の充実、健全な成長を促す観

点からも、休養日の設定の徹底をはじめ、部活動の大胆な見直しを行い、

適正化を推進。 

〈重点的に講ずべき改善方策〉 

平成９年の調査研究報告書で運動部における休養日等の設定例（※）を示

すも、実態は不十分な状況を踏まえ、各学校において、校長のリーダーシ

ップ及び教育委員会の支援の下で、しっかりと休養日を設ける等の取組を

徹底することが不可欠。（※学期中の休養日について、中学校の運動部活動では週当たり

２日以上、高等学校の運動部では週当たり１日以上、など） 

 毎年度の「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」を活用し、休養日の設

定を徹底 

 運動部活動に関する総合的な実態調査の実施 

 スポーツ医科学の観点や学校生活等への影響を考慮した、練習時間や休養

日の設定に関する調査研究を実施 

 上記調査等の結果を踏まえた総合的なガイドラインの策定 

 日本中学校体育連盟に対する大会運営等の見直しの要請 等 
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○ 教員の担う業務の中でも、部活動に関する業務はタスクフォース報告で

大きく取り上げられることとなった。都道府県教育委員会の取組も市、県

ともに高い実施率を示している。また、実際に情報提供された効果のある

支援策にも、有識者による「部活動検討委員会」を立ち上げ「運動部活動

指針」を策定し、指導体制や活動時間、休養日の設定等の諸課題に対して、

基本的な事項、留意点を整理したという報告や、運動部活動を指導する際

に注意すべき点、運動部活動の休養日や活動時間の計画などの基本的事項

や、競技ごとに専門家の意見を取り入れた練習方法や事故防止に関する注

意点をまとめた「運動部活動資料」を作成して県内公立学校に配布した等

の報告があり、高い効果を上げている。 

○ 今後も、これらの事例を共有し各県の取組を進展させるとともに、特に

休養日の設定等の適正化の推進については、各県で早急に検討を進めてい

くことが必要である。 

 

②－２「部活動指導員の配置など部活動を支える環境整備を推進する」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ これらの改善方策に関連するアンケート項目の支援策には以下のもの 

がある。 

〈ヘ〉部活動外部指導者（部活動指導員）等の活用（市８９.４％、県９１.

５％）       ≫【一覧表 P.18 １３事例、P.28 ２事例】 

〈重点的に講ずべき改善方策〉 

教員の負担の軽減を図りつつ、部活動の指導を充実していくため、地域の

幅広い協力を得ていくことが重要であり、部活動を支える環境整備を推

進。 

 部活動の指導や単独での引率等を行うことができる部活動指導員（仮称）

の配置促進 

 部活動指導員（仮称）の法令上明確化、ガイドラインに研修の実施等の配

慮を明確化 

 地域の指導者を発掘し学校につなぐ地域コーディネーターの配置促進 
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○ 「〈ヘ〉部活動外部指導者（部活動指導員）等の活用」の支援策は実施

率が高く、効果認識率も市、県ともに８５％以上の高い実績をあげている。

情報提供された効果のある支援策も多かった。今後はタスクフォース報告

にあるような、部活動指導員に対する配慮（研修の実施等）や、地域の指

導者を発掘し学校につなぐ地域コーディネーターの配置促進等の環境整

備を推進し、今後も効果的な取組が継続されるよう支援をしていくことが

重要である。 

 

③「長時間労働という働き方を見直す」パッケージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈改革の基本的な考え方〉 

○ ワーク・ライフ・バランスを含むタイムマネジメント等の意識改革を加

速し教職員の働き方を不断に見直すとともに、心身ともに健康を維持でき

る職場づくりを推進。 

○ 教職員が本来の労働時間で退校することを理想の姿として目指し、学校、

教育委員会、国のパッケージの取組（明確な目標設定と、適切なフォロー

アップ・改善支援）により、実効性を確保。 

〈重点的に講ずべき改善方策〉 

「ニッポン一億総活躍プラン」等では、長時間労働を抑制し、働く人々のワ

ーク・ライフ・バランスを実現するため、働き方改革を実行・実現すること

が柱の一つに。学校現場における長時間労働是正にもしっかりと向き合う必

要。 

勤務時間管理の適正化を推進するとともに、校長のリーダーシップとマネジ

メント力の向上、教職員一人一人の意識改革を推進。 

 

 勤務時間管理の適正化の推進 

・勤務実態の適切な把握と時間管理の徹底の働きかけの促進 

・学校閉庁日等のインターバル設定の取組の促進（良好事例の収集・発信等） 

・長時間労働是正のための周知・啓発キャンペーンの実施 
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○ これらの改善方策に関連するアンケート項目の支援策には以下のもの

がある。 

〈セ〉教員対象の組織マネジメント研修の実施（市９３.６％、県９１.５％） 

≫【一覧表 P.4 ２事例、P.27 ２事例】 

〈ソ〉効率的業務遂行やタイムマネジメントに関する教員対象の研修・啓発

の実施（市４８.９％、県４８.９％） 

≫【一覧表 P.4 ２事例、P.27 １事例】 

〈ト〉教員のメンタルヘルス対策（市９３.６％、県９７.９％） 

≫【一覧表 P.6 １７事例、P.28 １事例】 

 

○ 「〈セ〉教員対象の組織マネジメント研修の実施」については市、県と

もに高い実施率を示しており、各都道府県教育委員会の意識の高さがうか

がえる。これに対して、「〈ソ〉効率的業務遂行やタイムマネジメントに関

する教員対象の研修・啓発の実施」は、市、県ともに実施率が５０％未満

となっている。全ての業務や役割を学校内で他者と連携・分担する意識、

チームとして協働していく文化を学校に取り入れるといった意識改革を

行うことは、専門職員の配置や事務機能の強化等の学校組織の改革と平行

して、今後重要であると考える。 

○ これらの支援策に関して、各都道府県から情報提供された効果のある支

援策としては、管理職とともに、目指す学校像実現に向けた改善活動を先

導する中核的な人材（学校改善活動ファシリテーター）を養成する研修を

実施する等の支援策があった。この支援策において研修参加者は各所属の

 国における定期的な勤務実態調査の実施の検討 

 教職員の意識改革と学校マネジメントの推進 

・（独）教員研修センターの管理職等研修の見直し（ワーク・ライフ・バ

ランスを含むタイムマネジメント等を活用した経営戦略等の学習など） 

・校長の勤務環境改善等の取組を人事評価に反映する仕組みの促進 

・勤務環境改善に関する優良表彰制度の創設 

 メンタルヘルス対策の推進 
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管理職とともにアクションプランを作成し、それに基づいた改善活動の実

践を行っている。このように、管理職だけでなく学校の中核的人材や教職

員一人一人のマネジメント力を高める取組が重要となってきており、各県

の実態に応じた人材育成を推進できるよう、これらの先進事例の情報共有

を進めていく必要がある。 

○ 他にも県内全ての学校で定時退勤日を設定し、その日には原則として職

員会議や研修会等を行わず、部活動も休養日とする支援策、校長を対象に

ワーク・ライフ・バランスの研修会を実施する支援策などが情報提供され

ている。 

○ 「〈ト〉教員のメンタルヘルス対策」についても、市、県ともに高い実

施率を示している。教員のメンタルヘルス不調の未然防止のための方策と

して情報提供されたものは、休日に臨床心理士による健康相談を実施する

取組や、臨床心理士が直接各所属を訪問してカウンセリングや職場研修を

実施する巡回相談事業等の相談体制整備の支援策等がある。また、職員自

身がセルフケアについて学ぶメンタルヘルス研修の実施等も有効な支援

策として情報提供されている。メンタルヘルス不調により長期休業してい

る職員の円滑な職場復帰を支援する取組としてリワークアドバイザー（臨

床心理士）を派遣する取組も行われている。 

 

④「国、教育委員会の支援体制を強化する」パッケージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈改革の基本的な考え方〉 

○ 勤務環境改善に係る改革の実効性を上げるため、国の体制を整備すると

ともに、教育委員会がイニシアチブを発揮していくための体制整備を推進。 
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○ これらの改善方策に関連するアンケート項目の支援策には以下のもの

がある。 

〈ネ〉学校問題解決支援チーム等の整備（市６０.９％、県６３.０％） 

≫【一覧表 P.11 ６事例】 

○ タスクフォース報告では、文部科学省内に「学校環境改善対策室」（仮

称）が設置され、省内の体制を整備するとともに「学校業務改善アドバイ

ザー」を地方公共団体等に派遣するとしている。また都道府県教育委員会

においては、学校現場における勤務環境の改善を促進するための連携体制

（例：多忙化解消プロジェクト・チーム）を構築し、市区町村教育委員会

及び学校に対する継続的な支援を推進することが期待されており、多忙化

解消に関わる取組全体を円滑に継続的に実施する体制づくりが求められ

ている。各都道府県教育委員会の実施率は市、県とも６０％程度となって

おり、今後これらの取組を充実させていく必要があると考える。 

 

 

〈重点的に講ずべき改善方策〉 

①～③の改善方策を着実に実施し実効性を上げるため、国・教育委員会にお

ける支援体制を整備・強化。 

 文部科学省内に「学校環境改善対策室」（仮称）を設置し、勤務環境の改善

を促進 

 勤務環境改善の指導・助言等を行う「学校業務改善アドバイザー」を同室に

配置し、自治体等に派遣する仕組みを構築 

 教育委員会における学校の勤務環境の改善を促進するための連携体制の構

築を促進 
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【付録】　都道府県から情報提供された効果のある支援策一覧表
（　　）の数字→（効果が「非常に大きい」「大きい」と回答した県／「実施中・実施済」「廃止」と回答した県）
※マニュアル整備や調査の見直しなど事業終了後も実施効果が続くものは「実施済」
予算の効果の面などから現在は実施していない事業については「廃止」

〇事務的業務の軽減・効率化

＜ア＞ 学校事務の共同実施

（市区町村立24／39）（県立4／7）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２５年４月 事業名
学校事務の共同実施

千葉県 概要

平成２５年度から、各市町村全ての小中学校において共同実施を実施。具体的な内容としては、公金
取り扱いマニュアルを作成したり、文書管理状況を相互に確認し合ったり、教員の事務軽減のために
教科書事務や就学援助事務などをいかに効率化できるかなどを研究している。

教職員課 効果
成果としては、事務の効率化、適正化、適切な教育支援の在り方についての検討・実践が進んできた。

043－223－4041
予算
概要

平成２０年４月 事業名
学校事務の共同実施

新潟県 概要

市町村立学校に勤務する学校事務職員が共同で複数校の事務･業務を効果的･効率的に実施するこ
とにより、学校事務の適正かつ円滑な執行、事務機能の強化及び事務処理体制の確立を図るととも
に、学校経営全般に係る支援を行い、学校教育の充実を目指すことを目的としている。
　 １グループは、３～１３校。全県８０グループ。

義務教育課
効果

・　学校事務職員相互の連携･協力･確認により、的確で迅速な事務執行を行い、事務職員の専門性を高め、事
務機能を強化する。
・　教員が行う事務･業務を分担し、軽減することで、教育に専念できる時間を確保する。

025－280－5602
予算
概要

平成18年 4月 事業名
学校事務の共同実施

鳥取県 概要 全県下で学校事務の共同実施を行っている。

小中学校課 効果
学校財務（特に保護者から徴収金）の分野において、学校で必要とする経費の複数校での見積書共同徴取、従
来の学級担任による現金集金から金融機関からの口座引落しへの変更などの実現によって、教員の負担軽減
につながっている。

0857-26-7510
予算
概要

予算措置なし

平成１３年４月 事業名
事務の共同実施

山口県 概要

全県で実施し、１５に分けた共同実施地区にそれぞれ拠点校を設置している。
　目的のひとつを「学校事務の効率化・平準化・適正化を図るとともに、教員が教育に専念できるよう
な環境を整備するため、学校における事務処理を充実させるための体制づくりを行う。」としている。
　共同実施推進委員会により、全県の成果・課題を共有し、課題解決ための協議等を行い、県全体の
共同実施の推進を図っている。

義務教育課
（経理班）

効果
学校徴収金の口座振替の導入が、教員の負担軽減につながっている。また、教員が担当する会計処理の支援
を行い、適正化を図っている。
　手引き等によるシステムや様式の平準化が、事務処理の効率化及び異動時の負担軽減につながっている。

083－933－4610
予算
概要

　共同実施活動旅費（県費負担）

＜カ＞ 研究指定事業等の在り方の検討

（市区町村立13／32）（県立14／26）

該当校 効果 開始年月／連絡先

指定される研究課に
よって開始年月は

様々
事業名

研究指定事業

千葉県 概要

県の教育課題に即して県教育委員会が研究指定校又は、研究指定市町村を指定し、教育内容、教育
方法等について調査研究を行い、県教育の改善や充実に資する。

教育振興部指導課 効果
研究に取り組んだ職員の指導力が向上し、研究指定された学校や地域の教育活動の改善・充実が図られる。ま
た、研究指定校が取組を公開したり、成果や課題をまとめたりしながら、県内全域へその成果を普及させること
で、各学校においても取組を改善することができ、自校の教育実践に生かすことにつながる。

043-223-4059
予算
概要

年間１校あたり　8万円～20万円
　※指定期間　1～3年

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立

非常に
大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立
県立

大きい

市区町
村立

大きい

市区町
村立

大きい

市区町
村立

大きい
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＜ク＞ Webを活用した教材・教具の整備

（市区町村立19／32）（県立18／32）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２２年４月 事業名
「ちばっ子チャレンジ１００」の活用
「ちばのやる気」学習ガイドの活用

千葉県 概要

○「ちばっ子チャレンジ１００」：全国学力・学習状況調査をもとに、本県児童の正答率の低い問題の類
似問題及び基礎基本となる問題をＷｅｂ配信し、これらの問題に取り組めるようにすることにより、児童
の基礎基本となる内容の確実な習得、及び思考力・判断力・表現力の向上を図る。
○「ちばのやる気」学習ガイド：中学校の生徒にとって授業や自学に役立ち、教師にとって授業のポイ
ントや進め方が分かる「ちばのやる気」学習ガイド等を作成、活用することにより、生徒の学習意欲を
高め、県内中学生の学力向上を図る。

教育振興部指導課 効果

○「ちばっ子チャレンジ１００」は、毎年アクセス数が多く、教員が補習や児童の自学・家庭学習用資料として活用されている。
○「ちばのやる気」学習ガイドは、授業を中心として自学・自習の課題、補習の課題、単元テストとして活用されている。

043-223-405７
予算
概要

○「ちばのやる気」学習ガイドは、Ｗｅｂ配信のシステム運用に係る業務委託費、及び問題の著作権に係る使用
料を予算化している。

平成 ２２年４月 事業名 とりっこドリル（国語、算数、数学）

鳥取県 概要

過去の全国学力・学習状況調査の分析結果も踏まえ、特に本県の児童生徒が苦手とする分野を中心
に問題集（ドリル）を作成し、全小中学校での活用を図る。問題CDを各学校に配布するとともに、Web
上に掲載する。
　平成２２年　とりっこドリル（国語・算数）　小学１年～４年
　平成２３年　とりっこドリル（国語・算数・数学）　小学５年～中学３年
　平成２７年　とりっこドリル活用編（国語・算数・数学）　小学４年～中学３年

小中学校課 効果
平成２７年度全国学力・学習状況調査委において、小学校６年生の国語A、B、算数A、Bと中学校３年生国語A、
Bにおいて鳥取県の平均正答率が全国平均正答率を上回る。

0857-26-7512
予算
概要

平成２２年　とりっこドリル（国語・算数）　小学１年～４年　６，６２８千円
平成２３年　とりっこドリル（国語・算数・数学）　小学５年～中学３年　６，５７５千円
平成２７年　とりっこドリル活用編（国語・算数・数学）　小学４年～中学３年　５，０００千円

＜ケ＞ 成績処理等の様式など文書の標準化・電子化

（市区町村立12／18）（県立22／32）

該当校 効果 開始年月／連絡先
平成２５年４月 事業名 長崎県版「校務支援システム」開発事業

長崎県 概要

　教職員の業務負担をＩＣＴを活用することで軽減し、教職員が「子どもたちと向き合う時間」を確保する
ことを目的とする。次のシステムを県が作成し、市町へ無償で提供。
　○指導要録等作成システム
　○職員室ネットワーク支援システム

義務教育課 効果
○教職員が手書きしていた指導要録や進学に係る調査書等をシステムで作成することができるようになった。
○教員間の連絡や児童生徒の出席管理がシステム上でできるようになった。

095-894-3373
予算
概要

H24　4,286千円

平成２５年１０月 事業名 「業務改善」のための校務支援ツールの充実及び活用促進

山口県 概要

○　やまぐち総合教育支援センターのＨＰに掲載している校務支援ツールを各学校に周知し、活用を
促進するとともに、新たな校務支援ツールの開発に取り組む。
○　やまぐち総合教育支援サイトに掲載しているツール［掲載年・月］
　・　指導要録電子化支援ツール（小学校・中学校）　［H26.8］
　・　アンケート作成・集計支援ツール（ＳＱＳ）　［H26.8］
　・　通知表電子化支援ツール（小学校・中学校）　［H27.4］
　・　指導要録電子化支援ツール（高等学校）　［H27.5］

教職員課 効果
○　平成２７年度は、１２市町で２８回の校務支援ツール活用研修会を開催
○　特に、小学校及び中学校の通知表・指導要録電子化ツールの活用が促進された。

083-933-4555
予算
概要 ○　チーム学校の実現に向けた業務改善等の推進事業　　１，２００千円（平成28年度）

＜サ＞ 校務支援システムの整備（名簿作成・成績処理・旅費他）

（市区町村立10／15）（県立27／34）

該当校 効果 開始年月／連絡先
平成２３年９月 事業名 千葉県教育情報ネットワーク構築運用委託事業

千葉県 概要
県立学校から安全にインターネットに接続するためのネットワークを構築し、運用管理している。この
事業において、「成績処理システム」を構築し、定期考査管理、調査書、成績証明書、生徒指導要録
出力等が可能である。

教育振興部指導課 効果
データセンターにおいて、生徒の成績等のデータを一括管理しており、情報漏えい事故を減らすことができる。通
信制、三部定時制、大規模単位制高等学校を除く全県下の高等学校で同じシステムが使えるので、転勤等が
あっても同じ環境で利用することができる。

043-223-4060
予算
概要

5年間で1,139,000,000円

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立

大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立
県立

大きい

市区町
村立

大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立
県立

大きい

市区町
村立

非常に
大きい
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〇学校組織・運営体制の改善（内部対応による充実等）

＜ス＞ 副校長・主幹教諭等の新しい職の配置・適正な活用

（市区町村立27／38）（県立28／39）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成21年4月 事業名
主幹教諭の配置

静岡県 概要

(1) 現状と課題
　　教育改革による授業時数の増、教育課程経営実務の複雑化、地域外部連携業務や学校評価
  実務の業務量増を受け、教頭職が負担過重な勤務実態にある。
(2) 主幹教諭設置のねらい
　  主に教頭を補佐し、校務の一部を整理すること等により、学校の組織体としての教育機能を
  維持・向上させる。
(3) 事業内容
    主に教頭を補佐し、学校運営体制の充実を図るため、新たな職として主幹教諭を設置する
  とともに、主幹教諭の担当する授業を軽減するための非常勤講師を配置する。

義務教育課 効果

 ①  校長及び教頭の補佐
　　　  管理的、経営的機能をもった指示を行う
　 ②  教務主任の担当する校務の整理
　　　  教育計画の立案（教育課程の編成）・運営や学校評価（教育活動の評価）及び児童生徒の
        評価・評定等を行う
　 ③  その他主任（主事）が担当する校務の一部整理
　　　  関係機関、関係者等との連絡調整等の地域連携業務

054-221-3151
予算
概要

国加配を活用して非常勤講師の財源を生み出すとともに、主幹教諭は特2の給料表を適用している。

平成21年4月 事業名 なし

長崎県 概要

(1) 現状と課題
学校の組織を重層化することで、運営体制や指導体制の充実を図り、校長の強いリーダーシップの
もと、一層組織的、機動的な学校運営が行われるようにすることをねらいとして、大規模校や県教育
委員会が必要と認める学校等に対して、新たな職（副校長・主幹教諭等）を配置している。

義務教育課 効果
複数の問題を同時にかつ、早期に解決するなど「組織的・機動的な学校運営」に十分効果をあげている。
特に、管理職への補佐機能が充実しており、校長のマネジメント機能がこれまで以上に向上している。

095-894-3378
予算
概要

予算なし

副校長 H21.4～
主幹教諭 小中H21.4～､道
立H27.4～

事業名
副校長・主幹教諭の新しい職の配置

北海道 概要

教職員課 効果

　
・副校長・・・副校長が、校務の一部を自らの権限で処理することができることから、校務の迅速化が図られて
いる。
・主幹教諭・・・主幹教諭が潤滑油となることで、管理職と教諭の一層の意思統一が図られている。

011-204-5786
予算
概要

　
・主幹教諭配置校における非常勤講師配置経費（H28）
185,000（千円）

平成２０年４月 事業名
副校長・主幹教諭等の新しい職の配置・適正な活用

千葉県 概要

学校における組織的・機動的な学校運営体制の確立を図るため、平成２０年度から副校長を、平成
２２年度から主幹教諭を配置した。

教職員課 効果

○副校長の配置
・管理職の横の連携がとれ、副校長として学校運営に深く関わることができる。
○主幹教諭の配置
・直面する課題に対して、対応や意思決定が迅速に行うことができるとともに、教諭の負担軽減にもつながっ
ている。

043－223－4041
予算
概要

平成21年4月 事業名
副校長・主幹教諭の配置

香川県 概要
副校長：本県に１校だけある、中・高一貫校の中学校籍に副校長を配置した。
主幹教諭：特別な課題に対応する必要のある学校に配置した。

高校教育課 効果
 副校長：一定の権限を持たせることで、中学校の運営を効率的に行うことができる。
主幹教諭：現在７校に配置しているが、それぞれの課題に中心的に対応しており、効果を上げている。

087－832－3751
予算
概要

副校長：給料表に３級として新たに位置付けた。
主幹教諭：給料表に特２級として新たに位置付けた。

市区町
村立

大きい

市区町
村立

大きい

大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立
県立

大きい

県立 大きい

市区町
村立
県立
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＜セ＞ 教員対象の組織マネジメント研修の実施

（市区町村立29／44）（県立25／43）

該当校 効果 開始年月／連絡先

事業名
学校経営・管理に関する研修

千葉県 概要

管理職や学校運営の中核となる教員を対象として、学校経営・管理に関する研修の中で、学校組織
マネジメントに関する研修を行っている。
（例）新任校長研修　県立学校校長研修会　新任教頭研修会　新任主幹教諭研修　県立学校等新
任教務主任研修　県立学校等企画・運営リーダー養成研修　教務主任等実践的指導力の向上・充
実研修　小・中学校企画・運営リーダー養成研修　組織マネジメント研修

教育振興部指導課 効果
学校組織マネジメントの考え方や進め方、信頼される学校経営の在り方、スクールリーダーとしての役割につ
いて、実践的な研修を実施し、学校運営の中核となる教員の資質・能力の向上を図ることができた。

043-223-4057
予算
概要

平成　２３年　４月 事業名
学校改善活動ファシリテーター養成研修（学校マネジメント推進事業）

三重県 概要

管理職とともに目指す学校像実現に向けた改善活動を先導し、よりよい学校・学級づくりを推進する
中核的な人材（学校改善活動ファシリテーター）を養成することにより、すべての公立学校の自立的
な改善活動を促進する。
＜研修概要＞
・受講者は、県教育委員会主催の集合研修（３回）に参加する。その際、管理職等とともに事前課題
に取り組みながらアクションプランを作成し、改善活動の具体的取組を明確にする。
・受講者は、所属校において管理職とともに、作成したアクションプランに基づいた改善活動を行う。
県教育委員会は、その取組への継続的支援を行うことで、改善活動の活性化を図る。

研修企画・支援課 効果

実施後のフォローアンケートには、「学校経営に関する意識が高まり、自身の校務分掌以外のことについて
も、積極的に意見を述べたり提案したりするようになった。」「年間を通してＰＤＣＡサイクルを回すことを意識し
て取り組んだ。」等の声が寄せられている。修了者は、学校の中核的な人材として、目指す学校像実現に向
け、よりよい学校・学級づくりを推進する姿がみられる。

059－226－3428
予算
概要

・旅費（市町教育委員会、学校訪問支援等）・・・９３，０００円

＜ソ＞ 効率的業務遂行やタイムマネジメントに関する教員対象の研修・啓発の実施

（市区町村立10／23）（県立8／23）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２７年４月 事業名
「ふれあいデー」の実施

埼玉県 概要

平成２７年４月から県内全ての公立学校で、毎月の給与支給日に定時退勤を奨励する「ふれあい
デー」に取り組んでいる。「ふれあいデー」当日は、計画的な職員会議や研修会等を原則として行わ
ず、部活動も原則として休養日とするなど、定時退勤しやすい環境を整えている。

県立学校人事課 効果
「ふれあいデー」を通じて、教員一人一人がこれまでの働き方を見直し、仕事に対する意識改革を図ること
で、教員が子供と向き合う時間の確保が期待できる。

048－830－6735
予算
概要

特になし

平成２７年５月 事業名
校長対象のワーク・ライフ・バランス研修会の実施

埼玉県 概要

県立学校（県立高校、県立特別支援学校）の校長を対象にワーク・ライフ・バランス研修会を実施。
　・平成２７年５月　「学校経営とワーク・ライフ・バランス」
　　（講師：小室淑恵氏　（株）ワーク・ライフ・バランス代表取締役社長）
　・平成２８年６月　「学校におけるワーク・ライフ・バランスの推進～校長のリーダーシップ～」
　　（講師：佐々木常夫氏　（株）佐々木常夫マネージメント・リサーチ代表）

県立学校人事課 効果

学校におけるワーク・ライフ・バランスの推進のためには、トップである校長の意識改革が必要である。ワー
ク・ライフ・バランスの第一人者である講師を招き講演会を実施することにより、これまでの働き方を見直し、
業務の効率化やタイムマネジメントに対する意識啓発の契機とすることができた。学校においても校長のリー
ダーシップのもと、業務改善に係る様々な実践例が確認できた。

048－830－6735
予算
概要

・平成２７年度　８６４千円
・平成２８年度　３７８千円

事業名／概要／効果／予算概要

　
県立

大きい

　
県立

大きい

事業名／概要／効果／予算概要

　市区
町村立
県立

非常に
大きい

　市区
町村立
県立

大きい
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＜チ＞ 苦情対応事例集・対応マニュアルの整備

（市区町村立11／22）（県立10／23）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２０年３月 事業名
保護者等からの要求・要望の基本的な対応について（県立学校編）

埼玉県 概要

保護者等からの要求・要望の基本的な対応について、要求・要望の対応事例とともにまとめたものを
各県立学校に配布した。（電子配布）

県立学校人事課 効果
各学校で、基本的なマニュアルとして周知されている。

048-830-6726
予算
概要

特になし

＜ツ＞ 保護者対応等の研修の充実

（市区町村立15／29）（県立13／26）

該当校 効果 開始年月／連絡先

内容
前期層教職員への研修

千葉県 概要
初任者から１０年経験者教職員を対象に、各経験者研修等において、保護者や地域社会との連携
の取り方について研修を行っている。

教育振興部指導課 効果
保護者との信頼関係づくりなど、実践的な研修を実施し、教員としての資質能力の向上を図ることができた
が、多岐多様にわたる保護者の要望や関係づくりに対し、どこまで細かく行うことができるかが課題となって
いる。

043-223-4057
予算
概要

＜テ＞ 部活動の指導体制や活動内容の見直し（休養日の設定、複数顧問の配置、部活動指導者ハンドブックの作成等）

（市区町村立20／43）（県立21／41）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２７年４月 内容
学校体育指導事業

岐阜県 概要

教育やスポーツの専門家、有識者等で「部活動検討委員会」を立ち上げ、部活動における課題解決
策を検討するとともに、岐阜県として今後の部活動の方向性を示す「岐阜県中学校運動部活動指
針」を策定した。

体育保健課 効果

岐阜県中学校運動部活動指針の中で「指導体制」や「活動時間」、「休養日の設定」等諸課題に対して、健全
な運動部活動を推進していくための基本的な事項、留意点を整理した。本指針を踏まえて、市町村や学校
が、それぞれの特色を生かした適切で効果的な運営・指導を行うことを推進している。

058－272－8768
予算
概要

平成２７年度　　１，９９９千円

平成２７年３月 内容
運動部活動指導資料（改訂版）の作成・配布

埼玉県 概要

各学校において運動部活動が適正に行われるとともに、運営方法や指導方法の向上、運動部活動
の充実・発展のため、資料を作成し、県内公立学校へ配布している。
　資料の作成に当たっては、中体連・高体連、高野連をはじめとする関係各所との情報交換を行い、
平成２７年３月に改訂版として作成した。

保健体育課 効果

運動部活動を指導する際に注意すべき点、運動部活動の休養日や活動時間の計画などの基本的事項をＱＡ
方式で、また、専門家の意見を取り入れた練習方法や事故防止に関する注意点などを各競技ごとにまとめて
おり、競技経験のない指導者から競技経験のある指導者まで活用することができる。

048-830-6947
予算
概要

印刷製本費　２８３，５００円

平成２６年６月 内容
運動部活動指導の工夫･改善支援事業（習熟度別研修）

福岡県 概要

多様化する生徒のニーズに応える運動部活動の充実を図るために、スポーツ医・科学に立脚した指
導方法や生徒理解に基づく指導方法（コーチング技術やコミュニケーションスキル等）等を習得させ
るための研修会を開催し、運動部活動顧問の指導力を向上する。

体育スポーツ健康
課

効果

指導歴が浅いもしくは競技歴のない運動部活動顧問及び外部指導者を対象に、スポーツ医・科学の研究成
果や指導方法（コーチング理論やコミュニケーションスキル）、トレーニングの仕方等の内容を盛り込んだ研修
会を開催することで、指導力が向上し、運動部活動の適正な運営及び生徒の体力向上や健康の保持増進に
つながる。

092－643－3921
予算
概要

諸謝金、旅費、会場借上料

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立
県立

大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立
県立

大きい

市区町
村立
県立

大きい

事業名／概要／効果／予算概要

　県立 大きい

市区町
村立

非常に
大きい
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＜ト＞ 教員のメンタルヘルス対策

（市区町村立22／44）（県立26／46）

該当校 効果 開始年月／連絡先
　平成２６年５月 内容 メンタルヘルス休日相談事業

愛媛県 概要
職員及びその家族が相談しやすい環境づくりの一環として、休日に臨床心理士による健康相談を県
下３地域において、３回ずつ実施する体制を整えている。

教職員厚生室 効果
平日に相談室を利用できない方や遠隔地の方に対して、相談しやすい環境づくりに努めることで、健康増進
につながった。

089-912-2916
予算
概要

平成28年度　369千円

　平成２２年２月 内容 復職復帰支援システムの運用

愛媛県 概要

精神疾患により休職した教職員に対し、産業保健スタッフ（精神科産業医、保健師等）による休職中
から復職後までの継続した相談支援の実施や、復職準備期におけるリハビリ出勤、復職後の勤務
負担軽減のための復職サポート職員の派遣等の復職支援及び再発防止対策を行っている。

教職員厚生室 効果
平成27年度は、精神疾患による休職者46名中25名が復職を果たし、そのうち11名がリハビリ出勤を実施し
た。

089-912-2916
予算
概要

平成28年度　1,697千円

　平成２６年７月 内容
メンタルヘルス一次予防対策：こころの健康はコミュニケーションから

埼玉県 概要

「コミュニケーションが良好な職場はメンタル不調になりにくい」という産業保健の視点から、日頃のコ
ミュニケーションに着目した「言葉の持つ力」を理解して、働きやすい職場づくりを一人一人が意識で
きる職場環境とするため、ロールプレイの手法を用いた統一的なメンタルヘルス研修を展開した。

統一的とは、校長会、教頭会、事務長会等の管理職が対象の研修会、各職種、学校種の初任者研
修会、各職場単位での研修会等でメンタルヘルスに関する研修を行う時には、この手法を用いた。
立場を超えて、全員が同じ研修を受けることで、「コミュニケーションのあり方を意識したメンタルヘル
ス対策を推進する」という展開が図れた。

福利課 効果

「言葉の持つ力」を実感できたことで、「タイミングよく、具体的に指示したり、良いところは言葉にして伝える
（褒める）ように意識できるようになった」、「職員室では『ありがとう』の言葉が飛び交うようになり和やかに
なった」、「『分からないことは相談して良い』と実感できるようになったので、周囲に積極的に相談しようと思
う」、「良い言葉を使ったコミュニケーションは、聞いている方も安心するし、やる気が出るとわかった」など、そ
の効果を実感し、職場内に自然と取り入れられるようになった。

０４８（８３０）６９７１
予算
概要

メンタルヘルスリーフレット印刷費　　２１６千円

　少なくとも平成１３
年

内容
教職員メンタルヘルス研修会

千葉県 概要
・県内の新任管理職を対象としている。
・教職員のメンタルヘルスの現状に関する行政説明と精神科医による講義

学校安全保健課 効果 ・精神科医による講義の評判は大変良い

043-223-4092
予算
概要

・報償費45000円
・使用料賃貸料67500円

平成 14 年4月 内容 精神的な疾患にある職員の職場復帰訓練

静岡県 概要

（対象者）原則として、休職者及び90日以上の特別休暇取得者
（訓練場所）訓練対象職員が休暇取得時または休職開始時に勤務していた職場
（訓練期間）原則として、181日未満は2週間、181日以上は4週間
（訓練内容）
4週間の訓練期間については別に定めた「職種段階別職場復帰訓練内容」による。ただし教育職員
以外はこれに準じて行う。
2週間の訓練期間については第1週は1日4時間程度で簡易な業務、第2週は4時間程度からほぼ1日
で実践的な業務を行う。

福利課 効果 精神的な疾患により特別休暇を取得している職員または、休職している職員の職務復帰（復職）に対する不
安の解消及び職場復帰後の再発防止。

054-221-3181
予算
概要

職場復帰訓練障害等保険料　　106，000円

平成17年８月 内容 精神疾患による長期特別休暇取得者等支援事業

静岡県 概要

福利課保健師が長期休暇等取得者が所属する所属長、主治医及び人事主管課と連携し特別休暇
取得者等の職場復帰に向けた支援を行う。
(対象者） ・90日以上の特別休暇を取得または休職している職員
　　　　　  ・上記以外で所属長が特に必要と認めた職員
（実施時期）・特別休暇等取得後相談
　　　　　　　 ・職場復帰訓練前相談
　　　　　　　 ・職場復帰後相談

福利課 効果 特別休暇取得者等の円滑な職務復帰。
再発防止

054-221-3181
予算
概要

保健師旅費　300,000円

平成１９年８月 内容
メンタルヘルス相談医

静岡県 概要

(1) 福利課及び人事主管課の求めに応じて、特別休暇取得者等の職務復帰、復職及び再発等の
  困難な事例について、主治医とは別に精神科医としての指導助言を行う。
(2) 福利課及び人事主管課の依頼により、所属長、特別休暇取得者等及び家族の相談に対応
  する。
(3) 福利課及び人事主管課の依頼により、メンタルヘルスに関する制度改正等について、指導助言
  を行う。
(4) その他福利課及び人事主管課と連携し、教職員のメンタルヘルス対策に関する支援を行う。

福利課 効果
職務復帰、復職及び再発等の困難な事例や初期対応等について、高度に専門的な指導助言を行うことによ
る所属長の心理的な負担減。

054-221-3181
予算
概要

報償費　　　　　122,100円
旅費　　　　　　 　63,580円

大きい

市区町
村立
県立

大きい

市区町
村立
県立

市区町
村立
県立

大きい

非常に
大きい

市区町
村立
県立

非常に
大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立
県立

大きい

市区町
村立
県立

市区町
村立
県立

大きい
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内容
各年代に対応したメンタルヘルス研修及び
管理監督者に対するメンタルヘルス研修

静岡県 概要

（教員）初任者研修、10年経験者研修時のメンタルヘルス研修、若手教職員メンタルヘルス・ライフプ
ラン研修（採用3年経過者対象）
（行政）新規採用職員、経験5年（28年度からは3年）職員、新規主査・事務主査研修時のメンタルヘ
ルス研修、若手教職員メンタルヘルス・ライフプラン研修（採用3年経過者対象）
（管理職）新任校長研修時のメンタルヘルス研修、新任管理者メンタルヘルス研修

福利課 効果
セルフケア及びラインケアについて学ぶことで精神疾患の予防と早期発見に繋がる。

054-221-3181
予算
概要

講師報酬　　　　　　198,000円
会場借り上げ料　　　76,100円
旅費　　　　　　　　　　13,200円

平成２０年７月 内容 ならし勤務

京都府 概要
・心の健康問題により休職中の教職員の円滑な職場復帰を図るため、当該教職員が、所属する学
校において、出退勤時刻、職場での滞在時間、内容等を段階的に調整しながら職場復帰に向けた
作業等に治療の一環として取り組む制度。（各所属校で１～３箇月程度実施）

教職員課 効果 実施した者のほとんどが円滑な復職をしている。

075(414)5802
予算
概要

・他制度（リハビリ勤務制度等）も含めて約３００万円。

平成１５年４月 内容
リハビリ勤務制度
（休職復帰軽減制度）

京都府 概要
・病気休職から復職した教職員の職務復帰支援のため、復職した日から次の学年始休業日、夏季
休業日、冬季休業日または学年末休業日までの間、１週間につき10時間の範囲内で非常勤講師ま
たは非常勤職員を措置する制度。（最大４箇月）

教職員課 効果 ・教職員がよりスムーズな形で職場復帰が図れる

075(414)5802
予算
概要

平成６年 内容
メンタルヘルス相談事業

福岡県 概要

下記の３つの相談窓口を設け、電話または面談により教職員の相談に応じている。
１　こころの健康相談（実施場所：九州中央病院、九州労災病院）
　　心の悩み全般の問題に精神科医が相談に応じる。
２　教職員カウンセリング室（実施場所、各教育事務所、教育センター）
　　教科指導や生徒指導等の問題に教職経験者が応じる。
３　教職員カウンセリングサービス（実施場所：福岡県教職員互助会）
　　土・日曜日に臨床心理士及び教職経験者がメンタルヘルス全般に関する相談に応じる

総務課
（福利・法人班）

効果
教職員の心の悩みを軽減・解消することでメンタルヘルスの向上を図り、精神疾患等を未然に防止する。

092－643－3860
予算
概要

１　こころの健康相談：１，０５６千円
２　教職員カウンセリング室：１３千円
３　教職員カウンセリングサービス：５，５００千円（教職員互助会への委託料）

平成１５年 内容
教員の心の健康推進事業

福岡県 概要
採用後１０年を経過した中堅教員及び管理職を対象に、事故のストレスをコントロールする能力や、
管理職が部下のストレスを把握し、適切に対応する能力を身につけることを目的とした「ストレスマネ
ジメント研修」を実施。

総務課
（福利・法人班）

効果
自己のストレスをコントロールする能力や職場におけるストレス問題に初期段階で適切に対応する能力を習
得させることにより、教職員のメンタルヘルスの向上を図り、精神疾患等を未然に予防する。

092-643－3860
予算
概要

５，０７２千円（民間業者への委託料）

平成２４年６月 内容
教職員復職支援プログラム事業

山形県 概要

精神疾患により長期休業している教職員の職場復帰に際し、職場復帰訓練及び復帰後のサポート
を行うことにより、復帰に対する不安を軽減し、円滑な職場復帰と復帰後の再発防止を図る。
　<実施内容>
　　①職場復帰訓練
　　②職場復帰後のサポート
　　③リワークアドバイザー（臨床心理士）の派遣（必要に応じて）

教育庁福利課 効果
・職場復帰訓練を行うことで、円滑な職場復帰と復帰後の再発防止が図られる。
  ・臨床心理士が関わることで、より効果的な職場復帰訓練計画で実施することができるとともに、管理職や
職員本人のサポートができる。

023－630－2882
予算
概要

平成28年度予算額
　　リワークアドバイザー派遣：2,025千円（県・公立学校共済組合）
　　訓練中事故対策費用（傷害保険料）：164千円（県）

平成１６年４月 内容
メンタルヘルス健康相談

山形県 概要
県内５ヵ所の医療機関等に相談窓口を設置し、精神科医と直接面談方式による健康相談を実施す
る。
　　対象者 組合員と 家族 職場

教育庁福利課 効果
・必要時、専門医に相談できること。
　・職場の上司も利用できるので、メンタルヘルス不調者への対応等の相談ができること。

023－630－2882
予算
概要

平成28年度予算額　100千円（県・公立学校共済組合）

市区町
村立
県立

大きい

市区町
村立
県立

大きい

市区町
村立
県立

大きい

市区町
村立
県立

大きい

市区町
村立
県立

大きい

市区町
村立
県立

大きい

市区町
村立
県立

大きい

- 7 -



　平成２０年１２月 内容
保健師による健康相談

埼玉県 概要

福利課の常勤保健師（２名）が、健康相談を実施している。
対象は、教職員本人、その家族、教職員を支援する管理職等である。
相談方法は、課内の相談室で受ける健康相談、電話相談のほか、必要時は学校等職場に出向いて
の健康相談を行っている。

福利課 効果

管理職が気軽に利用できる相談先として、「気になる職員がいる」という早い段階で相談する事例が増えてお
り、休職に至らず病休のみ、あるいは、治療を受けながら職務軽減措置だけで勤務継続が可能になっている
事例も複数存在する。また、繰り返し不調になる職員へは継続した健康相談を行うことにより、職員本人はセ
ルフケアの向上が図れ、職場全体でも負担感が軽減している事例も複数存在する。

048-830-6971
予算
概要

特になし

平成２２年１１月 内容
職場復帰支援研修

埼玉県 概要

対象者：職場復帰を予定している職員がいる管理職
方　法：精神科医をスーパーバイザーとした事例検討方式
　　　　　管理職は最大でも６人、１事例３０分程度、職場での課題や支援方法の検討などグループ
　　　　での事例検討を行う。

福利課 効果

管理職は主治医とは別の精神科医からの助言を得られることで、職場での具体的な支援の在り方を更に検
討できる。他の職場での支援事例を聴くことで、応用できる工夫を持ち帰ることができる（個人情報はクロー
ズ）。研修で意見交換した職員とは横のつながりができ、その後も相談できる関係が継続される。保健師と意
見交換ができ、随時保健師と管理職が相談できる関係が構築できる。これらにより、管理職は職場での効果
的な支援が展開でき、円滑な復職や療養支援につながっている。

048-830-6971
予算
概要

報償費（精神科医）　１５０千円（25,000円／回（税込）　年6回）し

平成２７年 内容
メンタルヘルス巡回相談事業

福岡県 概要
臨床心理士が各所属を訪問し、メンタルヘルスについてのカウンセリングや職員研修会における講
義等を行う。

総務課
（福利・法人班）

効果
教職員の抱える様々な心の健康問題に対し、相談員が積極的に所属に出向き、より気軽に相談できる体制
を整備することで、メンタルヘルス不調者に対する早期対応を実施する。

092－643－3860
予算
概要

３，６３７千円（相談員謝金・旅費等）

＜ナ＞ 教員（常勤）の定数増

（市区町村立15／19）（県立7／10）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成 15年  4月 内容
小・中学校少人数学級編制（小学校第1・2学年）

島根県 概要

小学校第１学年及び第2学年の1学級の児童数が、31人以上の学級について、30人学級編制と島根
スクールサポート事業（非常勤講師の配置）のいずれかを実施。
■３０人学級編制
①対象学年　小学校第１学年、第２学年
②対象校
【第1学年】1学級の児童数を上限35人で学級編制した場合、対象学年の1学級あたりの児童数が30
人を超える学校
【第2学年】1学級の児童数を上限40人で学級編制した場合、対象学年の1学級あたりの児童数が30
人を超える学校
③内容　対象学校に、30人学級編制を実施した際の増加学級数と同数の定数加配を行う。

学校企画課 効果

○一人一人に目が行き届いたきめ細かな指導がなされ、児童が落ち着いて生活することができる。
○１年生では、特に入学時の不安定な時期に、安心感を持って安定した学校生活の支援になっている。
○２年生では、生活面に加え学習面でのきめ細かな支援が、落ち着きや集中した学習態度の醸成につなが
り、基礎基本の定着に寄与している。
○事務量が減り、担任自身が多くの時間児童への指導にあたることができる。

0852-22-6164
予算
概要

　平成28年度　　　　職員給与費　　292,531千円

平成26年　4月 内容
小・中学校少人数学級編制（小学校第３学年以上）

島根県 概要

小学校第３学年から中学校第３学年までの多人数学級に対して、３５人学級編制を実施。
■35人学級編制
①対象学年　 小学校第3学年から中学校第３学年まで
②対象校　 1学級の児童生徒数を上限40人で学級編制した場合、対象学年の1学級あたりの児童
生徒数が35人を超える学校
③内容 対象学校に、35人学級編制を実施した際の増加学級数と同数の定数加配を行う。

学校企画課 効果

○学級で生じた諸問題について、その都度早急に対処でき、望ましい人間関係づくりや学級の落ち着きに繋
がっている。
○学習面で個に応じた支援が行え、基礎基本の習得や学習意欲の向上が図られている。
○保護者と対応する時間を多く設けることができ、信頼関係を構築することができた。

0852-22-6164
予算
概要

　平成28年度　　　　職員給与費　　575,576千円

　県立 大きい

　県立 大きい

　県立 大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立

非常に
大きい

市区町
村立

非常に
大きい
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平成  14年  4月 内容
信州少人数教育推進事業

長野県 概要

児童生徒一人一人に応じたきめ細かい支援・指導を行い、学習習慣の確立と基礎学力の定着を図
るため、30人規模学級編成や少人数学習集団編成等に必要な教員を配置
・30人規模学級編成（学級平均児童生徒数が35人を超える学年に教員を配置）
・学習習慣形成支援（小学校1・2年の30人を超える学年の学級数に応じ教員を配置）
・少人数学習集団編成（算数、数学、英語で30人以下の学習集団が編成できるよう教員を配置）
・不登校児童生徒支援（不登校支援等の課題対応に必要な教員を配置）

義務教育課 効果

○中学校30人規模学級導入校においては、前年度と比較して、全学年で欠席者数が減少している。
○学習習慣形成支援においては、小学校低学年で、学習・生活の基本の定着に効果が見られている。
○不登校等児童生徒支援においては、不登校児童生徒在籍率が低下している。

026-235-7426
予算
概要

○4,554,300千円

内容
特別支援教育課

静岡県 概要 標準法どおりの教職員配置に向けた財政当局との協議
特別支援教育課 効果 障害が重度化、重複化している特別支援学校児童生徒への対応がきめ細かくできる。

054-221-3150
予算
概要

県立 大きい

市区町
村立

大きい
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〇学校支援体制の整備（外部人材の活用等）

＜ヌ＞ 授業支援人材の配置（理科支援員、体育実技支援員等）

（市区町村立21／31）（県立11／16）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２５年９月 事業名
千葉県学習サポーター派遣事業

千葉県 概要

市町村立の小学校・中学校（千葉市立を除く）に、学校教育活動の一環として行われる放課後等にお
ける児童・生徒への学習支援、家庭学習の充実に向けた支援等を行う退職教員など多様な地域人材
を学習サポーターとして派遣し、児童・生徒の学力向上を図る。
○授業中における児童・生徒への学習支援
○放課後等における児童・生徒への学習支援
○家庭学習の充実・習慣化づくりに係る業務

教育振興部指導課 効果
平成２８年度は全市町村１８０校に学習サポーターを配置している。（昨年度１６５校）
　 配置校からは、「放課後に計画的な学習支援体制が確立できた」｢授業中きめ細かな対応ができ、児童生徒
の学習意欲を保てた」など、学習サポーターに対する良好な評価が報告されている。

043-223-4057
予算
概要

総額　　　136,850千円
　国庫補助　45,480千円
　一般財源　91,370千円

平成２５年７月 事業名
小中学校いきいきサポート事業

石川県 概要

１．個別に対応する必要のある児童生徒に対し、生徒指導や学習指導を行う。
２．必要に応じて、担任に代わって授業を担当し、担任が児童生徒に個別対応する時間を確保する。
３．教員の生徒指導や学習指導の能力を向上させるため、ＴＴ指導等を通して専門的な知識・技能を
助言する。
４．多人数の児童生徒が在籍する特別支援学級において、少人数指導やＴＴ指導を行う。

教職員課
小中学校管理Ｇ

効果
課題のある学級で、少人数指導やＴＴ指導を行うことで、落ち着いた雰囲気で学習に取り組むことが出来るよう
になった。

076-225-1822
予算
概要

国の「補習等のための指導員等派遣事業」を活用

①平成２３年４月
②平成２８年４月

事業名
①小学校体育専科教員の配置　②小学校体育教科担任制の導入に係る加配教員の配置

鳥取県 概要

①小学校体育専科教員の配置
・体力低下等の課題のある小学校に体育授業の補助を行う体育専科教員（非常勤講師）を配置する。
・平成２３年、２４年度は３名を年間通じて配置、平成２５年から２８年度は５名の非常勤講師を半年間の配置と
して、年間１０校に配置する。
・体育専科教員は全学年の体育学習の補助として授業に参加（TT）し、教材研究や教具の準備等も行う。
②小学校体育教科担任制の導入に係る加配教員の配置
・県内小学1校をモデル指定校として、研究実践を行うため、加配教員｛定数内講師）を配置する。
・内容は①の体育専科教員と同様であるが、T1として授業をすすめることも可能

体育保健課 効果
・小学校教員の体位行く実技指導力の向上
・児童の体力向上、運動意欲の向上に大変有効である。

0857－26－7922
予算
概要

小学校体育専科非常勤講師：5人（Ｈ２８）

平成２０年４月 事業名
学校不適応加配

山梨県 概要

小学校において，いじめ，暴力行為，不登校をはじめとする学校不適応児童へのきめ細かな対応のた
めに，非常勤職員（以下「職員」という。）を小学校に配置し，学校不適応などの児童とその学級担任
等への支援の充実に資する。職員は，校長の指揮監督の下に，おおむね次の職務を行う。
 　(1)  学校不適応児童への対応
 　(2)  問題を抱えている児童の学級担任等への支援
 　(3)  その他，生徒指導主任等の補助

義務教育課 効果
学級担任等と連携した児童一人一人へのきめ細かな対応により，問題行動等の早期発見，早期解決が図られ
るとともに，個別の支援を行うことで，基礎学力や社会性を育てることに効果がある。

055-223-1789
予算
概要

①１人当たり年間２００日，１日４時間（年間８００時間以内）の勤務
　(1)報酬は，１人当たり年間８４０，０００円（１，０５０円×４時間×２００日）を上限とする。
　(2)通勤手当は，１人当たり年間５１，７００円（おおむね，２５８円×２００日）を上限とする。

平成２２年５月 事業名
小学校外国語活動支援員

鳥取県 概要

小学校５・６年における外国語活動において、学習指導要領の趣旨を踏まえ、学級担任や外国語活
動担当教員とのティームティーチングにより授業を実施する地域人材を非常勤職員（小学校外国語活
動支援員）として採用し、外国語活動の授業の充実を図る。
時間は、１学級あたり年間２２時間とする。（打合せ等も含）

小中学校課 効果

・外国語活動の授業に必要な専門性や知識・技能を有する者が担任とともに授業に携わることで、コミュニケー
ション活動を充実させたり、外国の生活や文化についても、指導者の体験をもとに触れたりできる。
・外国語のもつ音声やリズムに慣れ親しむ活動において、ネイティブ・スピーカーに近い音声に触れさせること
ができる。（歌・ゲーム・チャンツ・英語の絵本の読み聞かせ等も行う）

0857-26-7512
予算
概要

時給１，０００円　　×　　４，０７０時間（ ２２時間×１８５学級）＝　４，０７０千円

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立

　非常に
大きい

市区町
村立

大きい

市区町
村立

　非常に
大きい

市区町
村立

大きい

市区町
村立

　非常に
大きい
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平成13年４月 事業名 障がいを有する生徒を支援するための非常勤職員の配置

愛媛県 概要
障がいを有する生徒が在学する高等学校に対する人的支援として、非常勤職員を配置している。

高校教育課 効果
非常勤職員は、教職員の業務をサポートしたり、又は生徒への直接的な支援を行ったりすることで、障がいを
有する生徒が学校生活に取り組みやすい環境をつくっている。

089-912-2952
予算
概要

平成28年度　64,218千円

平成24年４月 事業名 学習支援員事業

高知県 概要
教科の担当教員が少人数の学校を中心に、学習支援員を活用して、授業の補助や、放課後、長期休
業中の補習を実施することで、義務教育段階の学力定着や成績不振の生徒の学力向上を図る。

高等学校課 効果
授業補助や補習を学習支援員も担当することで、教員だけでは難しい個々の生徒に応じたきめ細かな指導が
可能になっている。その結果、全校で行っている学力定着把握検査の結果等をみると学力下位層が一定減少
している。

088-821-4907
予算
概要

14,540千円（うち国費　4,780千円）

平成２６年７月 事業名 高等学校プラス・ワン・サポート事業

石川 概要

多様な経験・専門性を有する地域の人材を非常勤講師として配置し、校長が学校教育活動において
最重要と判断した課題を解決するためのサポートを実施する。
（専門の技術者による技術指導、ＩＣＴ機器を活用した授業の支援等）

教職員課
県立学校管理Ｇ

効果
現場経験に基づいた専門家の高い技術指導により、資格検定等に積極的に取り組む生徒や、その成果を
様々な活動に生かそうとする生徒が見られるようになった。

076-225-1823
予算
概要

国の「補習等のための指導員等派遣事業」を活用

＜ネ＞ 学校問題解決支援チーム等の整備

（市区町村立21／28）（県立22／29）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２２年６月 事業名
学校問題解決のための専門家による個別相談

埼玉県 概要

○学校における保護者や地域住民などとのトラブルのうち、学校や教育局の各課だけでは解決が困
難で、専門的な判断等が必要な案件について、弁護士などの専門家への相談を活用するものであ
る。
○この「解決が困難」とは、法的な判断が必要なトラブルなどを想定している。

県立学校人事課 効果
平成２５年度は５件、平成２６年度は６件、平成２７年度は７件の相談を実施し、生徒・保護者、地域住民等との
トラブル、事故等について、いずれも弁護士から法的な判断を得て、学校の方針を立てて対応を進めることが
できた。

048-830-6726
予算
概要

約２２万円

平成 13年４月 事業名
学校緊急支援チーム運営事業

神奈川県 概要

いじめなど児童・生徒の身体・生命の安全を脅かす重大事案の発生の未然防止又は当該事案が発
生した際の緊急対応策について、現地において学校又は市町村教育委員会に対して指導、助言を行
うとともに、被害の未然防止・拡大防止を目的として、児童・生徒、保護者に対する「緊急の心のケア」
や、家庭に対する支援を行うなど、緊急時における機動的な支援を行うためのチームを、県教育委員
会教育局に置 く。

学校支援課 効果
・いじめや事件・事故等、学校における緊急事案の早期解決が図られる。
・心に大きなダメージを負った児童・生徒等のケア体制の充実が図られる。

045-210-8295
予算
概要

学校緊急支援チーム運営事業費　1,085千円

平成２７年４月 事業名
スペシャリストサポート事業

岐阜県 概要

専門家の派遣が必要な生徒指導上の諸問題に対して、学校等の要請により、事案に応じて外部人材
で編成するサポートチームを派遣し、専門的な立場から指導体制の確立等を支援し、諸問題の早期
解決を図るとともに、予防・再発防止においても、必要なスペシャリストを派遣し、支援を図る。

学校安全課 効果

大学教授などの学識経験者、臨床心理士、弁護士、校長ＯＢ、スクールカウンセラー等を通して専門家の見地
から指導・助言を受け、問題行動等に係る未然対応や危機対応、いじめや不登校の未然防止や教職員対象
の予防教育や予防研修を推進している。また、専門的な知識・技能を活用し、対応策の助言及び関係機関との
連携の支援により指導体制の確立等が図られている。

058－272－8853
予算
概要

平成２７年度（県費）８，３００千円　平成２８年度（県費）７，６５４千円

平成２２年４月 事業名
学校問題解決支援対策事業

千葉県 概要

○学校が単独で解決困難な事案に対して、学校や市町村教育委員会を支援し、教員が子どもと向き
合う時間の確保に資することを目的とした事業。
○弁護士、精神科医、臨床心理士、学識経験者等を委員とする学校問題解決支援援チームを設置
し、２か月に１回程度、会議を開催し、問題の解決に向けた指導助言をするなど、学校等の支援にあ
たっている。
○また、必要に応じての緊急の弁護士相談、教職員対象の研修を実施している。

教育政策課 効果

○本事業が開始された平成２２年度から２７年度までに計３３件の案件を扱い、いずれも専門家の助言・指導
から法的なアドバイスを受ける等、学校の対応方針を立てる上で効果があったと考えている。
○教職員対象の研修では、委員からの講話とこれまでに得られた知見を生かし事例研究を実施することで、ノ
ウハウの普及と学校問題対応能力の向上に寄与している。

4176
予算
概要

28年度予算　652千円（委員報償費等）

市区町
村立
県立

　大きい

市区町
村立
県立

　非常に
大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立

　大きい

県立
非常に
大きい

市区町
村立
県立

　非常に
大きい

県立
非常に
大きい

県立 大きい
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平成２６年４月 事業名
弁護士による法律相談

岡山県 概要
保護者や地域等からの苦情や不当な要求等への対応に苦慮している学校が、法に基づき適切に対
応できるよう、弁護士が電話や面談により助言する。

教育庁義務教育課
生徒指導推進室

効果
利用した学校では、弁護士の助言を基に難しい事案に自信を持って対応できるとともに、教職員の負担軽減に
より児童生徒への指導に専念できるようになっている。

086-226-7589
予算
概要

　平成28年度予算額：540千円（内一般財源360千円、国庫補助金180千円）

平成４年４月 事業名
学校トラブルサポートチーム派遣事業

愛媛県 概要

児童生徒の問題行動は、適切かつ迅速に対処しなければ問題解決が困難となる恐れがある。また、
学校が無理難題を要求され、一方的に責められるなど、対応に苦慮することがある。
　そこで、生徒の問題行動等や無理難題な要求があった学校に対して、専門的な立場から学校を支
援し、学校による早期解決を図るため、弁護士、警察職員等の専門家で構成される学校トラブルサ
ポートチームを派遣する。

高校教育課 効果

生徒の重大な問題行動のほか、法的な対応が必要なクレームや学校による解決が困難な問題等に対して、学
校トラブルサポートチーム派遣事業を効果的に活用し、学校のトラブルの早期解決を支援するとともに、教師
の負担の軽減を図ることができた。

089-912-2953
予算
概要

平成28年度　1,128千円

＜ノ＞ スクールカウンセラーの配置

（市区町村立44／47）（県立42／46）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成１３年 ４月 事業名
スクールカウンセラー配置事業

大阪府 概要
政令市を除く府内全41市町村公立中学校にスクールカウンセラーを配置し、生徒、保護者、教職員か
らの相談活動や必要に応じた学校への指導・助言を行い教育相談体制の充実に取り組む。

小中学校課 効果
①心理面からのアプローチにより、課題を抱えた生徒の理解が進んだ。②保護者も含めた教育相談体制の充
実が図られた。

06－6944－3823
予算
概要

３４３，０７５，０００円

平成７年 ４月 事業名
スクールカウンセラー活用事業

熊本県 概要
　スクールカウンセラー等を県教育委員会が任用し、すべての教育事務所等や小中学校に配置・派遣
する。
(平成28年７月現在、10教育事務所等、89校に配置)

義務教育課 効果
児童生徒等の心のケアや教職員に対する指導・助言をすることができ、学校等からのニーズも高い。

096-333-2690
予算
概要

４月当初＋６月補正　80,319千円(うち、国庫26,669千円)

平成７年 ４月 事業名
スクールカウンセラー配置事業

秋田県 概要

中学校に臨床心理士等を配置し、学校における教育相談体制の充実を図り、いじめや不登校等の児
童生徒の問題行動等の解消を図る。
Ｈ２８：中学校８０校（年間２１０時間→１５校、年間１４０時間→２０校、年間７０時間→４５校）にスクー
ルカウンセラー（実人数２９人）を配置。
３事務所と義務教育課に広域スクールカウンセラーを配置し、スクールカウンセラー未配置校の要請
や緊急時のカウンセリングに対応。

義務教育課 効果
・毎年、配置校から提出される報告では、多くの学校で効果ありと回答している。
・学区内の小学校の児童・保護者の活用や教員の活用も増加している。

018-860-5148
予算
概要

　　　　　　　　５４，１４５千円（国補助１／３）

平成１５年 ４月 事業名
スクールカウンセラー配置事業

新潟県 概要
本年度は、生徒指導上の諸問題が増加している現状を踏まえ、中学校４校にハートフル相談員を、そ
れ以外の全中学校にスクールカウンセラーを配置した。

義務教育課 効果

・スクールカウンセラーを複数年配置した学校では、不登校生徒や生徒指導上の諸問題が減少するなどの効
果が表れている。
・カウンセリングをとおして生徒が自己理解や他者理解ができるようになり、精神的に成長している。
・問題行動の状況に応じたコンサルテーションを受けることで、教職員の生徒に対する心理的側面からの理解
が深まり、適切な指導や支援により、問題行動を未然に防止している。

025－280－5605
予算
概要

　　　　　　   予算合計：８６，３５３千円
《ＳＣ配置費》報酬81,064千円、通勤費3,757千円、労災保険料255千円　等
《ＳＣ研修会２回》講師謝金29千円、講師旅費43千円、参加旅費475千円　等

市区町
村立

大きい

市区町
村立

大きい

市区町
村立
県立

　大きい

市区町
村立

非常に
大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立

非常に
大きい

県立
　非常に
大きい
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平成7年4月 事業名
スクールカウンセラー等活用事業

栃木県 概要

スクールカウンセラー等を配置することにより、教員一人一人の相談対応能力の向上を図るとともに、
各校における相談体制を充実させる。
【Ｈ２８配置】
中学校　１５１校、小学校　２７６校、県立高等学校　１４校

健康教育課 効果
中学校・高等学校の運動部活動に地域スポーツ指導者を派遣することにより、安全の確保はもとより、生徒の
体力・運動能力の向上と運動習慣の形成が図られ、生涯を通じて運動に親しむ資質や能力の育成に寄与する
ことができた。

024-521-8409
予算
概要

1回（2時間）あたり2,650円

平成７年４月 事業名
スクールカウンセラー等活用事業

千葉県 概要

千葉市を除く公立小学校105校に隔週1日、全公立中学校に週1日（うち重点校5校に週2日）、県立高
等学校80校に週1日配置するとともに、教育事務所等６箇所に緊急事案やスクールカウンセラーへの
助言等を行うスクールカウンセラースーパーバイザーを11名配置している。

教育振興部指導課 効果
いじめ、不登校、暴力行為などの生徒指導上の問題の早期発見・早期解決に向け、心理臨床の専門家である
スクールカウンセラーを配置することで、児童生徒、保護者、教職員等からの相談対応等の支援や、カウンセリ
ング機能の充実が図られている。

043-223-4055
予算
概要

平成２８年度当初予算額　572,689千円

平成１３年４月 事業名
スクールカウンセラー等活用事業

岐阜県 概要

県内全ての中学校区にスクールカウンセラーを、９９中学校区にスクール相談員を配置し、専門的な
指導・助言による教育相談体制の充実及び教師の教育相談に関する資質の向上を図る。また、平成
２８年度から、県内全ての公立高等学校（定時制、通信制を含む）７６校と公立特別支援学校２０校に
スクールカウンセラーを配置し、教育相談体制の充実を図る。総合教育センターにスクールカウンセ
ラーを配置し、センターにおける相談支援に対応するとともに、各学校からの派遣依頼に即時的かつ
適切に対応する。

学校安全課 効果
スクールカウンセラーの専門性を生かした見立てやカウンセリング等、スクール相談員による児童生徒への直
接的支援により、教育相談体制の充実が図られている。また、スクールカウンセラーによる研修等を通して、一
人一人の教師が、児童生徒の実態に合わせて適切に対応できるよう推進している。

058－271－3328
予算
概要

平成２７年度　２２６，７１６千円（国庫補助１/３）
平成２８年度　２４６，４５２千円（国庫補助１/３以内）

平成１３年４月 事業名
スクールカウンセラー活用事業

高知県 概要

本県では外部専門家や関係機関との連携によるチーム学校の構築が進められている。中でもスクー
ルカウンセラーは心理的視点に沿って子ども・家庭・教員の支援を行う専門家であり、教育相談体制
の充実に向けて中心的な存在となっている。
【スクールカウンセラーの配置】平成28年度は全公立中・義務教育・高・特支及び公立小学校の164校
（全192校のうち）へ配置。また、県立の教育相談機関である心の教育センターにスクールカウンセ
ラースーパーバイザー、スクールカウンセラーも配置しており、多様な課題に対応している。これ以外
に、２市の教育支援センターにアウトリーチ型のスクールカウンセラーを配置して、学校配置のカウン
セラーと連携を図り支援を行っている。

人権教育課 効果

平成27年度の相談人数はどちらも延べ数で35,172人（前年度比8,677人増）・相談件数は66,491件（前年度比
22,975件増）となっており、学校における心理的な支援の充実が進んでいる。課題を抱えた子どもへのカウンセ
リングや保護者への助言、教員に対する援助や校内研修の講師など、その活動は多岐にわたっているが、中
でも支援会における専門的な知見に基づく心理に関するアドバイスは生徒理解や課題解決にはなくてはならな
いものとなっている。

088－821－4937
予算
概要

２１４，５７９千円（一財１４３，０５３千円、国庫７１，５２６千円）

平成７年４月 事業名
スクールカウンセラー活用事業

長崎県 概要
スクールカウンセラー等を県内の公立学校に配置・派遣することにより、学校における問題行動や悩
みを抱える児童生徒・保護者等に対応する。
平成28年度は小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校に併せて215校を配置している。

義務教育課 効果
いじめや不登校など問題行動の解消にあたるとともに、悩みや不安を抱える児童生徒等に対応することで、児
童生徒の健全育成を図ることができた。

095-894-3339
予算
概要

Ｈ28予算額：201,654千円（1/3補助）

市区町
村立
県立

市区町
村立
県立

非常に
大きい

市区町
村立
県立

非常に
大きい

市区町
村立
県立

非常に
大きい

非常に
大きい

市区町
村立
県立

非常に
大きい
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平成７年４月 事業名
スクールカウンセラー事業

長野県 概要

○生徒指導担当者等の教職員に協力し、特に課題を抱える児童生徒及びその保護者、教職員の個
別カウンセリングにあたるとともに学校で必要な指導、支援に関する助言を行う。
○緊急事態発生時に、カウンセラー等を即時に派遣し、児童生徒に対するカウンセリング及び学校関
係者や保護者に対する事後対応の援助等を行う。

心の支援課 効果

○カウンセラーが児童生徒及び保護者の悩みや不安を相談等により解消、軽減することで、教員の生徒指導
にかかわる負担軽減につながっている。
○カウンセリングの専門家の配置により、学校での児童生徒指導に幅広く対応できている。

026-235-7436
予算
概要

○平成28年度予算額　　150,125千円

平成７年４月 事業名
県立高校スクールカウンセラー配置事業

神奈川県 概要

いじめや不登校等児童・生徒の問題行動等の未然防止、早期発見・早期対応、学校における教育相
談体制の充実を目指し、児童・生徒の臨床心理に関して専門的な知識や経験を有するスクールカウン
セラーを配置している。

学校支援課 効果

家族形態の変容、価値観の多様化等、子どもを取り巻く状況が大きく変化する中、学校では、児童・生徒の問
題行動等に加え、児童虐待や家庭内暴力（ＤＶ）により、心身に被害を受けているケース、学校不適応や精神
疾患、発達の課題がある児童・生徒への対応といった、多岐に渡る課題への対応が求められている。こうした
多様な要因を背景とした相談には、学校の教育機能だけでは対応が困難な事例も多くあるが、専門的な知識
や経験を有するスクールカウンセラーの配置により、教育相談体制や生徒指導体制の充実を図ることができる
ようになっている。

045-210-8295
予算
概要

県立高校スクールカウンセラー配置事業費　　40,489千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国庫対象　　30,984千円

平成27年４月 事業名 特別支援学校スクールカウンセラー活用事業

静岡県 概要

児童生徒の重篤な問題行動や不登校等による、個別カウンセリングが有効な児童生徒や保護者の相
談等に適切に対応するため、スクールカウンセラーを任用し、解決や軽減を図る。
県立特別支援学校９校（拠点校）にスクールカウンセラーを配置し、全38教場(本校23、分校14、分教
室１）に派遣する。

特別支援教育課 効果

・ 専門性を生かし、児童生徒・保護者へのカウンセリング、教職員への助言・研修等で各校で成果を上げてい
る。
・ 学校の実情に合わせて工夫が見られ、学校の体制の中に位置づけられつつある。

054-221-2090
予算
概要

生徒指導等推進事業費(小・中）スクールカウンセラー活用事業　28当初予算額349,050千円（うち特別支援教
育課分13,770千円）

平成7年４月 事業名
スクールカウンセラー活用事業

福岡県 概要

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの専門家の活用や関係機関との連携により
学校の組織力を高め、いじめ・不登校の予防・解消、児童生徒を取り巻く生活環境の改善や教員の児
童生徒に対する指導時間の増加を図る事業。

義務教育課 効果 専門スタッフの配置により、生徒指導上の諸問題に係る教員の負担軽減につながった。

092－643－3908
予算
概要

　国費１／３、県費２／３

平成２６年４月 事業名
県立中・高等学校スクールカウンセラー活用事業

熊本県 概要

・全県立高校54校(分校３校を含む)にＳＣを配置(１校当たり年間20回以内、１回当たり３時間程度)し、
いじめや不登校など悩みを抱える生徒や保護者等を支援する。
・生徒や保護者、教職員等へのカウンセリングや教育相談に関する校内研修等にＳＣを活用する。
・平成28年熊本地震発生後の心のケアが必要な児童生徒等への対応として、配置時間の増加や緊
急派遣を行い、相談等の支援をおこなっている。

高校教育課 効果

・生徒や保護者の精神的安定、不安や悩みの解消、不登校及び不登校傾向児童生徒の減少や状況の改善、
教職員、保護者への専門的なアドバイスに効果があっている。
・熊本地震後は、スクールカウンセラーによる不安、ストレス、心身の不調等を訴える児童生徒等のカウンセリ
ングを実施し、心のケアを図ることができている。

096-333-2720
予算
概要

総額18,278千円
＜内訳＞
・報酬：16,169千円　　　・一般共済費：49千円　　　・報償費：　 600千円
・旅費： 1,377千円　　　・一般需要費：20千円　　　・一般役務費：63千円

平成20年４月 事業名
特別支援教育推進事業（特別支援学校スクールカウンセラー配置事業）

岩手県 概要

スクールカウウンセラーを特別支援学校に派遣することで、児童生徒及び教職員・保護者に対し、そ
の専門的見地から指導・助言を受けることを通して児童生徒への支援の充実を図るとともに支援体制
の整備を進める。

学校教育室特別支
援教育担当

効果
学校のニーズに応じ、人材を派遣することで、スクールカウウンセラーによる心理的なケアを必要とする児童生
徒へのカウンセリングや適切な対応の仕方について教職員が学ぶことができている。

019－629－6142
予算
概要

事業費：1,183千円（12校で年間68回実施）

平成８年４月 事業名
県立高等学校スクールカウンセラー配置事業

秋田県 概要
県内を６地区に分け、それぞれの地区から１校ずつ計６校を拠点校、その地区の他の学校を対象校と
して希望する全ての学校に配置する。

高校教育課 効果 生徒の心のケアを図り、問題行動の未然防止や早期発見、早期解決のつなげている。

018－860－5165
予算
概要

６，３７２，０００円

　県立 大きい

　県立
非常に
大きい

　県立 大きい

　県立
非常に
大きい

　県立
非常に
大きい

　市区
町村立
県立

大きい

　県立
非常に
大きい
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＜ハ＞ スクールソーシャルワーカーの配置

（市区町村立41／46）（県立34／39）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成１７年４月 事業名
スクールソーシャルワーカー配置事業

大阪府 概要

政令市・中核市を除く府内３７市町村にスクールソーシャルワーカーを配置し、学校と福祉等関係機関
をつなぎ生徒指導上の課題を抱える児童生徒の背景にある家庭環境等の改善を進め問題行動の改
善を図る。

小中学校課 効果

①ケース会議の定着による児童生徒理解が進み、課題を抱える児童生徒への多面的な支援が可能
となった。
②関係機関連携が進んだ

06－6944－3823
予算
概要

３０，６０７，０００円

平成 19 年 ４ 月 事業名
スクールソーシャルワーカー活用事業

熊本県 概要

スクールソーシャルワーカーを県教育委員会が任用し、すべての教育事務所等や中学校に配置・派
遣する。
(平成28年７月現在、10教育事務所等、３中学校に配置)

義務教育課 効果
児童生徒を取り巻く環境改善や教職員への指導助言に関係機関と連携した対応をすることができ、学
校等からのニーズも高い。

096-333-2690
予算
概要

　４月当初＋６月補正　70,694千円(うち、国庫21,066千円)

平成２０年 事業名
スクールソーシャルワーカー配置事業

秋田県 概要

義務教育課、総合教育センター、３教育事務所にスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）を配置し、学校
の要請に対応。関係教育機関とのネットワークを活用し、児童生徒がおかれた様々な環境へ働きかけ
て問題行動等の改善を図る。

義務教育課 効果
学校だけでは解決が難しい問題（虐待や貧困等）に対し、児童相談所や市町村の福祉部局等のネット
ワークを活用して問題を解決するためのケース会議を開催している。

018-860-5148
予算
概要

　　　９，７４３千円（国補助１／３）

平成２０年 事業名
スクールソーシャルワーカー活用事業

新潟県 概要

　・各教育事務所（３箇所）に計６名配置
　　　（精神保健福祉士、臨床心理士等）
　・問題を抱えた生徒への支援
　・児童生徒の置かれた環境への働きかけ
　・専門機関との連携、コーディネート

義務教育課 効果
　・市町村教育委員会及び各学校から研修依頼、相談依頼が多数

025－280－5605
予算
概要

　ＳＳＷ配置費：２４，８１７千円
　内訳：報酬19,872千円、交通費495千円、社会保険料3,278千円　等

平成２０年４月 事業名
スクールソーシャルワーカーの配置

千葉県 概要

県内公立小中学校8校を拠点校として、各1名を週2日配置し、地区の公立小中学校及び県立高等学
校の事案に対応している。

教育振興部指導課 効果

いじめ、不登校、暴力行為など生徒指導上の課題等に対応するため、教育分野に関する知識に加え
て、社会福祉等の専門的な知識・技術を有したスクールソーシャルワーカーを配置することで、児童生
徒の置かれた様々な環境に働きかけたり、関係機関とのネットワークを活用したりして問題解決を図
る上で効果が見られる。

043-223-4055
予算
概要

平成28年度当初予算額　17,574千円

平成２０年４月 事業名
スクールソーシャルワーカー活用事業

高知県 概要

本県では外部専門家や関係機関との連携によるチーム学校の構築が進められている。中でもスクー
ルソーシャルワーカーは福祉的視点に沿って子ども・家庭・教員の支援を行う専門家であり、教育相
談体制の充実に向けて中心的な存在となっている。
【スクールソーシャルワーカーの配置】市町村学校組合へのスクールソーシャルワーカーの配置は委
託制となっており、29市町村学校組合（全県35市町村学校組合中）に配置。また県立学校へは中高一
貫校3校（県内3校中）・高校７校（県内37校中）・特別支援学校3校（県内14校中）に配置している。支
援の質の向上に向けて、スーパーバイズ制をとっており、ケースの支援を行っている。このほかに7人
のチーフスクールソーシャルワーカーを委嘱しており、支援の充実を図っている。

人権教育課 効果

平成27年度にスクールソーシャルワーカーが支援のために家庭や関係機関を訪問した回数は延べ
14,327回（前年度比1.5倍）。継続的に支援した児童生徒の抱える問題の47.3％が解決や好転に至っ
ている（こちらも前年度比3ポイント増）。課題を抱える子どもたちの環境要因に働きかけ、学校・家庭・
関係機関をつなぎながら有効な支援の方策を探っていくことで、課題解決に迫っている。また支援会
に参加し、福祉的な視点からアドバイスをすることでチーム学校に貢献している。

088－821－4937
予算
概要

１１３，０８７千円（一財８３，４８７千円、国庫２９，６００千円）

　市区
町村立

大きい

　市区
町村立

大きい

非常に
大きい

　市区
町村立
県立

非常に
大きい

　市区
町村立
県立

非常に
大きい

　市区
町村立

事業名／概要／効果／予算概要

　市区
町村立

非常に
大きい
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平成27年４月 事業名
県立高校スクールソーシャルワーカー配置事業

神奈川県 概要

県社会福祉に関する専門的な知識や技術を有する者をスクールソーシャルワーカーとして教育分野
に導入し、様々な課題や多様なニーズのある生徒が置かれた環境への働きかけや、関係機関等との
ネットワークの構築など、多様な支援方法を用いて、問題行動等の予防や早期解決に向けた対応を
図ることにより、生徒の社会的自立を促すことを目的としている。
　平成27年度より10校の拠点校に10名を配置し、平成28年度より20校の拠点校に20名を配置した。

学校支援課 効果

効果として、社会的自立の育成や関係機関等との連携強化等があげられる。その結果、問題行動の
未然防止や早期発見につながっている。 特に、スクールソーシャルワーカーによって、より能動的に
生徒の環境を改善できるようになっているという学校現場からの報告もある。また、医療機関や児童
相談所をはじめ、ケースに応じた関係機関と連携し、問題解決のための支援ができている。

045-210-8295
予算
概要

県立高校スクールソーシャルワーカー配置事業費　　38,700千円

平成2４年４月 事業名
スクールソーシャルワーカー配置事業

熊本県 概要

・県内５地域（県北、県央、八代、天草、人吉）の県立学校１校ずつを拠点校として、ＳＳＷを配置し、各
地域の県立学校の支援要請に対応する。
・ＳＳＷの活動状況を共有し成果の普及・啓発を図るため、有識者、ＳＳＷ及び県立学校関係者等を
構成員とする連絡協議会を開催するとともに、各地域（ＳＳＷ拠点校）ごとに小中高の連携・接続を図
るための地域連絡協議会を開催する。

高校教育課 効果
・ＳＳＷによって、学校と家庭や関係機関との一層の連携が図られていると考える。県立高校において
は、30日以上の長期欠席者及び中途退学者数について、生徒数に対する割合が減少傾向にある。

096-333-2685
予算
概要

総額33,342千円
＜内訳＞
・報酬：24,424千円　　　・一般共済費：4,044千円　　　・報償費：　　120千円
・旅費： 4,310千円　　　・一般需要費：　180千円　　　・一般役務費：264千円

＜ヒ＞ キャリアアドバイザーの配置

（市区町村立4／6）（県立28／32）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２６年４月 事業名
就職支援プロジェクト

和歌山県 概要

民間企業の人事担当経験者等１０名を就職指導員として、就職希望生徒の多い１７校２分校に配置
（220日／年の勤務、指導員１名当たり２校程度担当）し、以下のような業務に携わる。
　・生徒に対して企業側の視点から的確な助言や相談活動を実施
　・就職に有利な資格取得や社会人マナーの定着を支援
　・求人開拓のための企業訪問の一層の強化
　・学校の就職支援策への提言や教員の就職指導力の強化　等

県立学校教育課 効果

配置校と非配置校における、配置前と配置後（2年終了段階）の就職決定率・県内求人社数の比較
就職内定率　　　【非配置校】+0.1ポイント　【配置校】+2.8ポイント
その他、県内求人社数の開拓及びその水準の維持、応募前職場見学の実参加者数の増加、など客観的な数
値で効果が確認できる。

073－441－3681
予算
概要

　約2千3百万円
（内訳）報酬・共済費・負担金　約2千2百万円　　　旅費　約1百万円

平成２8年４月 事業名
特別支援学校現場実習強化事業

福岡県 概要
知的障害特別支援学校高等部に支援員を配置し、学校と企業が密接に連携しながら繰り返し実習を
行う事業。

義務教育課 効果
企業開拓、現場実習への指導助言等の役割を支援員が担うことにより、教員の負担軽減が図られた。

092－643－3908
予算
概要

　国費１／３、県費２／３

平成２０年４月 事業名 キャリアアドバイザー配置事業

秋田県 概要

キャリア教育への取組や各高等学校の進路状況等を考慮し、１３校にキャリアアドバイザーを配置す
る。
高等教育機関で学ぶことや働くことの意義を認識させ、自らの高校生活を充実したものとする意欲・態
度を養い、社会人・職業人となるための資質・能力の向上を図っている。

高校教育課 効果
就職決定率９９．７％、医学部医学科に平成２３年度から５年連続で６０名以上の合格者数を維持しているな
ど。

018－860－5165
予算
概要

２８，０９６，０００円

平成１７年４月 事業名 高校生キャリアサポート事業

熊本県 概要

県立高校のうち就職希望者が多い高校に、求人開拓活動等による就職支援を行うキャリアサポー
ターを配置し、就職する生徒の社会生活への円滑な移行、就職後の早期離職防止の支援を行うとと
もに、教員への講話や情報提供により、教員の資質向上を図る。(平成27年度29校に14名を配置)

高校教育課 効果

　キャリアサポーター配置校は、県全体の高校卒業者の就職内定率より高い値である。
　※平成27年度　県全体の高校卒業者の就職内定率　97.7％
　　　　　　　　キャリアサポーター配置校内定率　99.3％

096-333-2717
予算
概要

総額34,603千円
＜内訳＞
・報酬：25,909千円　　　・一般共済費：4,289千円　　　・旅費：4,405千円

　県立
非常に
大きい

　県立
非常に
大きい

県立
非常に
大きい

　県立
非常に
大きい

事業名／概要／効果／予算概要

県立
非常に
大きい

　県立
非常に
大きい
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平成１７年４月 事業名
県立高校キャリア教育総合推進事業

埼玉県 概要

生徒に対する就職に関する指導・助言・相談を行うとともに、教職員への指導・助言など、就職指導に
関して、専門的な知識・経験を生かしながらアドバイスをする外部人材（就職支援アドバイザー）を学
校に派遣する。

高校教育指導課 効果
豊かな人間性や社会性を育成することにより、将来にわたって社会的・職業的に自立する力を育成することが
できる。

048－830－6772
予算
概要

報償費　１，７００円×４時間×４０日×３５人＝９，５２０，０００円
　旅費　１，５００円×３９日×３５人＝２，０４７，５００円

平成28年４月 事業名 県立高校改革事業

神奈川県 概要

インターンシップの拡充、充実を図るため、新たにコンソーシアムサポーターを配置する。
　これまでは、望ましい職業観・勤労観を育むため、インターンシップの拡充のためとして、受入先企業
の開拓や企業と学校間の調整を行うキャリアアドバイザーを配置してきたが、平成28年度より県立高
校と教育機関、企業、研究機関等と連携し、コンソーシアムを形成・拡充するとして、従来のキャリアア
ドバイザーの業務を拡大し、あらたにコンソーシアムサポーターとして配置することとした。

高校教育課 効果
キャリアアドバイザーが、生徒の就職、進学等への個別相談機能、就職先等の開拓で実績をあげている。

045-210-8248
予算
概要

　平成28年度予算　　１４，６３８千円（高校生学習活動コンソーシアム事業費）

平成17年４月 事業名 就職活動支援員配置

愛媛県 概要

企業等での勤務経験を有する人材を、就職希望者の多い学校に配置し、高校生の就職を受け入れる
事業所開拓やきめ細かい就職相談を行うとともに、望ましい勤労観・職業観を身に付けさせるなど、生
徒に対する就職支援を充実させる。
　本年度については、県内18校に、各１名ずつ配置。

高校教育課 効果

就職活動支援員は、勤務校において次のような業務にあたり、高校生の就職環境の向上に貢献している。
・職業安定所等と連携した就職先の企業開拓業務　・就職相談に関する業務　・面接指導等の就職指導に関
する業務

089-912-2953
予算
概要

　既定予算で対応
　（参考）平成27年度実績　12,137,100円

平成２３年４月 事業名 就職アドバイザー配置事業

高知県 概要
県立特別支援学校の進路保障の充実のため就職アドバイザーを配置し、現場実習先や就職先の開
拓、作業学習における職業指導や就職のアドバイスを行い、高等部の生徒の就職を支援している。

特別支援教育課 効果 就生徒の現場実習先や就職先が広がっており、就職率も全国平均を上回るようになってきている。

088－821－4741
予算
概要

　・非常勤（２名）４，７３３千円

平成２６年　４月 事業名 キャリア教育・就労支援等の充実事業

山形県 概要

○　モデル校である特別支援学校１校に就職支援コーディネーターを配置し、実習先や就労先の開
  拓や事業所に向けた障がい者雇用の周知・普及を行う。また、得られた情報を域内の特別支援学
  校や高等学校と共有することで、地域全体の就労支援の充実を図る。
○　モデル校（特別支援学校、高等学校）で、研修会、先進視察等を実施し、教職員の知識やスキ
  ル向上につなげる。

義務教育課特別支
援教育室

効果
・　国10/10委託事業
・　予算総額　5,820千円（H28）

023-630-2867
予算
概要

・　国10/10委託事業
・　予算総額　5,820千円（H28）

＜フ＞ 外国人児童生徒・保護者に対する相談員の配置

（市区町村立10／13）（県立7／10）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成１４年４月 事業名
外国人児童生徒等教育相談員派遣事業

千葉県 概要

相談員による指導は、聞く話す読む書く能力を高めるために有効な指導形態であり、児童生徒が快適
な学校生活や社会生活を送れるよう支援する場となる。特に、母国語を理解する指導者が一人一人
が抱える諸問題について話を聞いてくれることが何よりも児童生徒・保護者にとって有益である。

教育振興部指導課 効果

相談員による指導は、聞く話す読む書く能力を高めるために有効な指導形態であり、児童生徒が快適な学校
生活や社会生活を送れるよう支援する場となる。特に、母国語を理解する指導者が一人一人が抱える諸問題
について話を聞いてくれることが何よりも児童生徒・保護者にとって有益である。

043－223－4059
予算
概要

平成28年度予算額　9,142千円

平成２０年４月 事業名
日本語を母語としない生徒支援者派遣事業

神奈川県 概要

在県外国人等特別募集実施校及び日本語を母語としない生徒が多く通学している定時制高等学校等
に、外国籍生徒支援担当者（職員）を置き、高校教育課と必要な支援について協議の上、学校・家庭・
通訳・支援者・地域等をつなぐ日本語を母語としない生徒支援に必要なサポータを派遣する。

高校教育課 効果
日本語を母語としない生徒が学校生活を円滑に送ることができるよう、日本語学習の支援、職員研修会又は
通訳等の必要な支援ができている。

045-210-8248
予算
概要

平成28年度予算　　４，０８０千円（日本語を母語としない生徒支援者派遣事業費）

　県立 大きい

大きい

　県立 大きい

大きい

　県立 大きい

　県立

　県立 大きい

事業名／概要／効果／予算概要

　県立
非常に
大きい

　県立
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＜ヘ＞ 部活動外部指導者（部活動指導員）等の活用
（市区町村立36／42）（県立38／43）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成１９年　月 事業名
中学校スポーツエキスパート活用事業

埼玉県 概要 中学校の運動部活動に外部指導者を派遣している市町村に対して、必要経費の一部を補助する事
業。

保健体育課 効果

複数の目で指導ができることで、生徒に指導が行き渡り、技能・競技力の向上に繋がる。
　専門的な意見を取り入れることで、指導上の疑問や悩みを解消することができる。そして、指導力向上に繋が
り、精神的な負担も軽減される。

048-830-6947
予算
概要

指導者派遣補助　１２，４７４，０００円

平成２８年４月 事業名
運動部活動外部指導者活用事業

埼玉県 概要
運動部活動支援員を活用する市町村へ、派遣費の一部を補助する事業。

保健体育課 効果

動部活動支援員については、単独で指導や引率ができる外部指導者として位置づけをし、顧問教諭の時間的
な負担、相談ができるなどの精神的な負担を軽減することができる。

048－830－6947
予算
概要

支援員派遣費補助、支援員旅費　他　　４，６０８，０００円

平成 １４ 年以前
（開始年度は不明）

事業名

鳥取県 概要
希望する中、高等学校の運動部に競技指導者及びスポーツ医科学指導者を派遣する。

体育保健課 効果
生徒の競技力、運動への意欲の向上、指導者の指導力向上

0857－26－7922
予算
概要

平成２８年度予算額　18,574千円

平成２０年 事業名
地域スポーツ人材の活用実践支援事業

福島県 概要

スポーツ庁の委託事業（運動部活動指導の工夫・改善支援事業（スポーツ医・科学等を活用した高度
な運動部活動指導体制の構築）の一つとして、実施している。
地域スポーツ人材を指導者として中学校・高等学校の運動部に派遣し、顧問と連携を図りながら運動
部活動の充実に努める。
派遣者数　80名程度　（実績　平成27年度　78名　平成28年度　78名）
派遣回数　20回（計40時間）

健康教育課 効果

中学校・高等学校の運動部活動に地域スポーツ指導者を派遣することにより、安全の確保はもとより、生徒の
体力・運動能力の向上と運動習慣の形成が図られ、生涯を通じて運動に親しむ資質や能力の育成に寄与する
ことができた。

024-521-8409
予算
概要

1回（2時間）あたり2,650円

平成 ２１年 ４ 月 事業名
運動部活動サポート事業

栃木県 概要

国庫委託事業を活用し、平成２１年度から市町立中学校及び県立中・高等学校に、「地域スポーツ指
導者派遣事業」を実施し、地域の優秀なスポーツ指導者を希望する学校に派遣している。また、平成
２７年度からは、「地域スポーツ指導者派遣事業」に「スポーツスペシャリスト派遣事業」を加えた「運動
部活動サポート事業」を実施し、技術面だけではなく、科学的な指導方法を導入するために、スポーツ
医・科学で先見的な知見を有する者を派遣し、効果的な運動部活動指導の充実を図っている。
◯国庫事業名
　H21～：文部科学省委託事業「地域スポーツ人材を活用した運動部活動等推進事業」
　H24～：文部科学省委託事業「運動部活動地域連携再構築事業」
　H26～：文部科学省委託事業「運動部活動指導の工夫・改善支援事業」
　H27～：スポーツ庁委託事業「運動部活動指導の工夫・改善支援事業」
◯派遣状況（実績）
　H27　１６市町（２５市町中）の中学校６７校及び、県立学校３６校（６０県立学校中）
　H28　１７市町（２５市町中）の中学校６７校及び、県立高校３４校（６０県立学校中）

スポーツ振興課 効果

運動部活動の教育的意義を適切に発揮するとともに、運動部活動の活性化と競技力の向上につながってい
る。特に、毎年実施している事後アンケート調査結果では、運動部顧問から「生徒の部活動に対する意欲が高
まり、体力や技術の向上がみられた」「自主的に活動できるようになった」など満足度の高い結果を得ており、
また管理職からは「顧問の負担が軽減された」という感想も多く見られた。

028－623－3415
予算
概要

H27　15,469,550円（予算）　　14,309,238円（実績）
　H28　20,554,400円（予算）

事業名
運動部活動指導の工夫・改善支援事業

徳島県 概要
中学校・高校の運動部活動の外部指導者に対し、謝金（上限あり）と、研修会の実施。また実施してい
る部活動に対し医学的なサポートを行う。

体育学校安全課 効果
専門的指導者のいな運動部については、外部指導者の導入により、専門的な指導を受けることにより、競技力
の向上や、生徒の意欲的高揚につながる。

088-621-3165
予算
概要

国費　（H28予算　8,186千円）

市区町
村立
県立

　　大きい

市区町
村立

非常に
大きい

市区町
村立

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立
県立

非常に
大きい

市区町
村立
県立

非常に
大きい

市区町
村立

非常に
大きい

非常に
大きい
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平成20年４月 事業名
地域スポーツ人材の活用実践支援事業

愛媛県 概要

校長から派遣希望があった中学校、高等学校の運動部活動に対し、地域のスポーツ指導者や医科学
関係者（医師、スポーツトレーナー、理学療法士等）を派遣。
　平成27年度実績：101部に対し、194名の指導者を派遣

保健体育課 効果

専門的な技術指導や科学的な指導方法を取り入れることにより、部活動の一層の充実が図られたほか、顧問
教員の負担軽減にもつながった。
　また、専門外の種目の顧問を務める教員については、指導力向上も図られた。

089-912-2981
予算
概要

平成28年度　21,252千円

平成2７年４月 事業名
中・高等学校運動部活動活性化プロジェクト

福岡県 概要
教育委員会が委嘱する福岡県運動部活動外部指導者を、すべての県内公立中・高等学校を対象とし
て各１名を派遣する。

体育スポーツ健康
課

効果

すべての県内公立中・高等学校に各１名を派遣することで、それぞれの種目特有の楽しさを味わうことができる
魅力ある運動部活動を全県下に広げ、生徒の運動部活動への加入を促進し、継続的に運動を実施する態度
を育て、体力向上につなぐ。

092－643－3921
予算
概要

諸謝金、傷害保険料

平成１４年　月 事業名
運動部活動外部指導者活用事業

埼玉県 概要
県立学校における運動部活動のニーズに応じた外部指導者を年間で３０日派遣する事業。

保健体育課 効果

顧問教諭の負担を軽減する。

048-830-6947
予算
概要

指導者保険料　　　１４８，０００円
　指導者報償費　８，５５０，０００円

昭和51年４月 事業名
事業名は、特になし(部活動インストラクターの派遣)

神奈川県 概要
各学校の実態に応じて、生徒の部活動のニーズに対応するため、専門的な指導や安全な活動を確保
するため、顧問と連携して部活動を補助する部活動インストラクターを配置する。

保健体育課、
高校教育課

効果
部活動の活性化と顧問教諭の負担軽減が期待できる。

045-210-8312
予算
概要

本事業のみで予算計上していない。

昭和６３年４月 事業名
強化運動部指導者派遣事業

岐阜県 概要

スポーツ振興計画県立高等学校（特別支援学校を含む）に対して、県が専門的技量を有する社会人
指導者（１００人）を計画的に派遣し、部活動の活性化と強化を図る。また、派遣される社会人指導者
を対象に、体罰根絶や効果的な練習方法の習得を目的とする研修会を実施する。

体育保健課 効果

それぞれの運動部活動において専門的な指導を行うことができる指導者を、計画的に配置することで、部活動
の活性化や全国大会での活躍等運動部活動の強化につながる。また、専門的な指導により生徒の技能向上
が見られ、達成感や充実感を味わわせることができる。

058－272－8768
予算
概要

平成２７年度　１０，２５６千円
平成２８年度　１０，２５６千円

平成 元年 ４月 事業名
スポーツエキスパート活用事業

千葉県 概要

生徒達にスポーツの楽しさ・爽快さ・達成感等を体験する機会を与えるとともに，運動部活動と地域社
会との連携を図るため，専門的な指導力を備えた指導者を学校へ派遣する。
　※派遣回数　　1運動部につき、年間24回（1回につき2時間程度）
　なお，市町村立学校に対しては，平成１９年度から県と市町村の役割の明確化を図り，現在は，派
遣していない。

教育振興部体育課 効果
・運動部活動における指導者不足の解消
　・生徒の競技力向上

043－223－4105
予算
概要

H28年度当初予算　2,954千円
　　指導者謝金・保険料

県立
非常に
大きい

県立 大きい

県立
非常に
大きい

県立
非常に
大きい

市区町
村立
県立

　　大きい

市区町
村立
県立

　　大きい
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平成21年4月 事業名
しずおか型部活動推進事業

静岡県 概要

部活動の専門的指導力を持った教員の不足や、顧問を希望する教員が減少する傾向があるなど、生
徒・保護者・地域のニーズに対応できない点が指摘された。そこで、平成21年から23年にしずおか型
部活動検討委員会を設置し、23年度には部活動の意義や部活動を推進するための体制整備の方策
等がとりまとめられた。それを受けて本事業は外部指導者の活用を推進するなど、部活動を取り巻く
諸課題を改善し、一層の部活動の活性化を図ることを目的としている。

健康体育課 効果

スポーツの専門的な指導ができる外部指導者派遣により、生徒のニーズに対応した指導が可能となり、活動が
充実するとともに、顧問の負担感の軽減にもつながっている。また、国の委託事業である運動部活動指導の工
夫・改善支援事業において、運動部活動の在り方についての工夫や改善について検証した結果、外部指導者
との協力体制の構築や指導者の資質向上、効果的・効率的な活動の実施についても効果が得られた。

054-221-3174
予算
概要

61,000（千円）

＜ホ＞ 学習指導・生徒指導・特別支援教育等の支援ボランティア（放課後を含む）の活用（地域・学生・教員OB等）

（市区町村立30／38）（県立15／25）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成 27年 ４月 事業名 学級経営支援事業

神奈川県 概要

県内小学校に、学級経営支援のため経験豊かな退職教員を非常勤講師として派遣し、問題行動等の
未然防止を図るとともに、経験年数の少ない教員等に学級経営などのノウハウを伝え、指導や支援を
行う。また、その成果を県内市町村教育委員会等に周知するなど、県教育行政の推進を図っていく。
　・平成27年度　県内５地区（横須賀、湘南三浦、県央、中、県西）の各２校　計10校
　・平成28年度　県内５地区（横須賀、湘南三浦、県央、中、県西）の各４校　計20校
　・本事業から得られた成果等を冊子にまとめ発信（平成28年7月）

こども教育支援課 効果

　・児童への理解や支援が充実するとともに、学級担任が余裕をもって児童と向き合うことができることで児童
の問題行動等の未然防止につながった。また、学級担任が見逃しやすいトラブルにも早期に対応することがで
きた。
　・学級担任の児童との接し方や授業での指導法などが改善され、学級担任が自信をもって向き合うことがで
きた。

(045)210-1111
(内線8293)

予算
概要

・非常勤講師の雇用に係る費用
　・連絡協議会における講師謝金

平成 ２０ 年 ４ 月 事業名
学校支援ボランティア事業（国補助事業及び県事業）

鳥取県 概要

地域住民等の参画により、学校の教育活動を支援するしくみをつくり、様々な学校支援活動を実施す
ることに対して助成する。
（１）国事業「学校支援地域本部事業」（補助率）2/3（国1/3、県1/3、市町村1/3）
運営委員会の開催、コーディネーター等の配置、教育支援活動の実施
推進委員会の開催（総合的な在り方を検討）、研修の実施
（２）県事業「地域で育む学校支援ボランティア事業」（補助率）定額補助（学校規模による）
各学校に１名のコーディネーターを配置
ボランティアによる学校支援活動の実施（小中学校）

小中学校課 効果

　・様々な人との関わりによって、多様な体験やほめられる機会が増え、自尊感情やコミュニケーション力が高
まるとともに、あいさつや声掛けなどの見守り活動により、安心して登下校できる。
・地域の人が学校に入ることにより、多様な教育機会が生まれたり、きめ細やかな教育が実現されるなど、地
域の資源を活用した豊かな教育環境となるとともに、地域の人々にも有用感が生まれる。

0857－26－7521
予算
概要

（１）学校支援地域本部事業（８，１８５千円）
（２）地域で育む学校支援ボランティア事業（２０，７２３千円）

平成21年  ４月 事業名 スクールライフサポーター派遣事業

神奈川県 概要

希望する大学生等を、一定期間の研修の後、スクールライフサポーターとして要請のあった小学校に
派遣し、子どもにとっての身近な遊び相手、相談相手として、また教師にとっては補助的な役割とし
て、小学校の教育活動を支援する。原則週１回、年間35回程度。平成28年度は、試行的に中学校に
も派遣する。

こども教育支援課 効果
・  児童の授業参加の姿勢が積極的になり、教員が児童に向き合える状況になりやすかった。
　・　複数の目で見守られている安心感から、児童が徐々に落ち着きを取り戻してきた。
　・　年齢の近い存在として児童が相談するきっかけとなり、教員とともに相談相手となることができた。

(045)210-1111
（内線8294）

予算
概要

大学生等に対して、事前研修を行う際の講師謝金。

　市区
町村立

非常に
大きい

県立 大きい

事業名／概要／効果／予算概要

　市区
町村立

非常に
大きい

　市区
町村立

大きい

区 分 内        容 予算額 

外部指導者派遣 

運動・文化部活動の専門的技能を持った地域指導者等を、県立
高校・特別支援学校等に派遣する。 
・「スポーツエキスパート」派遣事業 
・「文化の匠」派遣事業 
・大学生による部活動支援ボランティア事業 
・外部指導者研修 
・大学生等による部活動支援ボランティア事前講習会 
・大学生等による部活動支援ボランティア連絡協議会 

42,895 

部活動指導者研
修等 

県内中・高等学校の指導経験の浅い運動部顧問に対し、部活動
運営の在り方・指導方法等の研修を行う。 
・中・高連携による運動部活動顧問研修 

159 

運動部活動指導の
工夫・改善支援事
業 

実践校において運動部活動の指導体制及び効果的な指導方法
について実践研究を行う。また、外部指導者を活用すること等に
より、学校教育の一環として適切な活動を行うための支援体制
を構築し、運動部活動の適切かつ円滑な運営、指導について研
究し、成果を広く県内に普及する。 

17,946 

計 61,000 
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平成２５年４月 事業名
放課後学習サポート事業

岡山県 概要
市町村への委託により、公立小学校約180校、中学校約120校に、地域人材等を支援員として配置し、
教員による放課後等の補充学習の実施をサポートすることで、児童生徒の基礎学力や学習習慣の定
着を図る。（H28実施概要）

教育長義務教育課 効果
補充学習の実施状況の改善に寄与するとともに、児童生徒の理解度に応じた個別指導等により学習意欲の向
上、学習習慣・学習内容の定着、つまずきの解消等が図られた。

086-226-7082
予算
概要

　平成28年度予算額：41,862千円（内一般財源27,949千円、国庫補助金13,913千円）

平成２７年４月 事業名
やまぐち型地域連携教育推進事業

山口県 概要

コミュニティ・スクールが核となり、本県独自の取組である｢地域協育ネット｣の仕組みを生かして、各中
学校区で地域のネットワークを形成し、学校・家庭・地域が連携・協働することにより、社会総がかりで
子どもたちの学びや育ちを見守り支援する「やまぐち型地域連携教育」を推進している。
　
（コミュニティ・スクールの仕組みを生かした支援の例）複数の地域住民による個別の学習指導や技能
教科の指導支援、クラブ活動や部活動の指導支援、学習プリントの丸つけや本の読み聞かせ、放課
後や土曜日等の補充学習の指導　等

義務教育課
（やまぐち型地域連

携教育推進班）
効果

地域や保護者の学校教育に対する関心や理解が深まりつつあり、地域と連携・協働した特色ある教育活動が
展開され、学校教育が充実してきている。
　教職員から「地域の方の学習支援により、生徒の学びが充実してきた」「地域の方との交流を通して、子ども
たちが成長していくのが手に取るようにわかる」などの声が上がっている。

083－933－4595
予算
概要

　H２８年度：５５，５８４千円
　・全県的な推進体制の強化、研修の充実、推進の核となる人材の配置・養成、好事例の普及啓発

平成  １９  年 ４ 月 事業名
特別支援フレッシュサポート事業

千葉県 概要

・県が協力大学と連携の下、市町村教育委員会及び特別支援学校の要請により公立幼稚園、小・中
学校及び特別支援学校へボランティアを派遣し、発達障害を含めた障害のある幼児児童生徒への支
援を行う。

特別支援教育課 効果
・ボランティアの参加により、学習活動が活発化している。課題として、学生ボランティアの確保や指導があげら
れている。

043－223－4045
予算
概要

予算なし

平成２１年４月 事業名
高等学校不適応・いじめ防止対策事業

福岡県 概要
・訪問相談員（心理支援士、大学院生、元教諭など）を拠点校（平成２８年度は１３校）に配置し、周辺
学校を含めて不登校・ひきこもり生徒の学校復帰に向けた訪問指導を実施

高校教育課 効果

・訪問相談員が保護者とかかわることによって、生徒と保護者の関係が改善するなど、不登校解消の契機と
なった。訪問指導を実施した生徒のうち、学校復帰ができたまたは好ましい変容がみられた生徒の率は約６
０％であった。（平成２５～２７年度の３年間平均）
・不登校生徒の学校復帰が進むことで、教員の負担は軽減した。また、専門家や経験豊かな教員OBと連携し、
その助言を受けることにより、負担軽減が図られた。

092－643－3905
予算
概要

・７，７４７千円（平成２７年度）

平成２３年４月 事業名
高校生学校生活サポート事業

秋田県 概要
県立高等学校に在籍する発達障害など障害のある生徒が、より豊かな高校生活を送るため、学校生
活や学習上の困難に対する支援を行うサポーターを配置する。

高校教育課 効果 授業や各種行事等において、教師の指導が不十分な部分を補うことで、教育の質の向上につなげている。

018－860－5165
予算
概要

１２，３８２，０００円

平成２６年４月 事業名
課題を抱える生徒の自立を支援する共助プラン

埼玉県 概要 特に中途退学者の多い高校生を対象に学び直しを行うため、学習サポーターを配置する。

高校教育指導課 効果
社会人として必要な確かな学力等の自立する力の育成、中退防止や就職内定率の向上及び就職未内定者の
減少が期待できる。

048－830－6772
予算
概要

報償費　全日制高校　６，０００円×１０７日×２教科×１０校＝１２，８４０，０００円
　　　　　 　定時制高校　６，０００円×１１６日×１９校＝１３，２２４，０００円

平成１８年４月 事業名
いわて特別支援教育推進プラン実践事業（特別支援教育ボランティア養成講座）

岩手県 概要

一般県民を対象に、毎年度県内の特別支援学校３校でボランティア養成講座を開催し、障がい等で特
別な支援が必要な子どもについて理解を深めてもらい、地域に開かれた学校づくりの一助となるｊこと
をねらいとしている。要請講座を受講し、認証を受けた方は、ボランティアバンクに登録し、小中学校
や特別支援学校は、必要に応じ授業や学校行事の補助としてその方々の活用を図る。

学校教育室特別支
援教育担当

効果
ボランティアバンクの登録数は、年々増加し、また活動実績として、活用延べ件数及び延べ人数とも増加してい
る状況から、登録者による支援等の成果が上がってきている。

019－629－6142
予算
概要

事業費：57千円（ボランティア養成講座３校で開催）

　市区
町村立

大きい

　県立
非常に
大きい

　市区
町村立

大きい

　県立 大きい

　市区
町村立
県立

大きい

　県立 大きい

　県立
非常に
大きい
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＜マ＞ 学校支援地域本部やコミュニティスクール（学校運営協議会制度）の設置

（市区町村立27／41）（県立8／16）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２０年４月 事業名 学校・家庭・地域の連携・協力推進事業（学校支援活動）

兵庫県 概要

地域と学校が連携・協働して、地域全体で未来を担う子どもたちの成長を支えていく活動を推進する
ため、従来の学校支援地域本部、放課後子ども教室等の個別の教育支援活動の充実、統合化・ネッ
トワーク化を図り、支援」から「連携・協働」を目指した体制づくりを推進する。

社会教育課 効果

・ボランティアの支援により教員の業務軽減につながり教員が授業や指導に専念できる。（図書室管理、学校
行事の受付や登下校指導など）
・地域と学校が連携・協働する体制を構築することにより、ニーズに応じた教育支援活動を展開できる。
・地域と学校が教育目標や課題を共有することにより、相互理解が深まり、教育支援活動の質の向上を図るこ
とができる。

078-362-3782
予算
概要

１１０，０７３千円（地域未来塾、放課後子ども教室、土曜日の教育活動と統合実施）

平成 25 年  4  月 事業名 奈良県学校・地域パートナーシップ事業

奈良県 概要

学校と家庭・地域の人たちが連携・協働して、地域ぐるみで子どもたちを育む「地域と共にある学づく
り」を推進するための、補助金事業である。
平成２８年度は、奈良市（中核市）を除く３２市町村２３３箇所で実施され、子どもたちの課題解決のた
めの取組が行われている。

人権・地域教育課 効果
子どもたちの学習意欲や社会性の向上、保護者の学校に対する理解の深化、関わり方や態度の改善等に効
果があらわれている。

0742-27-9837
予算
概要

県予算　44,981千円（国費22,093千円、一財22,888千円）

平成２０年８月 事業名 学校支援地域本部事業

高知県 概要

学校・家庭・地域が一体となり、地域ぐるみで子どもたちを見守り育てる体制づくりを推進。
　　・27年度：25市町村43本部92校で実施
　　・28年度：34市町村68本部134校で実施予定（うち県立高校2本部2校、市町村単独2市町7本部9
校）
　　・高知県地域による教育支援活動推進委員会設置（委員10名）
　　・学校地域連携推進担当指導主事の配置（東部・中部・西部教育事務所、高知市に配置、計４名）
　　・市町村や学校を訪問し、県が作成したモデル事例集等を活用しながら取組の活性化を図る
　　・研修会（全体会、ブロック別）の開催

生涯学習課 効果

○子どもたちが地域住民と交流することにより、様々な体験の場が増えたことによる効果
　　・自尊感情の向上につながった　　　　　   効果が得られた　34％、ある程度効果が得られた　47％
　　・規範意識の向上につながった　　　　　 　効果が得られた　24％、ある程度効果が得られた　53％
　　・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力の向上につながった　　効果が得られた　36％、ある程度効果が得られた　53％
　　・学力向上につながった　　　　　　　　　　　効果が得られた　23％、ある程度効果が得られた　48％
　○地域住民が学校を支援することにより、教員が授業や生徒指導などにより力を注ぐことができた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 効果が得られた　40％、ある程度効果が得られた　43％

088－821－4897 予算　概
要

59,718千円

平成２５年４月 事業名 地域とともに創る「熊本版コミュニティ・スクール」推進事業

熊本県 概要
コミュニティ・スクールまたは熊本版コミュニティ・スクールの制度の理解や課題の解決を図るための説
明会や啓発リーフレットの作成を行い、地域とともにある学校づくりを推進する。

義務教育課 効果

熊本版コミュニティ・スクールの成果としてほとんどの学校から「特色ある学校づくりが進む」「学校に対する保
護者や地域の理解が深まる」「地域と連携した取組が組織的に行えるようになる」「家庭・地域の教育力が上が
る」「保護者や地域からの苦情が減る」などの報告がなされている。

096-333-2688
予算
概要

　1,566千円

平成２０年 ４月 事業名 学校支地域本部事業

山形県 概要

１　市町村で実行委員会を設置し、以下の事業の企画・立案、事業評価等を行う。
（１）地域教育協議会の開催（市町村単位や小・中学校学区単位等で設置し、教員、ＰＴＡ、地域の関
係者等で構成）
（２）コーディネーターの配置（学校とボランティア間の調整業務、活動企画などを担当）
（３）学校支援ボランティア活動の実施（地域の人々が、学習支援や部活動の指導補助、環境整備、登
下校の見守り等のボランティア活動を実施）
（４）地域未来塾の実施（地域住民による放課後等の学習支援）　※７市町10中学校2小学校で実施予
定
２　コーディネーター合同研修会（県が主管、各市町村コーディネーター・担当者等の資質向上）

文化財・生涯学習
課

生涯学習振興室
効果

・地域住民の積極的な学校支援ボランティア活動を通じて、学校と地域の連携協働体制の構築を図り、学校の
教育活動を充実させるとともに、教員が子どもと向き合う時間の拡充を図ることに繋がっている。
・国委託事業が終了し、補助事業に移行しても継続実施する市町村が多い。更には、新規で取組んだり、学区
を拡充したりする市町村もある等、市町村では、その効果を実感している。

023-630－2872 予算概要 ・国1/3補助、県1/3補助、市町村1/3

平成20年６月 事業名 学校支援地域本部事業

滋賀県 概要

学校と地域との連携・協働体制の構築を図り、地域全体で学校の教育活動を支援する仕組みである
「学校支援地域本部」を設置する市町を支援する。学校支援地域本部では、地域住民等の参画によ
り、学習活動の支援や環境整備、登下校の見守りなど、それぞれの学校課題に応じた多岐にわたる
学校支援活動が行われている。

生涯学習課 効果

学校教育に地域住民等多様なボランティアが参画することによって、教員の子どもと向き合う時間が拡充して
いる。
　また、社会教育で学んだ成果を学校教育の場で生かすことができ、地域の教育力の活性化のための一助と
なっている。

077-528-4654
予算
概要

各市町実施の学校支援地域本部への補助　　30,675千円（国1/2、県1/2）
県運営協議会、研修会等　　　 　   　　　　　　　　　765千円（国1/3、県2/3）

市区町
村立

大きい

市区町
村立

大きい

市区町
村立

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立

大きい

市区町
村立

大きい

大きい

市区町
村立

大きい

- 22 -



平成２３年４月 事業名
地域とともに歩む学校づくり推進支援事業（学校支援地域本部）

千葉県 概要

学校と地域が連携して地域コミュニティを構築し、地域の子供たちを地域で育てていくため、学校と地
域を結ぶコーディネーターを配置し、学習支援や環境整備、登下校の見守りなど、学校を支援する体
制づくりを推進する。なお、子供の貧困対策にもなる、学習が遅れがちな中学生等を対象とした原則
無料の学習支援「地域未来塾」を実施する市町村を支援する。

生涯学習課 効果 16市町　133本部（小学校１４８校、中学校５１校、特別支援学校１校、義務教育学校１校）

043－223－4167
予算
概要

（国庫補助事業　国・県・市町村各１／３）
県予算　３４，３７９千円

平成２４年４月 事業名
県立学校における「コミュニティ・スクール」設置事業

千葉県 概要

保護者や地域住民が、学校運営協議会を通じて、一定の権限と責任を持って学校運営に参画し、より
良い教育の実現とともに、地域に貢献し地域ネットワークの核となる学校づくりを目指す。また、コミュ
ニティ・スクールの取組事例や成果を市町村に積極的に発信するなど、市町村の取組を促進する。

生涯学習課 効果

指定状況
多古高校・長狭高校(H24～指定、H27～再指定)
浦安高校(H27～指定)
京葉高校(H28～新規指定)

043－223－4167
予算
概要

３０６千円

＜ミ＞ 教員の事務補助員の配置

（市区町村立4／6）（県立5／10）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成 ２７ 年 ４ 月 事業名 教師業務アシスタント配置事業

岡山県 概要

教員が抱える事務作業等の負担を軽減し、教員が本来の教育活動に専念できるようにするため、地
域人材等を教師業務アシスタントとして学校に配置し、学校現場の教育体制の充実を図り、もって学
力向上に資する。

教育庁教職員課 効果 学習指導の時間を確保できていると回答した教員の割合が年度当初と比較して増加した。

086-226-7915
予算
概要

1,090円×（5時間×5日）×35週×90人=85,837,500円

平成 ２６ 年 ４ 月 事業名
国体業務補助のための非常勤講師の配置

愛媛県 概要

国体関係用務（日常の選手強化・大会や合宿等への引率・事務局の業務など）の増加に伴い、正規
教職員の負担が増加している。特に、校外での業務が増加している教員にとっては、授業時間の確保
が課題であるため、当該教員をサポートし、授業を一部担当する非常勤講師を配置している。

高校教育課 効果
強化指定校等において、試合や練習等の引率業務、報告書作成等の事務を担当する教員の負担軽減の一助
となっている。

089-912-2952
予算
概要

平成28年度　38,920千円

＜メ＞ 日本語指導アシスタント職員の配置

（市区町村立11／14）（県立7／11）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成 19年 4 月 事業名
多文化共生推進事業

埼玉県 概要

外国人生徒が多く在籍する県立高校定時制課程に多文化共生推進員を配置し、言語に起因する学
校生活の問題の解決を図り、安心して学習できる環境を整備する。
【業務内容】
・外国人生徒等に対する適応指導、日本語指導、教育相談
・他の生徒との相互理解を推進する交流行事の計画・実施の補助
【配置形態】
　原則として１日につき４時間週３日（年間９０日）

高校教育指導課 効果

・教員と多文化共生推進員との連携により、言語が理由で指導に困難を伴う生徒の指導がより的確に行え、進
級に関して成果が上がっている。
・多文化共生推進員が教育相談等を行うことで、生徒の些細な変化に気づき、生徒指導上の問題行動の防止
にもつながっている。

048－830－6760
予算
概要

平成２８年度予算額　11,250千円

＜モ＞ 看護師の配置（医療ケア、小中高等学校の養護教諭との連携）

（市区町村立5／6）（県立36／41）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成14年4月 事業名
学校看護師配置事業

栃木県 概要
医療的ケアを必要とする幼児児童生徒が在籍する県立特別支援学校に非常勤看護師を配置し、医
療的ケアを実施する。

特別支援教育室 効果
平成28年度：33，387（単位千円）
そのうち、文部科学省の教育支援体制整備事業補助金（インクルーシブ教育システム推進事業）により、経費
の1／3の補助を受けている。

028－623－3428
予算
概要

平成28年度：33，387（単位千円）
そのうち、文部科学省の教育支援体制整備事業補助金（インクルーシブ教育システム推進事業）により、経費
の1／3の補助を受けている。

市区町
村立
県立

非常に
大きい

非常に
大きい

市区町
村立
県立

非常に
大きい

県立
非常に
大きい

事業名／概要／効果／予算概要

大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立

事業名／概要／効果／予算概要

県立

県立 大きい
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平成１７年４月 事業名 特別支援学校看護師派遣事業

和歌山県 概要

医療的ケアを必要とする児童生徒が在籍する特別支援学校に看護師を派遣し、医師法の制限により
教員が行えない医療行為に対応する。また、介護職員等のたんの吸引等の制度化に伴う喀痰吸引、
経管栄養等の医療的ケアに対応する。

県立学校教育課特
別支援教育室

効果
主治医の指示による児童生徒への効果　→　授業時間の増加、リラックスした状態での学習参加実現
保護者への効果　→学校への信頼関係の深化、レスパイトの促進
教員への効果　→事故の未然防止、危機管理、衛生管理意識の高揚

073－441－3683
予算
概要

　→（日額9,500円＋交通費相当額）　×215日／年×　13人　（社会保険等適用）
　→医療的ケア研修等業務委託費　　6180円／回×128回分
　　　　　　　　　（教員・看護師が児童生徒の主治医から研修等指導を受けるための委託費用）

平成 16年  4月 事業名
特別な事業ではなく、一般人事異動による

島根県 概要
本県では、学校看護師配置については講師などと同様に行っている。任用形態は「常勤」である。H28
年度は、県内特別支援学校に計９名の学校看護師を配置している。

学校企画課・特別
支援教育課

効果
医療的ケアを必要とする児童生徒に対して、教育職員ができる医療行為には限りがあり、学校看護師はなくて
はならない存在である。

0852-22-6308・
6710

予算
概要

 定数内対応

平成 1４年  4月 事業名 学校看護師の配置

愛媛県 概要
県内の特別支援学校において、医療的ケアの必要な生徒に対応するために、専門の看護師を配置し
た。

高校教育課 効果

それまではたんの吸引等のケアを教員が行っていた。一定の研修を受講した後に行っていたとはいえ、やはり
専門的な知識や技術は不足しており、保護者からも不安がられていた。
　それに対して、学校看護師を配置してからは保護者からも安心して任せられられるようになったという評価も
いただいており、教員も安心して本来の業務にあたることができている。

087－832－3751
予算
概要

 嘱託職員として任用しており、必要な予算措置をしている。

平成 1５年  4月 事業名 特別支援学校への看護師の配置

愛媛県 概要
医療的ケアを必要とする児童生徒等の人数に応じ、特別支援学校に看護師を配置している。
　平成28年度は６校に対し、12名の看護師を配置している。

高校教育課 効果 医療的ケア対象の児童生徒が学校生活を送るためには、必要不可欠な存在である。

089-912-2952
予算
概要

 平成28年度　21,996千円

平成 １９年 ４月 事業名
特別支援学校医療的ケア体制整備費

福岡県 概要
　県立特別支援学校に通学する日常的に医療的ケアを必要とする幼児児童生徒に対し、看護職員の
配置などを行い、安全に教育を受けられる環境を整備する事業。

義務教育課 効果
医療的ケアを要する子どもの安心・安全な教育環境を整備する上で、看護職員との連携・協働により教員の負
担軽減が図られた。

092－643－3908
予算
概要

　一部国費（事業全体の約２３％）

平成 １３年 ４月 事業名 医療的ケアのための特別支援学校看護師配置事業

鹿児島県 概要

　特別支援学校において，健康の保持に関して課題（たんの吸引，経管栄養，導尿等）　のある児童
生徒への対応を充実させるとともに教師の負担を軽減するため，非常勤の看護師を配置して，日常
的・応急的な医療的ケアを行う。

義務教育課特別支
援教育室

効果

１　児童生徒の生命の安全性確保，緊急時の適切な対応
２　児童生徒の学習時間の充実
３　保護者の来校（児童生徒への付き添い，待機）の負担軽減

099-286-5296
予算
概要

報酬：48,812千円　　　旅費：2,269千円

平成 １5年 ４月 事業名 医療的ケアのための看護師配置事業

山形県 概要

　今年度は、医療的ケアが必要な幼児児童生徒が通学する県立特別支援学校７校に計１４名の
  看護師を配置することで、幼児児童生徒に係る学習環境を整備し、学校における教育の充実を図
  るとともに、保護者の付き添い看護の負担を軽減している。

義務教育課特別支
援教育室

効果
・　看護師の配置により、子どもがよりよい状態で教育活動に参加することができている。
・　保護者の付き添い看護の負担軽減につながっている。

023-630-3346
予算
概要

＜看護師１名配置＞　経費　３７，３８９，４３３円
　　　　　　　　　　　　　　　（国庫補助金申請額　１０，８５８，０００円　　県負担　２４，９２７，４３３円）

平成１７年４月 事業名 看護師の配置

千葉県 概要

県立特別支援学校に在籍する医療的ケアを必要とする児童生徒に対して、安全で確実な医療的ケア
を実施するため、特別非常勤講師として看護師を配置する。
　教諭、養護教諭、看護師が、それぞれの役割を担いながら連携して、安全な学校づくりや個に応じた
学びの場の充実を図っている。

教職員課 効果
看護師が、医療的ケアを図ることで、教師は授業に専念することができる。
　児童生徒の健康及び身体の状態について、専門的な助言をもらうことで、実態把握がしやすい。

043－223－4041
予算
概要

県立
非常に
大きい

県立
非常に
大きい

県立 大きい

県立
非常に
大きい

県立
非常に
大きい

県立
非常に
大きい

県立
非常に
大きい

県立
非常に
大きい
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平成１８年４月 事業名
医療的ケア常勤看護師配置事業

岐阜県 概要

県立特別支援学校での障がいの重度重複化傾向により、医療的なケア（痰の吸引、経管栄養、導尿
など）が必要な児童生徒が増加しており、医療的ケアが常時必要な児童生徒が多く在籍している学校
に、常勤看護講師を配置している。

教職員課 効果

非常勤看護講師だけでは時間的制約があり、保護者や教職員との情報交換、共通理解が十分に図れない状
況や、伝達ミスによるヒヤリハット事案の発生など、児童生徒の状況把握や安全確保に不安のある場合もあっ
たが、常勤看護講師が配置されるようになり連携がうまくいくようになった。

058－272－8740
予算
概要

平成２７年度　定数３人
平成２８年度　定数３人

平成１５年４月 事業名
特別支援教育推進事業（特別支援学校医療的ケア体制整備事業）

岩手県 概要

特別支援学校において、経管栄養や痰の吸引等の医療的ケアが必要な児童生徒が校内で安心して
学習できる環境や学校生活の充実を図るため、看護師を配置するもの。

学校教育室特別支
援教育担当

効果
医療的ケアの必要な児童生徒が、安心して学習が受けられるようになり、また医療的ケアのための保護者の
付添看護が不要になったことで、保護者の負担が大幅に軽減された。

019－629－6142
予算
概要

事業費：53,496千円（７校42名の児童生徒に対し、任用看護師数41名）

＜ヤ＞ 新たな教育課題（小学校での英語の教科化とアクティブ・ラーニング等）に対応する指導主事の配置・増員

（市区町村立6／11）（県立3／10）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２６年４月 事業名
小学校英語教育モデル事業

富山県 概要

国が計画している小学校での英語の教科化等に備え、英語専科教員をモデル校に配置
・指導方法の工夫・改善　　・指導計画の立案　　　・教材開発
・校内研修による担任の指導力向上
・近隣校との交流（授業公開、出前授業）　　・教材提供
・中学校との連携（英語教員による指導助言）
※H26　４校　→　H27　20校　→　H28　４０校
（H27年度、全国１位の配置率（10.4％）に拡充。今年度は更に倍増し、40校に配置（21．2％）

教職員課 効果

・児童が、友達やALTと英語を使って、積極的にコミュニケーションを図れるようになってきている。
・専科教員と担任が、常にチームで授業実践、授業前後の教材研究や事後研修を行うことで、担任にとって効
果的な研修の場となっており、担任の授業力が育成されている。
・英語の教科化に対する保護者の不安解消につながっている。

076-444-3439
予算
概要 ・H28年度　41,200千円

平成２７年４月 事業名
「新たな学びに関する教員の資質能力向上のためのプロジェクト」の推進と授業実践研究の実施

千葉県 概要

○独立行政法人教員研修センターの次世代型教育推進センターに教員を派遣し、主にアクティブ・
ラーニングに関する中核的指導者として育成を図るとともに、教員研修に係るモデルプログラム構築
にあたらせる。
○上記派遣教員を指導主事として配置し、県内のアクティブ・ラーニングに関する研修会等の講師とし
て活用する。
○県立高等学校を研究指定校とし、アクティブ・ラーニングを実現するための指導法の工夫改善を図
る。

教育振興部指導課 効果

○高等学校教員対象の講座「アクティブ・ラーニング型授業」や初任者研修等において、指導主事が講師とし
て講義・演習を担当し、参加者からは、概ね高い評価を得ている。

043-223-4057
予算
概要

○人的な予算は特になし。
○研究指定に関しては、独立行政法人教員研修センターからの委嘱費で対応。

県立 大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立
県立

大きい

県立 大きい

市区町
村立

大きい
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〇その他

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２３年４月 事業名
学校マネジメント力強化に関する実践研究

茨城県 概要

１　学校マネジメント力強化推進事業
　　○モデル校，モデル地区の実践研究（学校事務の共同実施，コミュニティ・スクールの推進等）
２　学校マネジメントメント力の強化に係る研修
　　○管理職のマネジメント研修
　　○学校マネジメント研修（学校事務の共同実施の充実に向けた研修）
　　　・学校事務の共同実施事務長研修会，学校事務の共同実施研修会
３　先進地視察

教育庁学校教育部
義務教育課

効果
モデル校やモデル地区の実践研究の成果をリーフレット等にまとめ，学校に配布するとともに県教育委員会の
ホームページで公開し，各学校等の研修に活用している。また，管理職等のマネジメント研修や学校事務の共
同実施研修等により，各学校が主体的に業務改善に取り組んでいる。

0299－301－5220
予算
概要

国の委託費を活用

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成 ２８年４月 事業名
チーム学校推進事業

福岡県 概要
スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの専門家の活用や関係機関との連携により
学校の組織力を高め、いじめ・不登校の予防・解消、児童生徒を取り巻く生活環境の改善や教員の児
童生徒に対する指導時間の増加を図る事業。

義務教育課 効果 特に指定中学校区への専門スタッフの配置により、生徒指導上の諸問題に係る教員の負担軽減につながっ

092－643－3908
予算
概要

　国費１／３、県費２／３

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成 ２４年４月 事業名
学校教育力向上支援事業（さぬき学びの支援隊）

香川県 概要

（平成２７年度より現在の事業名）学校からの要請に応じて、退職教員を派遣し、教員の資質・能力の
向上や学校の教育活動を支援する。活動内容は、研修講師、若手教員指導、教員の相談、教材作
成、子供の個別指導、生徒指導補助などに従事する。１校あたり、１回４時間、最大３０回までの１２０
時間派遣する。

義務教育課 効果
本県で増加している若年教員への指導により、業務の軽減につながるとともに、ベテラン教員の授業力を継承
するという面において学校現場からの評価も非常に高い。

087-832-3741
予算
概要

コーディネーター謝金　2112千円、派遣謝金　19536千円

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成12年４月 事業名
非常勤講師の配置

神奈川県 概要

１　学級運営等改善・・・正常に授業ができない状況になった学級等に、経験豊かな退職教員等を配
置し、改善効果について実証的な調査研究を行う
２　問題行動等防止・・・問題行動が多発するなど正常な教育活動に支障が及ぶような学校に対し複
数の教員による指導を行う
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日６h以内、週５日、11週以内、延べ220hを限度）
３　学級経営支援・・・経験豊かな退職教員を配置し、経験の浅い教員の指導力向上及び児童への直
接的指導・支援によるい問題行動等の未然防止を図る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（年間35週、１日６h、週２日以内、授業は週８hを標準）
４　特別支援教育推進・・・インクルーシブ教育推進等、教育相談コーディネーターに付加される業務
の後補充
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（年間35週、１日６h、週20h以内、授業は週13h以内）

子ども教育支援課
教職員人事課

効果

１、２　指導困難な学級の学級運営の改善、問題行動等の重大化・長期化の防止
３　課題を抱える児童やによる問題行動等の未然防止、経験の少ない学級担任の指導力向上
４　教育相談ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ業務を行う教員の担当する授業の負担軽減、学習面や生活面で特別な配慮を必要と
する児童生徒に対する適切な教育支援の実現

045-210-8292
045-210-8145

予算
概要

１　延べ51人　　　２　延べ22人　　　３　延べ20人　　　４　延べ1,068人

平成２８年４月 事業名
なし

福井県 概要
　・学習プリントやたよりの印刷・配布、実習・実験の準備や片付け、ホームページの更新等、学級担
任の事務補助を行う支援員を非常勤で配置している。

学校振興課 効果 　・教員が学習指導や生徒指導、教材研究等に専念できる時間が増えた。

0776－20－0576
予算
概要

　・県単事業

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２６年４月 事業名
自立活動充実事業

高知県 概要
福祉、医療、保健等に関する専門的な資格を有する外部専門家を特別支援学校に派遣し、学校が外
部専門家と連携・協力して「自立活動」の指導の充実、教員の専門性の向上を図る。

特別支援教育課 効果
専門的な見地からの支援を受けることで、自立活動の内容の充実が図られており、他の授業の改善にもつな
がっている。また、地域の小中学校に対しても、外部専門家と協働することにより、効果的な支援に繋がってお
り、センター的機能の充実が図られている。

088－821－4741
予算
概要

　・報償費・旅費：７９１千円

事業名／概要／効果／予算概要

県立 大きい

市区町
村立

　大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立

非常に
大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立

　大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立

大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立
県立

大きい

- 26 -



中教審答申等を受けて、今年度（平成２８年度）から新たに実施した支援策

〇事務的業務の軽減・効率化

＜ア＞ 学校事務の共同実施

（市区町村立24／39）（県立4／7）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２８年４月 事業名
学校事務体制の強化

高知県 概要
・学校事務支援室長連絡協議会の実施
　・学校事務支援室の充実及び設置に向けた取組の普及と啓発（各市町村訪問）
　・学校事務職員研修の充実

教職員・福利課 効果
・小中学校においては、学校事務職員の配置は、基本的には各校１名であるが、事務処理機能の適正化、均質
化、若手事務職員の育成、教員の事務負担軽減などの課題克服に効果がある。

088－821－4903
予算
概要

〇学校組織・運営体制の改善（内部対応による充実）

＜セ＞ 教員対象の組織マネジメント研修の実施

（市区町村立29／44）（県立25／43）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２８年４月 事業名
負担軽減に係る講演会

埼玉県 概要

・平成28年4月に小中学校全校長を対象に、佐々木常夫氏を講師に招き、「働き方の見直しを行う上
での管理職に求められる意識・役割」の題で講演を行った。
　・平成28年5月に市町村教育委員会事務局担当者対象に、永田豊志を講師に招き、「残業ゼロで結
果を出す時短仕事術」の題で講演を行った。

小中学校人事課 効果
・外部の視点から、学校の業務改善の具体策や校長や教員の意識改革に効果があった。

048-830-6939
予算
概要

・７０万円

平成２８年５月 事業名 新任管理職研修（ワークライフバランスの推進について）

三重県 概要
新任市町立学校長及び県立学校長、新任市町立学校教頭及び県立学校教頭に対して、ワークライフ
バランスの考え方に基づいた学校運営等について、教職員課担当から1時間の研修（講義）を本年度
から実施した。

教職員課 効果
本年度からの事業であり、まだ効果はわからない。

059－224－2959
予算
概要

なし

＜ソ＞ 効率的業務遂行やタイムマネジメントに関する教員対象の研修・啓発の実施

（市区町村立10／23）（県立8／23）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２８年５月 事業名
教職員の出退勤管理

埼玉県 概要

平成２８年５月より、県立学校における教職員の負担軽減及び健康管理を図ることを目的として、個々
の教職員の出勤及び退勤時刻の記録用紙を整備した。在校時間の長時間化がうかがえる教職員に
ついては、個別に面接を行うなどの適切な対応を行うこととしている。
　また、平成２８年６月に全教職員を対象とした勤務状況調査を実施し、勤務時間外における教職員
の勤務状況を把握し、学校における負担軽減を図るための資料とする。

県立学校人事課 効果
個々の教職員の出退勤時刻や勤務実態を把握することにより、学校における負担軽減策を推進し、教職員の健
康管理やワーク・ライフ・バランスを図る効果が期待できる。

048－830－6735
予算
概要

　特になし

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立

大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立

非常に
大きい

事業名／概要／効果／予算概要

県立 大きい

市区町
村立
県立

効果検証
中
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＜ト＞ 教員のメンタルヘルス対策

（市区町村立22／44）（県立26／46）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２８年４月 事業名
ストレスチェックの実施

埼玉県 概要

労働安全衛生法が改正され、労働者が５０人以上いる職場では、毎年１回ストレスチェック（※）の実
施が義務化された。目的は、教職員のメンタル不調の未然防止に取り組むことである。
　県教育委員会では、５０人未満の所属を含めて、所管する全ての所属を対象に、平成２８年度からス
トレスチェックを実施している。
　※常時使用する労働者に対して、医師、保健師等による心理的な負担の程度を把握するための検
査

福利課 効果
教職員自身のストレスへの気づきを促すとともにメンタル不調のリスクの高い者を早期に発見し、医師による面
接指導、ストレスの原因となる職場環境の改善につなげることで、メンタル不調の未然防止を図ることができる。

048-830-6735
予算
概要

ストレスチェック実施費用　３０，２９０千円
（主な内容　ストレスチェック実施業務委託費13,384千円、面接相談実施委託料9,720千円、非常勤職員報酬等
（保健師１人、事務１人）6,393千円など）

〇学校支援体制の整備（外部人材の活用等）

＜ハ＞ スクールソーシャルワーカーの配置

（市区町村立41／46）（県立34／39）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２８年 事業名
家庭環境支援のためのスクールソーシャルワーカー

山形県 概要

※学校への配置ではなく、市町村への派遣
・各教育事務所に配置し、希望する８市町村に派遣
・原則として社会福祉士等の有資格者
・派遣先市町村教育委員会、学校、福祉機関等の関係機関のネットワークの構築、連携・調整に係る
具体的なコーディネート

山形県教育庁義務
教育課

効果

・　家庭環境に課題のある児童生徒に対する継続的な家庭訪問、保護者面談をＳＳＷが行うことで、教師の家庭
訪問等の負担が軽減されるが、詳細な情報を得ることができている。
・　関係諸機関との連絡・調整について、ＳＳＷが道筋を整えているため、効果的・効率的な連携が図られるよう
になっている。
・　アセスメント（実態把握等）やモニタリング（進捗点検等）シートの原案をＳＳＷが作成するため、教師（担任）
は、そのシートをもとに組織としての対応を進めることができる。

023－630－2871
予算
概要

平成28年度予算総額：13,610千円（国1/3）

＜へ＞ 部活動外部指導者（部活動指導員）等の活用

（市区町村立36／42）（県立38／43）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２８年 事業名
運動部活動支援員活用事業

埼玉県 概要 運動部活動支援員を活用する市町村へ、派遣費の一部を補助する事業。

保健体育課 効果
運動部活動支援員については、単独で指導や引率をできる外部指導者として位置づけをし、顧問教諭の時間的
な負担、相談ができるなどの精神的な負担を軽減することができる。

048-830-6947
予算
概要

支援員派遣補助、支援員旅費　他　４，６０８、０００円

平成２８年４月 事業名
運動部活動支援員派遣事業

岡山県 概要

教員に代わって学校の方針・計画に沿って運動部活動指導を行う非常勤職員（支援員）を派遣し、中
学校教員の負担軽減と部活動の充実、活性化を図る。
○運動部活動支援員の派遣
○支援員研修会の開催
○派遣校の視察
○アンケートの実施

教育庁保健体育課 効果 　現在検証中

086-226-7592
予算
概要

33,989千円（支援員報酬32,760千円、労災保険料99千円、その他1,130千円）

＜ミ＞ 教員の事務補助員の配置

（市区町村立4／6）（県立5／10）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２８年４月 事業名
市町学校事務職員（校務支援員）配置支援事業

香川県 概要
市町立小中学校において、教員の事務負担を軽減し多忙な状態を解消することを目的に、様々な校
務運営の事務に従事する学校事務職員（校務支援員）を配置する市町教育委員会に対して、時限を
設けた試験的な財政支援を行う。

義務教育課 効果

　市町が校務支援員配置による教員の事務負担軽減の効果を確認し、市町が自らの経費負担により積極的に
管内小中学校に校務支援員を配置することで、教員が児童生徒への指導に一層専念できる体制を構築し、学校
の教育力の向上を図ろうとするものである。

087-832-3741
予算
概要

配置支援事業補助金 13200千円

事業名／概要／効果／予算概要

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立

大きい

事業名／概要／効果／予算概要

県立 大きい

市区町
村立

大きい

市区町
村立

非常に
大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立

非常に
大きい
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＜ム＞ ICT支援員等の配置

（市区町村立10／13）（県立15／19）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２８年４月 事業名
ICT専門員等の配置

岐阜県 概要
学校における教員のICT活用（授業、校務、教員研修等）をサポートすることにより、日々の教員の業
務を軽減し、ICTを活用した授業などを教員がスムーズに行えるように支援する役割を果たす。

教職員課 効果
　ICT専門員による校内業務のサポート及びソフト等の開発により、教員の業務の軽減や情報の一括管理などで
大きな効果があった。

058－272－8740
予算
概要

〇その他

学校及び教育委員会の業務全般について（答申を受けて、本年度から実施）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２８年４月 事業名
小学校指導体制支援推進事業

大阪府 概要
　問題行動等生徒指導上の課題の大きい小学校５０校にスクールカウンセラー、スクールソーシャル
ワーカーを配置した。
加えて、５０校のうち、特に課題の大きい２０校には校長OB,支援人材も合わせて配置。

小中学校課 効果 小学校における生徒指導体制の構築により、問題行動の減少が図られる（検証は２８年度終了後予定）

０６－６９４４－３８２３
予算
概要

１７６、９４８，０００円

平成２８年４月 事業名

福井県 概要
　・学習プリントやたよりの印刷・配布、実習・実験の準備や片付け、ホームページの更新等、学級担
任の事務補助を行う支援員を非常勤で配置している。

学校振興課 効果 　・教員が学習指導や生徒指導、教材研究等に専念できる時間が増えた。

０７７６－２０－０５７６
予算
概要

　・県単事業

平成２８年４月 事業名
未来の学校「夢」プロジェクト

静岡県 概要

未来の学校「夢」プロジェクトを立ち上げ、県内４市町教育委員会に対し、３年間指定(モデル校４校)
し、教職員の多忙化解消に向け、研究する。研究の柱を３つ、研究の視点を２つ設定し、過多な業務
を見直したり、教職員の意識改革を図ったりすることで、未来志向的な学校運営モデルを示し、他地
区への波及効果や県施策に結び付けていきたい。

義務教育課 効果 ○教職員の意識改革　※できれば、保護者・地域の方々の意識改革も図りたい

054-221-3151
予算
概要

モデル校には、国加配教員を配置。スク－ル・カウンセラ－等も重点的に配置することで、人的措置の検証も図
る。

平成２８年４月 事業名
チーム学校推進事業

福岡県 概要
教員が児童生徒の指導に専念でき、学力向上、進路実現に向けた学校の体制を構築するため、学校
に教員以外の専門スタッフ（スクールソーシャルワーカーなど）を配置・派遣する事業。

効果 特に指定中学校区の専門スタッフの配置により、生徒指導上の諸問題に係る教員の負担軽減につながった。

092-643-3891
予算
概要

国費１／３、県費２／３

平成２８年４月 事業名
教職員の多忙化解消にむけた取組について

青森県 概要

平成２６年６月から７月にかけて勤務実態調査（悉皆調査である業務改善等の取組状況調査及び抽
出調査である勤務実態等調査）を実施した上で、平成２７年２月に学校関係者からなる多忙化解消検
討委員会を設置し、教職員の多忙化解消方策を検討していただき、同検討委員会から同年１２月に
「教職員の多忙化解消に係る報告書」の提出を受けた。
　当該報告書を踏まえ、県教育委員会が取り組むべき方策については、今後３か年の取り組むべきス
ケジュールを示した取組工程表に基づき、計画的に進めていくこととし、各県立学校及び各市町村教
育委員会に対しては、それぞれの実情に応じた具体的な業務改善への取組を依頼した。

教職員課 効果
　
県教育委員会、市町村教育委員会及び学校が一丸となって教職員の多忙化解消委取り組むことにより、教職員
が子どもたちと向き合う時間が十分に確保されることを期待している。

017-734-9892
予算
概要

　
県教育委員会の取組については、各取組の担当課が個別に対応することとしている。

平成２８年６月 事業名
業務改善取組リストを活用した点検・評価

山口県 概要

○　学校における業務改善の取組例を一覧にした「業務改善取組リスト」の活用による、自校の取組
の点検・評価し改善していく体制を構築
○　点検・評価を9月末（中間）、１月末（年度末）の年２回実施し、県教委へ報告
○　県教委は各学校の結果を集約し、改善策等の検討を実施

教職員課 効果 ○　各学校の実態に応じた業務改善の推進体制の構築・強化が期待できる

083-933-4555
予算
概要

○　チーム学校の実現に向けた業務改善等の推進事業　　１，２００千円（平成28年度）

市区町
村立
県立

非常に
大きい

市区町
村立
県立

多少の効
果がある

市区町
村立

　大きい

市区町
村立

　大きい

市区町
村立
県立

大きい

市区町
村立

　非常に
大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立

　大きい

事業名／概要／効果／予算概要

- 29 -



〇中教審答申等を受けて現在検討中の支援策

＜サ＞ 校務支援システムの整備（名簿作成・成績処理・旅費他）

（市区町村立10／15）（県立27／34）

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成３０年度 内容
校務支援システムの整備

愛媛県 概要

生徒情報管理（生徒の氏名・住所等）、履修・受講管理（教科・科目、講座等）、出欠管理、成績管理
（定期考査毎の成績、単位認定等の管理）、進路管理（進路希望状況、進学・就職状況等）、保健管理
（健康診断結果、保健室来室記録等）、指導要録作成、証明事務（卒業証明書、成績証明書等の作
成）、及びグループウェアの機能を有する校務支援システムの整備について計画中である。
　当システムを整備することで、高いセキュリティ環境で出欠データや成績などの生徒情報を一元管
理できるとともに、業務の正確性が増す、事務処理の負担軽減により生徒と向き合う時間の確保がで
きるといった効果が見込まれる。

高校教育課 効果

089-912-2950
予算
概要

＜テ＞ 部活動の指導体制や活動内容の見直し（休養日の設定、複数顧問の配置、部活動指導者ハンドブックの作成等）

（市区町村立20／43）（県立21／41）

該当校 効果 開始年月／連絡先

検討中 内容
運動部活動に関する業務改善策

栃木県 概要

運動部活動に関する業務改善策について
①実態調査の実施
②ガイドライン（指針）の作成（休養日の設定を含む）
③ガイドラインを踏まえた「指導者用ハンドブック」の改訂及び「保護者用リーフレット」の作成
④部活動指導員の配置
について、現在検討しています。

スポーツ振興課 効果

０２８－６２３－３４１
５

予算
概要

検討中 内容
県中学校運動部活動の在り方に関する有識者会議を設置し、生徒や顧問への実態調査

和歌山県 概要

県中学校運動部活動の在り方に関する有識者会議を設置し、中１・２学年全生徒及び運動部担当全
教員を対象とした実態調査を行い、調査結果に基づく、まとめを生かした支援策を検討中。
（休養日の設置の徹底、複数顧問の配置等）

健康体育課 効果

073－441－3693
予算
概要

市区町
村立

大きい

事業名／概要／効果／予算概要

県立
非常に
大きい

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立
県立

非常に大
きい

- 30 -



＜その他＞

該当校 効果 開始年月／連絡先

平成２９年４月 内容
教職員の勤務時間の適性化に向けた対策プランの策定

兵庫県 概要

これまでから、平成２０年度、２４年度に実施した勤務実態調査を分析・検証結果をもとに、教職員の
勤務時間適正化に向けた対策プランを策定し取組みを進めてきた。今年度は、平成２４年度に策定し
た新対策プランに基づく３年間の取組み結果を評価・検証し、今後の取組み方策を検討する。なお、
具体的な内容については、既に設置している「教職員の勤務時間適正化」取組評価検討委員会にお
いて、調査結果及び取組を評価・検証結果をもとに策定する。

教職員課 効果

078-362-3749
予算
概要

内容
プランの作成

京都府 概要
チーム学校の推進
ＳＣ等の配置率向上、部活動指導員（仮称）の効果的導入などについて検討しプランを策定する。

教職員課 効果

075(414)5802
予算
概要

平成２８年４月 内容
教員の多忙化解消プロジェクトチーム

愛知県 概要

平成28年5月に有識者、県、市町村教育委員会関係者等による「教員の多忙化解消プロジェクトチー
ム」をセットし、具体的な取組について検討を進めている。プロジェクトチームからの提言を踏まえ、「教
員の多忙化解消プラン（仮称）」を年度内に策定する予定である。
　上記プランにおいて、具体的な取組目標を設定し、市町村教育委員会と連携しながら、プランで位置
づけられた具体的な取組の進行管理を行い、多忙化解消に向けた支援を継続的に実施していく予定
である。

教育企画課 効果

052-954-6827
予算
概要

事業名／概要／効果／予算概要

市区町
村立
県立

多少の効
果がある

市区町
村立
県立

大きい

市区町
村立
県立

大きい
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教員の多忙化解消について 

（平成 28 年度研究報告 No.４） 
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